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第３章 災害応急対策計画 

 

災害対策本部活動 
・ 県の活動体制                       （第１節 震－３－４） 
・ 市町村の活動体制                     （第１節 震－３－14） 
・ 指定行政機関等の活動体制                 （第１節 震－３－14） 
・ 県災害対策本部等と市町村及び防災関係機関との連絡     （第１節 震－３－15） 
・ 市町村支援                        （第１節 震－３－15） 
・ 災害救助法の適用手続等                  （第１節 震－３－15） 
情報収集・伝達体制                       
・ 災害情報通信連絡系統                   （第２節 震－３－19） 
・ 震度情報ネットワークシステムによる震度情報の収集と伝達  （第２節 震－３－21） 
・ 気象官署の地震・津波に関する情報、津波予報        （第２節 震－３－21） 
・ 関係機関における措置                   （第２節 震－３－26） 
・ 被害情報等収集・報告                   （第２節 震－３－27） 
・ 災害時の広報                       （第２節 震－３－35） 
地震・火災避難計画                      
・ 計画内容                         （第４節 震－３－37） 
・ 実施機関                         （第４節 震－３－37） 
・ 避難の勧告又は指示等                   （第４節 震－３－37） 
・ 避難誘導等                        （第４節 震－３－38） 
・ 避難所の開設                       （第４節 震－３－38） 
・ 現地救護本部の設置                    （第４節 震－３－39） 
津波避難計画                          
・ 津波警報等の伝達                     （第３節 震－３－40） 
・ 住民等の避難行動                     （第３節 震－３－40） 
・ 住民等の避難誘導                     （第３節 震－３－41） 
災害時要援護者等の安全確保対策    
・ 避難誘導等                        （第５節 震－３－42） 
・ 避難所の開設、災害時要援護者の対応            （第５節 震－３－42） 
・ 福祉避難所の設置                     （第５節 震－３－43） 
・ 避難所から福祉避難所への移送               （第５節 震－３－43） 
・ 被災した災害時要援護者等の生活の確保           （第５節 震－３－43） 
消防・救助救急・医療救護活動                  
・ 消防活動                         （第６節 震－３－44） 
・ 救助・救急                        （第６節 震－３－45） 
・ 水防活動                         （第６節 震－３－47） 
・ 危険物等の対策                      （第６節 震－３－47） 
・ 医療救護                         （第６節 震－３－50） 
警備・交通の確保・緊急輸送対策 
・ 千葉県警察災害警備計画                  （第７節 震－３－56） 
・ 交通規制計画                       （第７節 震－３－56） 
・ 交通規制の指針                      （第７節 震－３－57） 
・ 緊急輸送                         （第７節 震－３－58） 
・ 緊急通行車両の確認等                   （第７節 震－３－58） 
・ 交通情報の収集及び提供                  （第７節 震－３－59） 
・ 震災発生時における運転者のとるべき措置          （第７節 震－３－59） 
・ 道路管理者の通行の禁止又は制限              （第７節 震－３－59） 
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救援物資供給活動 
・ 応急給水                         （第８節 震－３－61） 
・ 食料・生活必需品等の供給体制               （第８節 震－３－62） 
・ 燃料の調達                        （第８節 震－３－65） 
広域応援の要請及び県外支援 
・ 国等に対する応援要請                   （第９節 震－３－66） 
・ 他都道府県等に対する応援要請               （第９節 震－３－66） 
・ 県の市町村への応援                    （第９節 震－３－66） 
・ 市町村間の相互応援                    （第９節 震－３－67） 
・ 消防機関の応援                      （第９節 震－３－67） 
・ 国土交通省所管の公共施設に係る相互応援          （第９節 震－３－67）   
・ 水道事業体等の相互応援                  （第９節 震－３－67） 
・ 資料の提供及び交換                    （第９節 震－３－68） 
・ 経費の負担                        （第９節 震－３－68） 
・ 民間団体等との協定等の締結                （第９節 震－３－68） 
・ 海外からの支援受入れ                   （第９節 震－３－68） 
・ 県外被災県等への支援                   （第９節 震－３－68） 
・ 広域避難者の受入れ                    （第９節 震－３－69） 
自衛隊への災害派遣要請                    
・ 災害派遣の要請                      （第10節 震－３－70） 
・ 災害派遣の方法                      （第10節 震－３－70） 
・ 災害派遣要請の手続等                   （第10節 震－３－71） 
・ 知事への災害派遣の要請の要求               （第10節 震－３－72） 
・ 自衛隊との連絡                      （第10節 震－３－73） 
・ 災害派遣部隊の受入体制                  （第10節 震－３－73） 
・ 災害派遣部隊の撤収要請                  （第10節 震－３－74） 
・ 経費負担区分                       （第10節 震－３－74） 
・ 自衛隊の即応態勢                     （第10節 震－３－74） 
学校等における児童・生徒の安全対策              
・ 防災体制の確立                      （第11節 震－３－75） 
・ 学用品の調達及び支給                   （第11節 震－３－76） 
・ 授業料等の減免・育英補助の措置              （第11節 震－３－77） 
・ 学校給食の実施                      （第11節 震－３－77） 
・ 文化財の保護                       （第11節 震－３－77） 
帰宅困難者等対策                        
・ 一斉帰宅抑制の呼びかけ                  （第12節 震－３－78） 
・ 企業、学校など関係機関における施設内待機         （第12節 震－３－78） 
・ 大規模集客施設や駅等における利用者保護          （第12節 震－３－78） 
・ 帰宅困難者等の把握と情報提供               （第12節 震－３－78） 
・ 一時滞在施設の開設及び施設への誘導            （第12節 震－３－78） 
・ 徒歩帰宅支援                       （第12節 震－３－79） 
・ 帰宅困難者（特別搬送者）の搬送              （第12節 震－３－79） 
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保健衛生、防疫、廃棄物等対策 
・ 保健活動                         （第13節 震－３－80） 
・ 飲料水の安全確保                     （第13節 震－３－80） 
・ 防疫                           （第13節 震－３－80） 
・ 死体の捜索処理等                     （第13節 震－３－81） 
・ 動物対策                         （第13節 震－３－83） 
・ 清掃及び障害物の除去                   （第13節 震－３－83） 
応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理 
・ 応急仮設住宅の提供等                   （第14節 震－３－86） 
・ 被災建築物の応急危険度判定支援体制の整備         （第14節 震－３－87） 
・ 被災宅地危険度判定支援体制の整備             （第14節 震－３－87） 
・ り災証明書の交付                     （第14節 震－３－88） 
液状化等によるライフライン関連施設等の応急復旧 
・ 水道施設                         （第15節 震－３－89） 
・ 下水道施設                        （第15節 震－３－90） 
・ 電気施設                         （第15節 震－３－90） 
・ ガス施設                         （第15節 震－３－92） 
・ 通信施設                         （第15節 震－３－93） 
・ 放送機関                         （第15節 震－３－96） 
・ 工業用水道                        （第15節 震－３－96） 
・ 道路・橋梁                        （第15節 震－３－96） 
・ 交通施設                         （第15節 震－３－97） 
・ その他公共施設                      （第15節 震－３－103） 
ボランティアの協力 
・ ボランティアの活動分野                  （第16節 震－３－104） 
・ ボランティアとして協力を求める個人、団体         （第16節 震－３－104） 
・ ボランティア意識の啓発、参加の呼びかけ          （第16節 震－３－105） 
・ 災害時におけるボランティアの登録、派遣          （第16節 震－３－105） 
・ ボランティア受入体制                   （第16節 震－３－106） 
・ ボランティアコーディネーターの養成            （第16節 震－３－107） 
・ 日本赤十字社千葉県支部防災ボランティア養成・研修計画   （第16節 震－３－107） 
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第１節 災害対策本部活動 

 

 

大地震や大津波が発生した場合、人命損傷にとどまらず、家屋の倒壊や流失、火災、がけ崩れの発生、

道路・橋梁の損壊、生活関連施設の機能障害など、県内の広い範囲にわたり大きな被害の発生が予想さ

れる。 

 このような被害の拡大を防止し、被災者の救援救護に全力を挙げて対処するため、県、市町村及び  

各防災関係機関は、それぞれの計画に基づき迅速かつ的確な活動体制のもと災害応急対策に万全を期す

ことを目的とする。 

 

１ 県の活動体制（防災危機管理部） 

 県は、地震による災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、法令又は本計画の定めるとこ

ろにより、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他防災関係機関の協力を得て、

その所掌事務に係る災害応急対策を速やかに実施するとともに、区域内の市町村及び指定地方公共 

機関が処理する災害応急対策の実施を助け、かつ、総合調整を行う。 

 上記の責務を遂行するため必要がある場合は、千葉県災害対策本部を設置し、災害応急対策を実施

する。 

 また、国において緊急災害対策本部等を設置したときは、これと十分な連携を図りながら応急対策

を進めるものとする。 

 県本部の組織及び運営は、「災害対策基本法」、「千葉県災害対策本部条例」及び「千葉県災害対策  

本部要綱」の定めるところによる。 

 なお、災害に対して迅速かつ円滑な対応を図ることができるよう作成した「災害時の事務処理に  

関する手引」により各職員がその内容を熟知するとともに、訓練等により検証し改善を行っていくこ

ととする。 

（１）災害対策本部設置前の初動対応 

ア 気象庁において県内の震度観測点で震度を４又は５弱と発表したとき、若しくは気象庁が津波

予報区の千葉県九十九里・外房、千葉県内房又は東京湾内湾に津波注意報又は「津波」の津波警

報を発表したときは、危機管理課、防災計画課、消防課及び関係機関は、次の措置を講ずる。   

（自動配備） 

（ア）地震及び津波並びに気象に関する情報の収集及び伝達 

（イ）被害状況の把握及び報告 

イ 危機管理課長は、被害状況をとりまとめ､速やかに防災危機管理部長を経由して知事に報告する。 

 また、必要に応じ、国の機関、その他関係防災機関に同様の報告又は通報を行う。 

ウ 上記ア及びイについては、夜間、休日等の勤務時間外においても同様とする。 

（２）県応急対策本部 

  ア 設置又は廃止とその基準 

  防災危機管理部長は、地震による災害に迅速に対応する初動・応急体制を確立するため、前記

（１）アに記載の現象が発生した段階において、必要に応じ応急対策本部を設置することが   

できる。 

  なお、災害の規模が拡大し、又拡大するおそれのあるときは、必要に応じて「災害対策本部  

（本部長 知事：本部第１配備から本部第３配備）」に移行する。 

  また、応急対策本部を設置した後において、県内において災害の発生するおそれが解消し、  

又は災害応急対策が概ね完了したため、応急対策本部を設置する必要がないと認めたときは廃止

する。 

イ 組織及び編成は、「千葉県応急対策本部設置要綱」の定めるところによるが、その概要は次の  

とおりである。             ＜資料編○－○ 千葉県応急対策本部設置要綱＞                    



震-3-5 

 

 【千葉県応急対策本部組織（地震・津波災害時の組織）】 

 

 

 

 

 

本 

 

部 

 

会 

 

議 

本 部 長 防災危機管理部長 
  

本 部 員 

水政課長 

交通計画課長 

健康福祉政策課長 

農林水産政策課長 

耕地課長 

森林課長 

漁港課長 

県土整備政策課長 

道路整備課長 

道路環境課長 

河川整備課長 

河川環境課長 

港湾課長 

市街地整備課長 

公園緑地課長 

下水道課長 

住宅課長 

水道局長が指定する課長 

企業庁長が指定する課長 

本 

 

部 

 

事 

 

務 

 

局 

 

 

事 務 局 長 危機管理課長 

事 務 局 職 員 

統制班 

分析班 

情報班 

応急対策班 

被災者支援班 

物資支援班 

通信・システム班 

広報班 

庶務班 

現地派遣班 

本部派遣職員 
自衛隊、防災関係機関から本

部長が派遣を求める者 

 

 

（３）県災害対策本部 

ア 県災害対策本部の設置又は廃止とその基準 

 知事は、災害応急対策を推進するため、次の基準により災害対策本部を設置する。 

 また、県災害対策本部を設置した後において、県の地域について災害の発生するおそれが解消

し、又は災害応急対策が概ね完了したため、県災害対策本部を設置しておく必要がないと認めた

ときは、県災害対策本部を廃止する。 

（ア）気象庁において県内震度を５強以上と発表したとき（自動配備） 

（イ）県の地域に災害が発生したとき、若しくは発生するおそれがあるときで知事が、必要がある

と認めたとき 

（ウ）気象庁が、津波予報区の千葉県九十九里・外房、千葉県内房、又は東京湾内湾に「大津波」

の津波警報を発表したとき（自動配備） 

（エ）内閣総理大臣が東海地震に係る警戒宣言を発表したとき（自動配備） 

 

部（12） 

現 地 応 急 対 策 本 部 
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イ 県災害対策本部設置又は廃止の通報及び発表 

 知事は、県災害対策本部を設置又は廃止したときは、直ちにその旨を国（消防庁長官）及び  

市町村長に通報するほか、次に掲げる者のうち必要と認める者に通報する。 

 また、知事は、県災害対策本部を設置又は廃止したときは、直ちにその旨を報道機関に発表  

する。 

（ア）指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の長又は代表者 

（イ）防災担当大臣（防災担当大臣がおかれていない場合にあっては内閣官房長官）、厚生労働大臣

及び国土交通大臣 

（ウ）隣接都県知事等 

（エ）「九都県市災害時相互応援に関する協定」に基づく「応援調整都県市」等 

（オ）「震災時等の相互応援に関する協定」に基づく「応援拠点都県」及び「関東地方知事会」等 

（カ）「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に基づく「幹事都県・副幹事都県」

及び「全国知事会」等 

ウ 現地災害対策本部の設置 

 本部長は、災害の現地における応急対策を推進する上で必要があると認めたときは、現地災害

対策本部（以下「現地本部」という。）を設置する。 

 現地本部は、災害の現地を所管する県災害対策本部支部と連携し、災害の状況に応じた応急 

対策を迅速・機動的に実施する。 

 現地本部の組織編成、所掌事務及び設置場所は次のとおりとする。 

（ア）組織編成  ※ 基本方針 

ａ 現地本部長は、県災害対策本部の副本部長、本部員、支部長又はその他の職員のうちから

県災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

ｂ 現地本部員は、県災害対策本部員の本部員、支部長又はその他の職員のうちから県災害 

対策本部長が指名する者をもって充てる。 

（イ）所掌事務 

ａ 被害状況、応急対策実施状況の情報収集及び分析 

ｂ 市町村、関係機関との連絡調整 

ｃ 自衛隊の災害派遣について意見具申 

ｄ 本部長の指示による応急対策の推進 

ｅ その他緊急を要する応急対策の実施 

（ウ）設置場所 

 現地本部の設置場所は、災害現地又は市町村庁舎等とする。 

エ 県本部の組織及び編成は、「千葉県災害対策本部条例」及び「千葉県災害対策本部要綱」の   

定めるところによるが、その概要は次のとおりである。 

                    ＜資料編○－○ 千葉県災害対策本部条例＞      

                    ＜資料編○－○ 千葉県災害対策本部要綱＞  
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   【部及び支部の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

部 支     部 

総 務 部 千  葉  支  部 

総 合 企 画 部 葛  南  支  部 

健 康 福 祉 部 東  葛  飾  支  部 

環 境 生 活 部 印  旛  支  部 

商 工 労 働 部 香  取  支  部 

農 林 水 産 部 海  匝  支  部 

県 土 整 備 部 山  武  支  部 

出 納 部 長  生  支  部 

水 道 部 夷  隅  支  部 

企 業 部 安  房  支  部 

病 院 部 君  津  支  部 

教 育 部  

警 察 部  
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【本  部】  ※ 基本方針 

本 

 

部 

 

会 

 

議 

本 部 長 知事 
      

副 本 部 長 副知事 
      

本 部 員 

防災危機管理部長 

（総括本部員） 

総務部長 

総合企画部長 

健康福祉部長 

環境生活部長 

商工労働部長 

農林水産部長 

県土整備部長 

会計管理者 

水道局長 

企業庁長 

病院局長 

教育長 

警察本部長の指定す

る者 

  

本

部

事

務

局 

事 務 局 長 防災危機管理部次長 

  事務局次長 

（防災危機管理部次長） 

危機管理課長 

総務課長 

財政課長 

市町村課長 

  

事務局職員 

統制班 

分析班 

情報班 

応急対策班 

被災者支援班 

物資支援班 

通信・システム班 

広報班 

庶務班 

現地派遣班 

本部派遣職員 

自衛隊、防災関係機関

から本部長が派遣を

求める者 

  

  本部連絡員 本部各部長の指名する者 

 

 

 

 

 

（ア）本部会議 

 本部長は、県の災害対策を推進するため、本部室において本部長、副本部長及び本部員で  

構成する本部会議を開催し、次の事項の基本方針を決定する。 

ａ 災害応急対策の実施及び調整に関すること 

ｂ その他重要事項に関すること 

（イ）本部事務局  ※ 基本方針 

ａ 事務局長は、防災危機管理部次長をもって充てる。 

ｂ 事務局次長は、危機管理課長、総務課長、財政課長及び市町村課長をもって充てる。 

ｃ 本部連絡員及び事務局員は、各部長が指名し、本部事務局に勤務する。 

ｄ 事務局の事務分掌等 

 事務局の事務を統制班、分析班、情報班、応急対策班、被災者支援班、物資支援班、通信・

システム班、広報班、庶務班、現地派遣班の１０班に分け、各班の班長は、事務局長が指名

する。班員は、石油コンビナート災害などの複合災害に対応するため、石油コンビナート災

害対策本部事務局等との兼務をできるだけ避け、いかなる災害が同時多発的に発生した場合

でも、迅速かつ機動的な応急対応が実行できるよう体制の強化を図る。 

 本部事務局の分掌事務は、「千葉県災害対策本部要綱」の別表第四のとおりとする。 

部（13） 支部（11） 現地災害対策本部 



震-3-9 

 

 なお、災害対策本部事務局の運営にあたっては、「災害時の事務処理に関する手引き」に  

よるものとする。 

  （ウ）本部派遣職員 

     本部派遣職員は、本部会議及び本部事務局との連絡調整にあたる。 

（エ）本部室、各部、各班の連絡方法 

ａ 本部長の命令あるいは本部室で決定した事項等は、事務局長が本部連絡員を通じて各部 

及び各班に連絡する。 

ｂ 各部及び各班で聴取した情報あるいは各部及び各班で決定処理した事項のうち、本部室 

あるいは他の各部及び各班が承知しておく必要がある事項は、本部連絡員を通じて事務局長

を経由して本部長に報告する。 

 本部の部長、副部長、班長及び各班の分掌事務は、「千葉県災害対策本部要綱」の別表第三

のとおりする。 

（オ）災害対策本部支部 

ａ 支部の構成 

（ａ）支部長は地域振興事務所長をもって充て、本部長の命を受けて支部の事務を総括する。 

（ｂ）支部部員は各班長をもって充てる。 

（ｃ）支部連絡員は各班長の指名する者をもって充て、各班の連絡調整及び情報収集事務を 

担当する。 

（ｄ）情報連絡員は支部長が必要と認めたとき、各班長と協議の上、指名し市町村に派遣して、

各種情報を支部長に通報する。 

ｂ 支部の運営 

 支部の運営については、本部の運営方法を基準とし、かつ地域の実情を考慮して支部長 

があらかじめ定めておく。 

ｃ 支部の班長及び各班の分掌事務 

 支部の班長及び各班の分掌事務は「千葉県災害対策本部要綱」の別表第六のとおりとする。 

オ 県本部の設置場所 

 県本部は、原則として県本庁舎５階災害対策本部室、中庁舎１０階大会議室及び６階危機管理課

内に設置する。 

 なお、県本庁舎及び周辺地域の被災状況によりその機能が維持できない場合は、次に掲げる 

順位により設置場所を選定するが、知事の判断により変更することができる。 

 第１位  印旛地域振興事務所 

 第２位  君津地域振興事務所 

 第３位  長生地域振興事務所 

 第４位  香取地域振興事務所 

 第５位  山武地域振興事務所 

 第６位  安房地域振興事務所 

 第７位  夷隅地域振興事務所 

 第８位  海匝地域振興事務所 

 第９位  東葛飾地域振興事務所 

 第10位  東京事務所 

 第11位  その他の県有施設 

（４）職員の配備 

ア 防災担当職員の待機体制 

 発災直後の災害情報収集や災害対策の調整を行うため、県庁及びその周辺に常時防災担当職員

が待機し、迅速な初動体制の確立に努める。 

イ 災害対策本部設置前の配備 

 地震災害に対処する県本部設置前の配備は、災害の状況等により次のとおりとする。 
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注）１ 水道局、企業庁、教育庁の配備を要する課等の把握は、それぞれ次の主務課において行う。 

配備種別 配 備 基 準 配 備 内 容 配 備 を 要 す る 課 等 

 

第１配備 

①気象庁において県内

（出先機関においては

管轄する市町村）の震度

観測点で震度を４と発

表したとき（自動配備） 

②気象庁が津波予報区

の千葉県九十九里・外

房、千葉県内房又は、東

京湾内湾に「津波注意」

の津波注意報を発表し

たとき （自動配備） 

③気象庁において県内

（出先機関においては

管轄する市町村）の震度

観測点で震度を３以下

と発表し、被害が生じた

場合で知事が必要と認

めたとき 

災害関係課

等の職員で情

報収集連絡活

動が円滑に行

える体制とし、

その所要人員

は所掌業務等

を勘案して、あ

らかじめ各課

等において定

める。 

本 庁 

危機管理課 防災計画課 消防課 水政課 

交通計画課 健康福祉政策課 農林水産政策課 

耕地課 森林課 漁港課 県土整備政策課 

道路整備課 道路環境課 河川整備課 河川環境課 

港湾課 市街地整備課 公園緑地課 下水道課  

住宅課 

水道局のうち局長が指定する課 

企業庁のうち庁長が指定する課 

出先機関 

地域振興事務所 農業事務所 林業事務所  

漁港事務所 土木事務所 港湾事務所 

北千葉道路事務所 真間川改修事務所 

ダム管理事務所 区画整理事務所 下水道事務所 

水道局のうち局長が指定する出先機関 

企業庁のうち庁長が指定する出先機関 

そのほかの機関は、地域の実情に応じて地域振興事務

所長が定める。 

 

第２配備 

①気象庁において県内

（出先機関においては

管轄する市町村）の震度

観測点で震度を５弱と

発表したとき 

 （自動配備） 

②気象庁が津波予報区

の千葉県九十九里・外

房、千葉県内房、又は東

京湾内湾に「津波」の津

波警報を発表したとき  

（自動配備） 

③気象庁において県内

（出先機関においては

管轄する市町村）の震度

観測点で震度を４以下

と発表し、被害が生じた

場合で知事が必要と認

めたとき 

第１配備体

制を強化し、事

態の推移に伴

い速やかに災

害対策本部を

設置できる体

制とし、その所

要人員は所掌

業務等を勘案

して、あらかじ

め各課等にお

いて定める。 

第1配備に加え、 

本 庁 

秘書課 総務課 管財課 学事課 

政策企画課 報道広報課 疾病対策課 

医療整備課 環境政策課 水質保全課  

経済政策課 団体指導課 担い手支援課  

水産課 建築指導課 病院局経営管理課 

水道局のうち局長が指定する課 

企業庁のうち庁長が指定する課 

教育庁のうち教育長が指定する課 

出先機関 

健康福祉センター  

水産事務所 水産情報通信センター 各県立病院 

教育庁のうち教育長が指定する出先機関 

病院局のうち局長が指定する出先機関 

そのほかの機関は、地域の実情に応じて地域振興事務

所長が定める。 

[東海地震] 

気象庁が東海地震注意

情報を発表したとき。 

（自動配備） 

※議会事務局には、連絡のみ行う。 



震-3-11 

 

    水道局：技術部計画課、企業庁：管理部企業総務課、教育庁：教育振興部学校安全保健課 

２ 各出先機関について、知事は被害状況に応じて近接の地域振興事務所管内に応援のための配備

を求めることができる。 ※ 基本方針 

３ 津波注意報又は警報が発表された場合については、沿岸地域を所掌する出先機関のみ配備に 

つくものとし、当該津波予報区に属する出先機関の区分は次のとおりとする。 

 

津波予報区に属する出先機関の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 津波予報区の千葉県九十九里外房は、千葉県の野島崎南端以東の太平洋沿岸をいい、千葉 

県内房は、千葉県の野島崎南端以西の太平洋沿岸及び富津岬西端以南の沿岸区域をいい、 

東京湾内湾は、千葉県の富津岬西端以北の東京湾沿岸、東京都、神奈川県の観音崎東端以北

の東京湾沿岸をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波予報区 配備を要する出先機関 

千葉県九十九

里・外房 

海匝、山武、長生、夷隅、安房地域振興事務所 

管内の各出先機関 

千 葉 県 内 房 安房、君津地域振興事務所管内の各出先機関 

東 京 湾 内 湾 
葛南、君津地域振興事務所及び千葉市、市原市管内 

の各出先機関 
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ウ 災害対策本部設置後の配備 

 地震災害に対処する県本部設置後の配備は、災害の状況により次のとおりとする。 

注）配備の特例措置 

１ 本部長は、災害の発生が局地的である場合で、かつ、一部の地域において支部の活動の必要が認

められないとき、又は活動の必要がなくなったと認められるときは、支部長の意見を聴いて当該支

部の配備を指令しないこと、又は配備を解くことができる。 

配備種別 配  備  基  準 配  備  内  容 配備を要する課等 

 

本 部 

第１配備 

①気象庁において県内の震度観測点

で震度を５強と発表したとき 

 （自動配備） 

②気象庁が津波予報区の千葉県九十

九里・外房、千葉県内房、又は東

京湾内湾に「大津波」の津波警報

を発表したとき 

 （自動配備） 

 

情報、水防、輸送、医療、救

護等の応急対策活動が円滑に行

える体制とし、その所要人員は

所掌業務等を勘案して、あらか

じめ各部長又は支部長が定め

る。 

 

本部及び支部を構

成するすべての県の

機関 

①地震又は津波により局地災害が発

生した場合 

②津波により大規模な災害が発生す

るおそれがある場合等で、本部長

が必要と認めたとき 

[東海地震] 

内閣総理大臣が警戒宣言を発表した

とき 

   （自動配備） 

 

本 部 

第２配備 

①気象庁において県内の震度観測点

で震度を６弱と発表したとき 

 （自動配備） 

 

本部第１配備体制を強化し対

処する体制とし、その所要人員

は所掌業務等を勘案して、あら

かじめ各部長又は支部長が定め

る。 

 

 本部及び支部を構

成するすべての県の

機関 

①地震又は津波により大規模な災害

が発生した場合 

②津波により県下広い地域で大規模

な災害が発生するおそれがある場

合 

等で、本部長が必要と認めたとき 

 

本 部 

第３配備 

①気象庁において県内の震度観測点

で震度を６強以上と発表したとき 

（自動配備） 

 

県の組織及び機能のすべてを

あげて対処する体制とし、その

所要人員は各所属職員全員とす

る。 

 

 本部及び支部を構

成するすべての県の

機関 

①県下全域にわたり大規模な災害が

発生した場合で、本部長が必要と

認めたとき 
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２ 部長又は支部長は、災害の態様等により、その所掌する災害応急対策を講ずる上で支障がないと

認められるときは、本部事務局長と協議の上、本部長の承認を得て、当該部又は支部の配備内容を

変更し、又は配備を解くことができる。 

 

エ 職員の動員 

（ア）動員体制の確立 

 部長及び支部長は、それぞれの部又は支部内各班の動員系統連絡の方法等をあらかじめ実態

に即した方法により具体的に定めておく。 

（イ）動員系統 

 職員の動員は、次の系統で伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （ウ）動員の伝達方法 

      震災時は、震度等に基づき自動配備となるが、参集を徹底させるため次の方法で伝達を  

行う。 

 ａ 勤務時間内 

  庁内放送、防災行政無線電話、職員参集メール 

 ｂ 勤務時間外 

  電話又は職員参集メール 

 （エ）職員参集等 

   ａ 初動対応職員 

       休日夜間等勤務時間外において災害対策本部を設置するような災害時に初動体制等を 

早期に確立するため、所属長は年度当初に勤務地又は指定された所属に必ず登庁する職員

を指定するものとする。 

       初動対応職員は以下のとおりとする。 

       本部員、支部長、副支部長、班長、本部事務局職員、本部（支部）連絡員、情報連絡員、

各所属の第１配備、第２配備職員 

 

    注１）本部事務局職員、本部連絡員は本部の活動体制を早期に確立するため、原則として県庁

から４ｋｍ圏内、特に事情がある場合には８ｋｍ圏内に居住する職員をもって充てる。 

    注２）支部連絡員及び支部情報連絡員は、支部の活動体制を早期に確立するため、可能な限り

勤務地から４ｋｍ圏内に居住する職員をもって充てるよう配慮する。 

配 備 決 定 

（本部長） 

本 部 事 務 局 

（危機管理課） 

本部連絡員 

本部員 

（部長） 

本部各班長 本部各班員 

各支部長 

 

支部連絡員 

支部各班員 支部各班長 
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ｂ 初動対応職員以外の職員 

      原則として勤務地へ登庁するものとするが、道路の損壊や交通手段の途絶により、勤務地

に速やかに登庁することが困難である場合は、県庁又は最寄りの地域振興事務所に参集する

ものとし、年度当初において所属長へ当該参集機関を申告するものとする。 

ｃ 自主登庁又は自主参集 

      本部及び支部を構成するすべての機関の職員は、テレビ、ラジオ等による情報や周囲の  

状況から被害が著しく本部設置（本部第１配備以上）の参集基準に該当すると判断される  

場合は、自主登庁及び自主参集するものとする。 

  ｄ 各部局の措置 

      県各部局は、震災時の活動体制の充実を図るため特に必要がある場合は、独自の参集方法

を別途定めることができる。 

（オ）対応長期化に備えた体制 

   災害対応の長期化に備えて、災害対応従事者の健康を確保するため、ローテーション管理や

物資・資機材の確保に努める。 

  

２ 市町村の活動体制 

 市町村は、地震による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、第１次的に災害  

応急対策を実施する機関として、法令、県地域防災計画及び市町村地域防災計画の定めるところに  

より、県、他の市町村及び指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民の協力を得て、災害

応急対策を実施する。 

（１）活動体制 

ア 組織、配備体制 

 市町村は、災害応急対策を遂行するため、あらかじめ地震災害に対処するための組織、配備  

体制及び職員の動員等について定めておく。 

 その際、県、市町村一体となった体制がとれるよう、県地域防災計画に定める配備基準、配備

内容等と十分整合を図る。 

イ 災害救助法が適用された場合の体制 

 市町村は、災害救助法が適用された場合は、知事の委任を受けて、災害救助法に基づく救助  

事務を実施又は知事が行う救助を補助する。 

ウ 市町村間での応援体制 

 県下全市町村間で締結した「災害時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基本協定」

＜資料○－○＞に基づき、円滑な協力体制を整備する。 

 

３ 指定行政機関等の活動体制 

（１）責  務 

ア 指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関 

 地震による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、法令、防災業務計画及び県地域

防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る災害応急対策を速やかに実施するとともに、

県、市町村及び他の防災関係機関の実施する応急対策が的確かつ円滑に行われるよう必要な施策

を講じる。 

イ 防災上重要な施設の管理者 

 県の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者及びその他法令の規定による防災に関す

る責任を有する者は、地震による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、法令、防災

業務計画及び県地域防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る災害応急対策を速やか

に実施するとともに、指定地方行政機関、県及び市町村の実施する応急対策が的確かつ円滑に 

行われるよう必要な措置を講じる。 
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（２）活動体制 

ア 組織等の整備 

 指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び防災上重要な施設の管理者等はそれ

ぞれの責務を遂行するため、必要な組織を整備するとともに、災害応急対策に従事する職員の 

配備及び服務の基準を定めておく。 

イ 職員派遣 

 県災害対策本部長は、災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要があると認めるときは、  

指定地方公共機関等の長に対して、その所属職員を必要な場所に派遣するよう要請する。 

 

４ 県災害対策本部等と市町村及び防災関係機関との連絡（防災危機管理部） 

  県は、災害の状況に応じ、県災害対策本部会議に指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共

機関及び関係市町村の職員の出席を求め、災害状況、災害対策実施状況等情報の交換を行うとともに、

応急対策に必要な連絡調整を行う。 

  また、国において緊急災害対策本部等を設置したときは、これと十分な連携を図りながら応急対策

を進めるものとする。 

 

５ 市町村支援 

  市町村が災害等により被害状況を把握できなくなった場合、県は、積極的に職員を派遣して情報  

収集するとともに、国や市町村等と情報を共有するなど、連携して災害応急対策を実施する。 

 

６ 災害救助法の適用手続等（健康福祉部） 

（１）災害救助法の目的 

   災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）は災害に際して応急的に必要な救助を行い、災害に

かかった人達の保護と社会秩序の保全を図ることを目的とする。 

（２）適用基準 

 災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条に定めるところによるが、県における具体的

適用基準は次のとおりである。 

ア 住家が滅失した世帯の数が、当該市町村の区域内の人口に応じ、別表の基準１号以上である  

こと。（法施行令第1条第1項第1号） 

イ 住家が滅失した世帯の数が、県内市町村の合計で２，５００世帯以上であって、当該市町村の

区域内の人口に応じ、別表の基準第２号以上であること。（法施行令第1条第1項第2号） 

ウ 住家が滅失した世帯の数が、県内市町村の合計で１２，０００世帯以上であること、又は災害

が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の 

事情がある場合であって、かつ多数の世帯の住家が滅失したものであること。 

エ 多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じたものであること。 
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（別表）市町村別災害救助法適用基準表 

平成24年4月1日 

市町村名 人 口 
被害世帯数 

市町村名 人 口 
被害世帯数 

１号 ２号 １号 ２号 

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 

千 

葉 

市 

中央区 

花見川区 

稲毛区 

若葉区 

緑区 

美浜区 

 計 

199,364 

180,949 

157,768 

151,585 

121,921 

150,162 

961,749 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

－ 

50 

50 

50 

50 

50 

50 

－ 

印
旛
郡 

 

酒々井町 

栄町 

 

21,234 

22,580 

 

50 

50 

 

25 

25 

香
取
郡 

神崎町 

多古町 

東庄町 

6,454 

16,002 

15,154 

40 

50 

50 

20 

25 

25 

銚子市 

市川市 

船橋市 

館山市 

木更津市 

松戸市 

野田市 

茂原市 

成田市 

佐倉市 

東金市 

旭市 

習志野市 

柏市 

勝浦市 

市原市 

流山市 

八千代市 

我孫子市 

鴨川市 

鎌ヶ谷市 

君津市 

富津市 

浦安市 

四街道市 

袖ヶ浦市 

八街市 

印西市 

白井市 

富里市 

南房総市 

匝瑳市 

香取市 

山武市 

いすみ市 

70,210 

473,919 

609,040 

49,290 

129,312 

484,457 

155,491 

93,015 

128,933 

172,183 

61,751 

69,058 

164,530 

404,012 

20,788 

280,416 

163,984 

189,781 

134,017 

35,766 

107,853 

89,168 

48,073 

164,877 

86,726 

60,355 

73,212 

88,176 

60,345 

51,087 

42,104 

39,814 

82,866 

56,089 

40,962      

80 

150 

150 

60 

100 

150 

100 

80 

100 

100 

80 

80 

100 

150 

50 

100 

100 

100 

100 

60 

100 

80 

60 

100 

80 

80 

80 

80 

80 

80 

60 

60 

80 

80 

60 

40 

75 

75 

30 

50 

75 

50 

40 

50 

50 

40 

40 

50 

75 

25 

50 

50 

50 

50 

30 

50 

40 

30 

50 

40 

40 

40 

40 

40 

40 

30 

30 

40 

40 

30 

山
武
郡 

大網白里町 

九十九里町 

芝山町 

横芝光町 

50,113 

18,004 

7,920 

24,675 

80 

50 

40 

50 

40 

25 

20 

25 

長
生
郡 

一宮町 

睦沢町 

長生村 

白子町 

長柄町 

長南町 

12,034 

7,340 

14,752 

12,151 

8,035 

9,073 

40 

40 

40 

40 

40 

40 

20 

20 

20 

20 

20 

20 

夷
隅
郡 

大多喜町 

御宿町 

10,671 

7,738 

40 

40 

20 

20 

安
房
郡 

鋸南町 8,950 40 20 

     

 合  計 6,216,289   

注）１ １号とは災害救助法施行令第１条第１項第１号の災害（当該市町村の被災世帯数のみで判断）

をいい、２号とは同令同条同項第２号の災害（都道府県－本県は2,500世帯－と市町村の被災世

帯数で判断）をいう。 

２ 被害世帯数は全壊世帯数をいい、半壊（焼）世帯、床上浸水世帯は、それぞれ２世帯、３世帯

をもって、全壊世帯１世帯と換算する。 

  ３ 人口は平成２２年国勢調査（総務省）による。   
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（３）救助の実施機関 

  ア 知事は、県内に災害救助法を適用する災害が発生した場合は、国からの法定受託事務として  

応急的に必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図る。 

  イ 知事は、救助を迅速に行う必要があると認めるときは、その権限に属する事務の一部を市町村

長が行うこととすることができる。 

  ウ 市町村長は、上記イにより市町村長が行う事務を除くほか、知事が行う救助を補助するものと

する。 

（４）救助の種類 

   災害救助法に基づく救助は、被災者が現に応急的救助を必要とする場合に行われるものであり、

次のような種類の救助を行う。 

  ア 収容施設（応急仮設住宅を含む）の供与 

  イ 炊出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

  ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

  エ 医療及び助産 

  オ 災害にかかった者の救出 

  カ 災害にかかった住宅の応急修理 

  キ 学用品の給与 

  ク 埋葬 

  ケ 死体の捜索及び処理 

  コ 住居又はその周辺の土石等の障害物の除去 

（５）被災世帯の算定基準 

ア 被災世帯の算定 

 住家の滅失した世帯の数の算定にあたっては、住家が半焼する等著しく損傷した世帯は２世帯

をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となった

世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１世帯とみなす。 

イ 住家の滅失等の認定 

（ア）住家が滅失したもの 

 居住のための基本的機能を喪失したもので、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床 

面積がその住家の延面積の７０％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経済

的被害の割合が、住家全体の５０％以上に達した程度のもの 

  （イ）住家が半壊、半焼する等著しく損傷したもの 

 住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元どおりに再使用できる程度のもので、住家の損壊 

又は焼失した部分の床面積が、その住家の延面積の２０％以上７０％未満のもの、又は住家の

主要な構成要素の経済的被害の割合が住家全体の２０％以上５０％未満のもの 

（ウ）住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となったもので、

（ア）、（イ）に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のもの、又は   

土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となったもの 

ウ 世帯及び住家の単位 

（ア）世  帯 

 生計を一にしている実際の生活の単位をいう。 

（イ）住  家 

 現実に居住のため使用している建物をいう。ただし、耐火構造のアパート等で居住の用に 

供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要な設備を有しているもの等については、

それぞれをもって１住家として取り扱う。 

（６）災害救助法の適用手続 

  ア 市町村 

（ア）災害に対し、市町村における災害が、（２）の災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、   
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又は該当する見込みがあるときは、当該市町村長は、直ちにその旨を知事（本部事務局）に   

報告する。 

（イ）災害救助法施行細則（昭和23年千葉県規則第19号）第５条の規定により、災害の事態が急迫

して知事による救助の実施を待つことができないとき、市町村長は災害救助法の規定による 

救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告する。 

イ 県 

（ア）知事は、市町村からの報告又は要請に基づき、災害救助法を適用する必要があると認めた  

ときは、直ちに法に基づく救助の実施について、当該市町村及び県各部局に指示するとともに、

厚生労働大臣及び内閣総理大臣並びに関係行政機関等に通知又は報告するものとする。 

（イ）災害救助法を適用したときは、速やかに次により告示するものとする。 

 

告           示 

 平成○○年○月○日の○○災害に関し○月○日から○○市町村の区域に災害救助

法（昭和22年法律第118号）による救助を実施する。 

   ○○年○月○日 

                          千葉県知事 ○○○○ 

 

（７）救助の程度、方法及び期間等 

   災害救助法が適用された場合の応急救助の程度、方法及び期間等については、災害救助法施行  

細則別表第一によるものとする。 
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第２節 情報収集・伝達体制 

 

 

 地震や津波の被害を最小限にとどめるためには、地震の規模や予想される津波高等の情報を一刻も 

早く地域住民や海水浴客等に伝達することが必要である。特に高齢者や障害者等災害時要援護者への 

伝達に万全を期する必要がある。また、円滑な応急対策活動を実施するため各防災機関は、緊密な連携

のもと、災害に関する情報を的確かつ迅速に把握する体制を整える必要がある。 

 

１ 災害情報通信連絡系統（防災危機管理部） 

（１）通信連絡系統図 

 震災時の情報連絡の流れは次のとおりである。 

通信連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県 

防災情報 

システム 

 有線 

又は口頭 

 
無線 

 

消
防
団 

消
防
本
部 

住 民 
市  町  村 

災害対策本部 

千  葉  県 

災害対策本部 

指定地方行政機関 
指定公共機関 
指定地方公共機関 
その他 

気 象 台 

内閣総理大臣 
 

消 防 庁 

自 衛 隊 警察本部 
警
察
署 

中
央
防
災
会
議 
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（２）通信連絡手段 

 

 

区 分 方               法 

県 

１ 千葉県防災行政無線及び千葉県防災情報システムを主体に、東日本電信電話㈱の加

入電話（災害時優先電話、非常・緊急通話の利用を含む。）、孤立防止用衛星電話をは

じめ、各電気通信事業者の携帯電話・携帯メールや自動車電話、防災相互通信用無線

のほか、各種機関が保有する通信施設の活用（非常通信）により、市町村、県出先機

関、警察、消防本部及び防災関係機関と情報連絡を行う。 

２ 千葉県防災行政無線（地域衛星通信ネットワーク）及び消防庁消防防災無線等によ

り、消防庁へ報告等を行う。なお、内閣総理大臣官邸及び非常災害対策本部と県災害

対策本部との間に中央防災無線網（緊急連絡用回線）を確保している。 

市 町 村 

１ 千葉県防災行政無線又は千葉県防災情報システム等により県本部と直接情報連絡を

行う。 

２ 千葉県防災行政無線等（地域衛星通信ネットワーク）により、総務省消防庁へ緊急

時の報告を行う。 

３ 保有する同報無線等を中心に、市町村の各機関、県及び指定地方行政機関等の出先

機関、管内の公共的団体等との間に通信連絡系統を整備し、災害時の通信を確保する。 

４ 緊急を要する通信を確保し、又は有線通信の途絶に対処するため、非常（緊急）通

話若しくは非常（緊急）電報及び非常通信を活用するよう東日本電信電話㈱及び各施

設管理者の協力を確保しておく。 

県 警 察 
 警察無線、警察電話及び各種通信連絡手段を活用して、県内各警察署及び各防災関係

機関と情報連絡を行う。 

消防本部 

１ 消防無線、消防電話等を活用して消防署、消防団等各消防関係機関と情報連絡を行

う。 

２ 千葉県防災行政無線等により、県本部と直接情報連絡を行う。 

その他の 

防災機関 

１ それぞれの通信連絡系統のもと、無線通信及び各種の連絡手段により通信連絡を行

う。 

２ 千葉県防災行政無線等により、県本部と直接情報連絡を行う。 
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（３）通信施設が使用不能となった場合における他の通信施設の利用 

 非常災害時において各防災関係機関は、それぞれの通信系が被災により不通となった場合、又は

著しく通信が困難となった場合は、次に掲げる機関所属の無線局を利用し災害に関する通信の確保

を図る。 

ア 県の無線通信施設（千葉県防災行政無線を除く） 

           ＜資料編○－○ 千葉県の無線通信施設（防災行政無線を除く。）＞ 

イ 関東地方非常通信協議会の構成機関である次の機関の通信施設 

（ア）警察通信施設 ＜資料編○－○ 警察通信施設＞ 

（イ）国土交通省関係通信施設 ＜資料編○－○ 国土交通省関係通信施設＞ 

（ウ）海上保安部通信施設 ＜資料編○－○ 海上保安部通信施設＞ 

（エ）日本赤十字社通信施設 ＜資料編○－○ 日本赤十字社通信施設＞ 

（オ）東日本電信電話（株）千葉支店通信施設 

（カ）東京電力（株）通信施設 ＜資料編○－○ 東京電力㈱通信施設＞ 

（キ）日本放送協会千葉放送局通信施設  ＜資料編○－○  

（ク）東京ガス（株）通信施設       ＮＨＫ千葉放送局通信施設・東京ガス㈱通信施設＞ 

ウ 上記以外の機関又は個人の無線通信施設 

 

２ 震度情報ネットワークシステムによる震度情報の収集と伝達 

（１）情報の収集 

地震発生時の初動体制を迅速に確立するため、震度計から震度情報を自動で収集する、千葉県  

震度情報ネットワークシステムを運用している。 

本システムでは、県内全市町村の８６観測点で観測された震度情報が、防災行政無線等の回線を

経由して、県庁に設置されている震度情報ネットワークサーバに自動的に収集される。 

収集された震度情報は、県災害対策本部の応急対策における意思決定支援に活用される。 

（２）情報の伝達 

本システムで観測される震度情報については、自動的に気象庁に伝達され、気象庁が発表する  

震度速報等に利用される。 

また、震度４以上が観測された場合は、消防救急活動の広域応援のための参考情報として、消防

庁にも自動伝送される。 

 

３ 気象官署の地震・津波に関する情報、津波予報 

（１）情報等の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

警報（大津波・津波）・注意報 

津波関係 

津波予報 

津波情報 

震源・震度に関する情報 

震度速報 

各地の震度に関する情報 

地震情報 震源に関する情報 

その他の情報 
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（２）情報等の発表 

  ア 地震情報 

（ア）震度速報 

  地震発生から約２分後に、震度３以上の地域名と地震の発生時刻を発表する。千葉県の地域

名は、北西部、北東部、南部で発表する。 

  （イ）震源に関する情報 

  地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）に「津波の心配なし」又は「若干の

海面変動があるかもしれないが被害の心配なし」を付加して発表する。 

（ウ）震源・震度に関する情報 

  県内で震度３以上が観測されたとき、震源位置・規模、震度３以上が観測された地域名と  

市町村名を発表する。震度５弱以上と考えられるが震度が入手できない震度計のある市町村名

を発表する。 

（エ）各地の震度に関する情報 

  震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）

を発表する。 

  （オ）その他の情報 

     地震が多発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報や顕著な地震の震源要素更新の 

お知らせなどを発表する。 

（カ）各情報に用いる震度について  

     各情報の作成に用いる千葉県内の震度は、千葉県（74ヶ所）、気象庁（16ヶ所）、（独）防災   

科学研究所（11ヶ所）、千葉市（6ヶ所：計107ヶ所）により設置された震度計のデータを用い

ている。 

イ 津波関係 

（ア）警報・注意報 

  津波による災害の発生が予想される場合に、地震が発生してから約３分を目標に、予想され

る津波の高さに応じて、津波警報（大津波、津波）又は津波注意報を発表する。 

千葉県は、津波予報区の千葉県九十九里・外房、千葉県内房、及び東京湾内湾に属している。 

 

＜津波警報、注意報の種類、解説及び発表される津波の高さ＞  

種 類 解      説 発表される津波の高さ 

津波警報 

大津波 

高いところで3ｍ程度以上の津波

が予想されますので、厳重に警戒

してください。 

10ｍ以上、8ｍ、6ｍ、 

4ｍ、3ｍ 

津 波 

高いところで2ｍ程度の津波が予

想されますので、警戒してくださ

い。 

2ｍ、1ｍ 

津波注意報 

高いところで0.5ｍ程度の津波が

予想されますので、注意してくだ

さい。 

0.5ｍ 

注）１ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警報解除」又は「津波注意報

解除」として速やかに通知する。 

２ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点におけるその潮位と、その時点に

津波がなかったとした場合の潮位との差であり、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 
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※津波警報改善に伴う津波警報等の新しい情報文及びその運用開始時期について 

（平成24年5月16日 気象庁報道発表資料から抜粋） 

 

気象庁では、平成２３年（2011年）東北地方太平洋沖地震による津波被害の甚大さに鑑み、有識者や関係

防災機関等のご協力を頂きつつ津波警報等の改善に向けた検討を進め、平成２４年２月、「津波警報の発表

基準等と情報文のあり方に関する提言」としてとりまとめ、公表しました。 

今般、当提言を踏まえた津波警報等の情報文の新しい形式・内容を確定しましたのでお知らせします。 

新しい津波警報等の運用開始時期は、平成２５年３月を予定しております。具体的な日程は、確定後お知

らせします。 

 

 

津波警報等の情報文の変更の概要（抜粋） 

 

１ 津波警報等の発表基準と津波の高さ予想の区分 

・津波の高さ予想の区分を、現行の８区分から５区分に 

・予想する津波の高さは、津波の高さ予想の区分の高い方の数値を発表 

・地震規模を過小評価と判定した場合は、津波の高さを定性的表現で発表 

 

津波警報等の発表基準と津波の高さ予想の区分 

警報・注意報 

の分類 

津波の高さ予想の区分 発表する津波の高さ 

現行 改善後 発表基準 数値表現 定性的表現 

大津波警報 

10m以上 

8m 

6m 

4m 

3m 

10m～ 

5m～10m 

3m～ 5m 

10m＜予想高さ 

5m＜予想高さ≦10m 

3m＜予想高さ≦ 5m 

10m超 

10m 

5m 

巨大 

津 波 警 報 
 2m 

 1m 
1m～ 3m 1m＜予想高さ≦ 3m 3m 高い 

津波注意報 0.5m 0.2m～1m 0.2m＜予想高さ≦ 1m 1m （表記しない） 

 

２ 津波警報等の変更内容 

・津波警報（大津波）、津波警報（津波）は、それぞれ大津波警報、津波警報と表記 

・津波の到達予想時刻は、同一の津波予報区でも大きく違う場合があることを明示 

・地震の規模推定の不確定性が大きい場合の地震規模(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ)は、「Ｍ８を超える巨大地震」と表現 

・津波観測に関する情報において、観測された津波の高さが、予想される津波の高さよりも十分小さい

場合は、数値ではなく「観測中」と発表 

・沖合の津波観測に関する情報を、従来の観測情報とは別に新設。沖合の観測値から推定される沿岸で

の津波の高さは、津波予報区単位で発表し、その高さが予想されている高さよりも小さい場合は、数

値ではなく「推定中」で発表 
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（イ）津波情報 

  津波警報・注意報を発表した場合、津波の到達予想時刻や予想される津波の高さなどを発表

する。 

種  類 内  容 

津波到達予想時刻・予想される津波の高さに

関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想

される津波の高さを発表する。 

各地の満潮時刻・津波の到達予想時刻に関す

る情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を

発表する。 

津波に関する情報 
実際に津波を観測した場合に、その時刻や高

さを発表する。 

津波に関するその他の情報 

津波に関するその他必要な事項を発表する。

津波予報（津波の心配がない場合を除く）を

含めて発表する。 

 

  （ウ）津波予報 

  地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報で発表

する。 

 

発表される場合 内  容 

津波が予想されないとき 
津波の心配なしの旨を地震情報に含め発表

する。 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき 

高いところでも0.2ｍ未満の海面変動のため

被害の心配はなく、特段の防災対応の必要が

ない旨を発表する。 

津波注意報解除後も海面変動が継続すると

き 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後

も継続する可能性が高いため、海に入っての

作業や釣り、海水浴などに際しては十分な留

意が必要である旨を発表する。 

 

（３）緊急時における気象官署の措置 

 通信回線の障害等により気象庁本庁からの連絡報が受けられない場合で、緊急やむをえない  

ときは、銚子地方気象台は、地震・津波の観測結果、収集した資料及び海面状況その他に基づいて、

地震、津波等の情報を独自に発表することがある。 
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（４）受伝達系統等 

津波予報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地震情報等についても、この伝達系統図を準用する。 

東日本電信電話㈱千葉支店については、東日本ＮＷオペレーションセンタ（ＥＮＣ）経由で銚子  

地方気象台から伝達される。 

    法令（気象業務法等）による通知 

    行政協定、地域防災計画等による伝達 

  １ 銚子地方気象台から県庁までの伝達は「防災情報提供システム等」により行う。 

  ２ 障害等により上記１の通信経路が途絶した場合には、代替経路として、千葉県防災行政無線  

及びＮＴＴ公衆回線等で行う。 

  ３ *気象業務支援センターを経由  

気 
 

象 
 

庁 
 
 
 

・ 
 

津 
 

波 
 

予 
 

報 
 

中 
 

枢 

銚 
 

子 
 

地 
 

方 
 

気 
 

象 
 

台 

ＮＨＫ千葉放送局 

県 危 機 管 理 課 関 係 市 町 村 

県 の 関 係 機 関 

勝 浦 海 上 保 安 署 

 

銚 子 海 上 保 安 部 

国土交通省利根川下流河川事務所 

* 千葉県警察本部

県水産情報通信センター 

各 警 察 署 

関 係 船 舶 

鉄 道 気 象 
連 絡 会 
東京地方部会 

鉄 道 気 象 連 絡 会 
千 葉 地 方 部 会 
（東日本旅客鉄道千葉支社） 

地 域 住 民 等 

木更津海上保安署 

関 係 船 舶 

関 係 船 舶 

千 葉 海 上 保 安 部 
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４ 関係機関における措置（防災危機管理部、警察本部） 

 

＜資料編○－○ 気象庁観測所一覧表＞ 

＜資料編○－○ 部外観測所一覧表＞ 

＜資料編○－○ 海象観測所一覧表＞ 

 

区 分 内               容 

県 

防災危機管理部は、災害原因に関する重要な情報及び注意報・警報について、気象庁、

各部局、市町村、その他関係機関から通報を受けたとき、又は自らその発表を知ったと

きは、直ちに関係のある県各部局、市町村、防災関係機関等に通報する。 

市 町 村 

市町村は、災害原因に関する情報及び重要な注意報・警報について県、警察署又は東日

本電信電話㈱から通報を受けたとき、又は自らその発表を知ったときは、直ちに警察、

消防等の協力を得て、住民に周知させるとともに、管内の公共的団体等や自主防災組織

等に通報する。 

県 警 察 

１ 津波注意報・警報の通報を受けた警察本部長は、警察署長を通じて市町村長に伝達

する。津波注意報・警報以外の注意報・警報について、知事から要請があった場合は、

前記に準じて市町村長に伝達する。 

２ 警察署長は、異常現象を認知したとき、又は異常現象を発見した者から通報を受け

たときは、直ちに関係市町村に通報する。 

消防本部 
各消防本部は、気象庁からの津波情報及び地震に起因する水防情報を収集した場合、直

ちに消防署・消防団に通報、住民に周知する。 

銚子地方 

気 象 台 

銚子地方気象台は、津波（地震、津波関係情報）を県、県警、ＮＨＫ千葉放送局、関係

機関に通報する。 

海 上 

保 安 庁 

気象業務法に基づいて気象台から伝達された各種警報を航海中及び入港中の船舶に通報

する。 

東日本電

信電話㈱ 

気象業務法に基づいて気象台から伝達された各種警報を市町村及び関係機関に通報す

る。 

放送機関 気象台から情報等の通知を受けたときは、速やかに放送を行うよう努めるものとする。 

そ の 他 

防災機関 

県、気象台その他関係機関から通報を受けた重要な情報、注意報、警報については直ち

に所属機関に通報する。 
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５ 被害情報等収集・報告（防災危機管理部、警察本部） 

 被害情報等の迅速・的確な把握は、あらゆる応急対策活動の基本となるものである。 

 このため、県、市町村及び防災関係機関は、災害が発生した場合又は発生が予想される場合は、   

相互に緊密に連携して迅速かつ的確な情報収集・報告活動を行う。 

（１）被害情報等の収集報告系統 

 被害情報等の収集報告の流れは、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語の定義＞ 

 本部事務局 ： 災害対策本部事務局（災害対策本部未設置の場合は、危機管理課） 

 部門担当部 ： 災害対策本部の部（災害対策本部未設置の場合は、部・局・庁） 

 支部総務班 ： 災害対策本部支部総務班（災害対策本部未設置の場合は、地域振興事務所地域振興課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　千葉県災害対策本部

支部

本部
国

（
総

務

省

消

防

庁

）
及

び

関

係

省

庁

報

道

機

関

等

被

災

現

場

等

市町村

指定地方行政機関

指  定 公 共 機  関

指定地方公共機関

部門担当課

防災主管課

消防（局）本部

（地域振興事務所

管轄市町村）

　　　　　　　　　　千葉県防災情報システムに

凡例：　　　　　　よる報告ルート

　　　　　　　　　　電話・FAX等による報告ルート

支部総務班

（地域振興事務所

地域振興課）

支部　各班

（部・局・庁　出先機関）

部門担当部

（部・局・庁）

千葉県防災情報

ｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞｰ

災害対策本部

事務局

（危機管理課）
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（２）報告すべき事項等 

ア 報告の種別等 

 本部事務局（危機管理課）への報告の種別、時期及び方法は、別表１「報告一覧」のとおりと

する。 

イ 市町村が報告すべき事項は、下記のとおりとする。 

（ア）災害の原因 

（イ）災害が発生した日時 

（ウ）災害が発生した場所又は地域 

（エ）被害の状況（被害の程度等は別表２「被害認定基準」に基づき判定する。） 

（オ）災害に対して既にとった措置及び今後とろうとする措置 

ａ 災害対策本部の設置状況及び職員の配備状況 

ｂ 主な応急措置の実施状況 

ｃ その他必要事項 

（カ）災害による住民等の避難の状況 

（キ）災害救助法適用の要否及び必要とする救助の種類 

（ク）その他必要な事項 

（３）各機関が実施する情報収集報告 

ア 市 町 村 

 当該市町村の地域に災害が発生したとき、又は発生が予想されるときは、速やかに被害情報を

収集し千葉県防災情報システム及び、電話・ファクシミリ又は防災行政無線により県本部事務局

（危機管理課）に報告する。ただし、県に報告できない場合にあっては、消防庁に報告するもの

とし、事後速やかに県に報告する。「震度５強」以上を記録した地震にあっては「火災・災害等

即報要領（平成20年9月9日改正）」により被害の有無を問わず、第１報等について県と併せて  

消防庁に報告する。 

また、同時多発の火災等により消防機関へ通報が殺到したときは、その旨を消防庁及び県に 

報告する。 

イ 県 

（ア）本  庁 

ａ 本部事務局は、全般的な被害情報及び措置情報等を市町村単位で取りまとめる。 

ｂ 部門担当部は、所管業務に関する被害状況及び措置状況等を、原則として市町村単位に 

取りまとめ、本部事務局及び関係行政機関（省庁）に報告するとともに、関係課及びその他

関係機関に通報する。 

ｃ 本部事務局は、部門担当部、県警察本部及び防災関係機関から報告又は通報のあった情報

について、項目別に取りまとめる。 

ｄ 本部事務局は、把握した被害状況等を「火災・災害等即報要領」及び「災害報告取扱要領」

に基づき速やかに国（消防庁）に報告するとともに、防災情報システム等を利用して関係  

機関に提供することにより情報の共有化を図る。 

ｅ 本部事務局は、把握した被害状況等を別に定めるところにより報道機関に発表する。 

ｆ 災害対策本部は、市町村や施設管理者が、被災等のため情報の収集が困難となった場合は、

職員等を現地に派遣して、情報収集活動を行う。 

ｇ 災害対策本部は、大規模な災害が発生し、被災地全般の被害状況や孤立地区等の状況を 

緊急に把握する必要がある場合には、次の機関の所有する航空機による情報収集活動を行う。 

（ａ）県警察本部 

（ｂ）自衛隊 

（ｃ）千葉市 

（ｄ）近隣都県 

（ｅ）その他 
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県内のヘリテレ搭載回転翼 

・県警察本部  かとり１号、２号、３号 

・千 葉 市  おおとり１号、２号  

＜資料編○－○  ヘリコプターテレビ伝送システムによる映像情報の提供に関する覚書＞ 

（イ）出先機関 

＜支部総務班＞ 

ａ 災害の発生を覚知したときは、支部の被害状況（庁舎等）及び周囲の状況について、本部

事務局に報告する。 

ｂ 管内市町村が、被災等のため情報の収集が困難となった場合は、支部情報連絡員を現地に

派遣して情報収集活動を行い、支部のシステム端末により代行入力して報告する。 

ｃ 管内の被害情報について、防災情報システムに報告される報告内容や、本部から送られて

くる情報等を元に、逐一把握する。 

ｄ 管内の職員参集状況を調査する。 

ｅ 現地災害対策本部設置時には、その運営を本部事務局員と共に行う。 

ｆ 災害総括報告、災害年報等について、管内市町村の取りまとめを行う。 

＜各部出先機関＞ 

 その管理に属する施設の被害状況や住民の健康情報等について、必要に応じ市町村から 

情報聴取し取りまとめの上、部門担当部に報告する。また、随時支部総務班及び関係機関に 

通報する。 

ウ 防災関係機関 

 指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等は、それぞれの防災業務計画等の   

定めるところにより被害状況等を収集し、随時、県、関係市町村及び防災関係機関に報告又は  

通報する。 

 また、各種情報の収集にあたっては、関係機関と十分連絡調整を行い、又は相互に情報を交換

して応急対策活動が円滑に実施されるよう努める。 

（４）収集報告に当たって留意すべき事項 

ア 発災初期の情報収集に当たっては、「千葉県震度情報ネットワークシステム」等により得られた

各地の震度情報を利用して、効果的な被害状況等の収集活動にあたるとともに、１１９番通報の

殺到状況、被災地の映像情報など被害規模を推定するための概括的な情報の収集伝達に特に配慮

する。 

イ 人的被害、住家被害、住民避難、火災の発生・延焼の状況等、災害応急対策を実施する上で   

重要かつ緊急性の高い情報は、他の情報に優先して収集・報告する。 

ウ 被害等の調査・報告にあたっては、関係機関及び内部の連絡を密にし、調査漏れや重複等の  

ないよう十分留意するとともに、被害数値等の調整を図る。 

エ 市町村は、情報収集の迅速・正確を期するため、情報の収集・連絡に係る組織、設備、要領等

の整備を図っておくものとする。特に発災初期の情報は、住民組織を通じて直ちに通報される  

よう体制を整えておく。 

オ 市町村は、被害が甚大なため被害状況の収集及び報告が困難なとき、又は被害等の調査に専門

的な知識や技術を必要とするときは、県等に応援を求めて実施する。 

カ 市町村は、り災世帯・り災人員等の把握に当たっては、現地調査のほか住民基本台帳等と照合

し、正確を期する。 
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（５）報告責任者の選任 

 県、市町村及び防災関係機関は、次の基準により、被害情報等の報告に係る責任者を定めておく。 

 

（６）千葉県被害情報等報告要領 

 この計画に定めるほか、被害情報等の収集報告活動に関する具体的な運用は、別に定める「千葉

県被害情報等報告要領」による。 

（７）勤務時間内における国及び県への連絡方法 

  ア 消防庁 

（ア）消防防災無線（県防災行政無線を使用） 

   電話 120-90-49013（地上系） 048-500-90-49013（衛星系）（消防庁震災等応急室）  

   FAX   120-90-49033（地上系）  048-500-90-49033（衛星系）（    〃    ） 

（イ）一般加入電話 

   電話  03-5253-7527（消防庁震災等応急室） 

   FAX   03-5253-7537（    〃    ） 

イ 千葉県 

（ア） 県防災行政無線 

   電話 500-7361（地上系）  012-500-7361（衛星系）（危機管理課） 

   FAX   500-7298（地上系）  012-500-7298（衛星系）（  〃  ） 

（イ） 一般加入電話 

     電話  043-223-2175（危機管理課） 

     FAX   043-222-5208（  〃  ） 

区 分 所  掌  事  務 
県 

市 町 村 
防災関係 

機  関 本 庁 出先機関 

総括責任者 県、市町村及び防災関係機関に

おける被害情報等の報告を総括

する。 

各部（局庁） 

ごとに１名 

各機関ごと 

に１名 

各市町村ご 

とに１名 

各機関ごと 

に１名 

取扱責任者  県、市町村及び防災関係機関に

おける各部門ごとの被害情報等

の報告事務を取り扱う。 

各課ごとに 

１名（協力

班を除く） 

各機関ごと 

に１名 

各市町村に

おいて所掌

事務等を勘

案して定め

る 

各機関にお

いて所掌事

務等を勘案

して定める 
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（８）勤務時間外における国及び県への連絡方法 

 休日・夜間等の勤務時間外において、国（消防庁）又は県（危機管理課）へ災害緊急報告を行う

場合は、次の通信手段及び連絡先により行う。 

ア 消防庁 

（ア）消防防災無線（県防災行政無線を使用） 

  電話 120-90-49102（地上系）  048-500-90-49102（衛星系）（消防庁宿直室） 

  FAX   120-90-49036（地上系）    048-500-90-49036（衛星系）（  〃   ） 

     （イ） 一般加入電話 

     電話 03-5253-7777（消防庁宿直室） 

          FAX   03-5253-7553（  〃   ） 

    イ 千葉県 

  （ア）県防災行政無線          

      電話  500-7225（地上系）   012-500-7225（衛星系）（県防災行政無線統制室） 

     FAX   500-7110（地上系）   012-500-7110（衛星系）（      〃      ） 

    （イ）一般加入電話    

     電話  043-223-2178（県防災行政無線統制室） 

     FAX   043-222-5219（      〃      ）           

（９）県警察の情報収集・報告要領 

ア 警察本部長及び警察署長は、知事又は市町村長その他関係機関と緊密に連絡して、震災警備  

活動上必要な災害情報を収集する。 

警察の情報収集は、おおむね次の事項について行う。 

（ア）震災発生の日時、場所 

（イ）被害発生の概要（火災、人命、建物、道路、交通機関） 

（ウ）避難者の状況 

（エ）交通規制及び緊急交通路の要否 

（オ）ライフラインの状況 

（カ）治安状況及び警察関係被害 

（キ）その他震災警備活動上必要な事項 

イ 警察本部長及び警察署長は、必要に応じて知事、市町村長その他関係機関に通報する。 

ウ 警察本部長及び警察署長は、災害情報の収集及び通報を迅速に行うため、体制を確立する。 
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別 表 １  報告一覧 

報告の種類 報告機関 報告の内容 報告時期・方法 

災害緊急 

報告 

市町村 

消防本部 

１ 庁舎等の状況 

２ 災害規模概況 

災害の発生場所、概況、人的被害、住家被害、火

災発生の有無等の被害状況 

３ 応急対策の状況 

当該災害に対して講じた応急対策について報告 

４ 措置情報 

災害対策本部等の設置状況、避難勧告・指示等の

状況、避難所の設置状況等について報告 

①覚知後直ちに 

②第1報告の後、詳細が判明

の都度直ちに 

［電話、ＦＡＸ］ 

支部総務班 

１ 庁舎等の状況 

２ 庁舎周辺の被害状況 

３ 支部管内の出先機関及び市町村からの情報 

４ 支部管内の出先機関の職員参集状況 

部門担当部 

防災関係機関 

個別の災害現場の概況及び当該災害に対する具体的な

対応状況等 

災   

害

総

括

報

告 

定時 

報告 

市町村 

被害情報及び措置情報の全般的な情報を定時に報告 

１ 被害情報 

各市町村区域の人的被害、住家被害及びその他施 

設等の全般的な被害状況（件数） 

２ 措置情報 

  災害対策本部の設置、職員配備及び住民避難等の

状況 

①原則として1日2回 

 9時・15時現在で把握して

いる情報を指定時刻まで 

②県から別途指定があった

場合はその指定する時刻ま

で 

［電話、FAX及び端末入力］ 

確定時 

報告 

 同一の災害に対する応急対策が終了した後、10日以

内に報告。本報告は、災害復旧の基礎となるものであ

るため、正確を期すること。 

１ 被害情報 

各市町村内の全般的な被害状況（件数） 

２ 措置情報 

災害対策本部の設置、職員配備及び住民避難等の

状況 

３ 被害額情報 

各市町村内の施設被害額及び産業別被害額 

応急対策終了後10日以内 

［端末入力及び文書］ 

年報 
4月1日現在で明らかになった1月1日から12月31日現在

までに発生した災害について報告 

4月20日まで 

［端末入力及び文書］ 

部門別被害額

総括報告 
部門担当部 

 各部門において所管する施設等の被害額、産業別被

害額を報告 

応急対策終了後10日以内 

［文書等］ 

災害詳細 

報告 

市町村 
災害総括報告で報告した被害情報の内容（日時・場

所・原因等）及び措置情報の詳細を報告 

①原則として1日2回 

9時・15時現在で把握してい

る情報を指定時刻まで 

②県から別途指定があった

場合はその指定する時刻ま

で 

［電話、FAX及び端末入力］ 

部門担当部 

 農林水産、県土整備、商工、福祉、教育、医療、輸

送関連、ライフライン等の各部門における施設等の被

害状況、機能障害の状況、復旧見込等について、定時

に報告 

防災関係機関 
 各機関の所管する施設等の被害状況、機能障害の状

況及び復旧見込等について報告 

①・②同上 

［電話、FAX］ 

注）防災関係機関とは、指定公共機関、指定地方公共機関、輸送関連施設管理者、ライフライン機関及びその他防災上重

要な施設の管理者をいう。 
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別 表 ２  被害の認定基準 

区 分 認 定 基 準 

人

的

被

害 

死者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体は確認できないが、死亡したことが

確実な者とする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いがある者とする。 

重傷 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち1月以上の治療を

要する見込みの者とする。 

軽傷 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち1月未満で治療で

きる見込みの者とする。 

住 

 

 

家 

 

 

被 

 

 

害 

共通 
住家とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかは問

わない。 

全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没

したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等

何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったもの

をいう。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体

的には、住家の損壊、若しくは流失した部分の床面積がその住家の延べ床面積の70％以上に達

した程度のもの、又は住家の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」とは、住家の構

成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定された設備を含む。以下同

じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が50％以上に達

した程度のものとする。 

半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だしい

が、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延べ

床面積の20％以上70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が20％以上50％未満のものとする。 

一部破損 
全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のものとする。ただし、

ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂・竹木のたい積により

一時的に居住することができないものとする。 

床下浸水 床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

非

住

家

被

害 

共通 

住家以外の建築物で、この報告中他の被害箇所項目に属さないものとする。 

これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。 

公共建物 役場庁舎、公民館、公立保育所等で公用物又は公共の用に供する建物とする。 

その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

り災世帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できなくなった生計を一つ

にしている世帯とする。 

一部破損及び床下浸水の場合は計上しない。 

り災者 り災世帯の構成員とする。 

そ

の

他

被

害 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援学校及び幼稚園における教育の用

に供する施設とする。 

病院 医療法第1条1項に規定する病院（患者20人以上の収容施設を有するもの）とする。 

道路 道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路のうち、橋梁を除いたものとする。 

橋梁 道路を連結するために河川、運河等のうえに架設された橋とする。 

河川 

河川法（昭和39年法律第167号）が適用され、若しくは準用される河川若しくはその他の河川

又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止、その他の施設若しくは沿岸を

保全するために防護することを必要とする河岸とする。 
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区 分 認 定 基 準 

そ 

 

 

の 

 

 

他 

 

 

被 

 

 

害 

港湾 
港湾法（昭和25年法律第218号）第2条第5項に 規定する水域施設、外かく施設、けい留施設、

又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設とする。 

砂防 

砂防法（明治30年法律第29号）第1条に規定する砂防設備、同法第3条の規定によって同法が準

用される砂防のための施設又は同法第3条の2の規定によって同法が準用される天然の河岸と

する。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

被害船舶 

ろ・かいのみをもって航行する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの及び流失し、

所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとす

る。 

海岸 海岸法（昭和31年5月12日法律第101号）第2条第1項に規定する「海岸保全施設」とする。 

地すべり 
地すべり等防止法（昭和33年3月31日法律第30号）第2条第3項に規定する「地すべり防止施設」

とする。 

急傾斜地 
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年7月1日法律第57号）第2条第2項に規

定する「急傾斜地崩壊防止施設」とする。 

断水戸数 上水道又は簡易水道で断水している戸数で、最新時点における戸数とする。 

電気 災害による停電した戸数で、最新時点における戸数とする。 

電話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数で、最新時点における戸数とす

る。 

ブロック・石塀 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

田の流失・埋没 田の耕土が流出し、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能になったものとする。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水をつかったものとする。 

畑の流失・埋没 
田の例に準じて取り扱うものとする。 

畑の冠水 

火災発生 火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものとする。 

被

害

金

額 

共 通 
災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設については、

査定済み額を記入し、未査定額（被害見込額）はかっこ外に朱書きするものとする。 

公立文教施設 公立の文教施設とする。 

農林水産施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）に

よる補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁業用施設及

び共同利用施設とする。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）による国庫負担の対象となる

施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設、急

傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、公園、漁港及び下水道とする。 

その他の 

公共施設 

公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例えば庁舎、公民館、

児童館、都市施設等の公共又は公共の用に供する施設とする。 

公共施設 

被害市町村 

公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設の被害を受けた市町村と

する。 

農産被害 農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の被害とする。 

林業被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。 

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。 

水産被害 農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、魚具、漁船等の被害とする。 

商工被害 建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。 

 



震-3-35 

 

６ 災害時の広報（総合企画部、防災危機管理部） 

（１）広報活動要領 

 県、市町村、防災関係機関は相互に連携して、流言飛語等による社会的混乱を防止し、民心の   

安定を図るとともに、被災地の住民の適切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保するため、  

正確な情報を迅速に提供することに努める。 

 なお、県提供のテレビ・ラジオの広報番組、千葉県ホームページ、県民だより等を活用して、   

県民へ広報する場合は、総合企画部報道広報課を窓口として行う。 

（２）広報内容 

ア 避難方法等に関する情報 

イ 交通規制等に関する情報 

ウ 被害に関する情報 

（ア）人及び家屋関係 

（イ）公益事業関係 

（ウ）交通施設関係 

（エ）土木港湾施設関係 

（オ）農林水産関係 

（カ）商工業関係 

（キ）教育関係 

（ク）その他 

エ 応急対策活動に関する情報 

（ア）水防、警備、救助及び防疫活動 

（イ）通信、交通、土木港湾等施設の応急対策活動 

（ウ）その他一般県民及び被災者に対する必要な広報事項 

オ 県外で発生した震災に係る支援に関する情報 

カ 流言飛語の防止に関する情報 

（３）広報方法 

ア 一般広報活動 

（ア）市町村防災行政無線、広報車、ヘリコプター等を活用した広報 

（イ）広報紙、チラシ、ポスター、掲示板等を活用した広報 

（ウ）県提供のテレビ、ラジオの広報番組を活用した広報 

（エ）インターネット、メールを活用した広報 

イ 報道機関への発表 

 テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関に対し、情報及び必要な資料を提供して広報を要請する。 

ウ 放送機関への放送要請 

 県及び市町村が、災害等のため、電気通信設備、有線電気通信設備若しくは無線通信設備に  

より通信ができない場合又は通信が著しく困難な場合において、災害対策基本法第57条の規定に

よる通知、要請、伝達又は警告のため、放送機関に放送を要請する場合は「災害時における放送

要請に関する協定」に基づき要請する。 
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放送要請協定機関及び窓口 

 

＜資料編○－○   災害時における放送要請に関する協定      日本放送協会千葉放送局＞ 

＜資料編○－○   災害時における放送要請に関する協定締結に関する覚書    〃    ＞ 

＜資料編○－○   緊急警報放送の実施に伴う災害時における放送要請について    〃   ＞ 

＜資料編○－○   災害時における放送要請に関する協定      （株）ニッポン放送＞ 

＜資料編○－○   災害時における放送要請に関する協定      千葉テレビ放送（株）＞ 

＜資料編○－○   災害時における放送要請に関する協定      （株）ベイエフエム＞ 

 

エ 報道機関への報道要請 

  県が地域防災計画に基づき災害対策本部を設置した場合又はこれに準ずる事態が発生した場合に 

おいて、県が行う災害応急対策又は地震防災応急対策についての報道要請は、「災害時における報道 

要請に関する協定」に基づき行う。 

   

  報道要請協定機関 

   千葉日報社、朝日新聞社、毎日新聞社、読売新聞社、産経新聞社、東京新聞、 

   日本経済新聞社、日刊工業新聞社、日本工業新聞社、時事通信社、共同通信社、 

   日本テレビ放送網㈱、㈱東京放送、㈱フジテレビジョン、 

   全国朝日放送㈱ 

 

＜資料編○－○ 災害時における報道要請に関する協定     （株）千葉日報社他14社＞ 

機 関 名 ・ 窓 口 

県 防 災 行 政 無 線 一 般 加 入 電 話 

電  話 Ｆ Ａ Ｘ 電  話 Ｆ Ａ Ｘ 

日本放送協会千葉放送局 

(放送) 
500-7393 500-7394 043-203-0597 043-203-0395 

千葉テレビ放送㈱ 

報道局報道部 
500-9701 500-9702 043-231-3111 043-231-4999 

㈱ベイエフエム 

   総務部 
500-9711 500-9712 043-351-7841 043-351-7870 

㈱ニッポン放送 

編成局報道部 
－ － 03-5500-3268 03-5500-3915 
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第３節 地震・火災避難計画 

 

 

 地震時には延焼火災の拡大等の発生が考えられ、住民の避難を要する地域が数多く出る可能性がある。 

 このため、安全な場所への避難に必要な可能な限りの措置をとり、被災者の生命、身体の安全の確保

に努める。中でも高齢者、障害者その他の災害時要援護者の安全避難については特に留意する。 

 

１ 計画内容（防災危機管理部） 

 災害に際し、危険地域の住民を安全な場所に避難させ、人的被害の軽減を図るとともに、これらの

者と現に被害を受けて避難しなければならない者を、一時的に学校、集会所、公民館等の既存建物  

又は野外に仮設したテント等に収容し、保護するための計画とする。 

 市町村にあっては「大地震に対する市町村避難対策計画推進要領」（昭和48年8月30日千葉県防災  

会議決定）に基づき、適切な避難誘導体制を整えるものとする。 

＜資料編○－○ 大地震に対する市町村避難対策計画推進要領＞ 

 

２ 実施機関（防災危機管理部、健康福祉部、県土整備部、警察本部） 

（１）避難の勧告又は指示 

 避難の勧告又は指示を発すべき権限のある者は、それぞれの法律によって、次のように定められ

ているが、災害応急対策の第１次的な実施責任者である市町村長を中心として、相互に連携をとり

実施する。 

ア 市町村長等（災害対策基本法第60条） 

イ 警察官又は海上保安官（災害対策基本法第61条、警察官職務執行法第4条） 

ウ 水防管理者（市町村長、市町村水防事務組合管理者、水害予防組合管理者〔水防法第29条〕） 

エ 知事又はその命を受けた県職員（水防法第29条、地すべり等防止法第25条） 

オ 災害のため派遣を命ぜられた部隊等の自衛官（その場に警察官がいない場合に限る。〔自衛隊法

第94条〕） 

（２）避難所の設置 

 災害により現に被害を受け、または受けるおそれのある住民を収容するため、学校や公民館等の

避難所を設置する。 

ア 避難所の設置は、市町村長が行うものとする。 

  ただし、災害救助法が適用された場合は、知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

    なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の  

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

イ 当該市町村限りで対応不可能な場合は、近隣市町村、県、国その他の関係機関の応援を得て  

実施する。 

 

３ 避難の勧告又は指示等（防災危機管理部、健康福祉部、県土整備部、警察本部） 

（１）地震の発生に伴う災害による住民等の生命又は身体の保護のため、又は災害の拡大防止のために

特に必要があると認められるときは、本節２（１）に掲げる者は、関係法令の規定に基づき、次に

より避難の勧告又は指示を行うものとする。 

ア 市町村長等の措置 

 市町村長は、火災、崖崩れ、津波等の事態が発生し、又はその拡大のおそれがあり、住民等の   

生命身体に危険を及ぼすと認めるときは、危険地域の住民等に対し、速やかに立退きの勧告又は

指示を行う。 

 ただし、知事は、災害の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなく

なったときは、市町村長が実施すべき立退きの勧告又は指示に関する措置の全部又は一部を当該



震-3-38 

 

市町村長に代わって実施する。 

イ 警察官等の措置 

 警察官及び海上保安官は、地震に伴う災害の発生により住民等の生命、身体に危険を及ぼす 

おそれのある事態が発生し、市町村長が措置をとることができないと認めるとき、又は市町村長

から要求があったときは、直ちに当該地域住民に立退きを指示するものとする。 

 警察官は、住民等の生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、直ちに当該地域  

住民に立退きを指示する。 

ウ 自衛官の措置 

 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害により危険な事態が生じた場合で、警察官が 

その場にいないときは、危険な場所にいる住民に避難の指示をする。 

エ 知事等の措置（水防法第29条、地すべり等防止法第25条） 

 知事等は地震に伴う津波の襲来及び地すべりにより、著しく危険が切迫していると認めるとき

は、危険な区域の住民に対し立退きを指示する。 

（２）避難の勧告又は指示の内容 

 市町村長等が避難の勧告又は指示を行う場合は、状況の許す限り次の各号に掲げる事項を明らか

にして、これを行う。 

ア 避難対象地域 

イ 避難先 

ウ 避難経路 

エ 避難の勧告又は指示の理由 

オ その他必要な事項 

（３）避難の措置と周知 

 避難の措置を実施した者又は機関は、当該地域の住民等に対してその内容を周知するとともに、

速やかに関係機関に対して連絡する。 

ア 住民等への周知 

 避難の措置を実施したときは、当該実施者は、防災行政無線を活用するほか報道機関や自主 

防災組織の協力を得て住民に対し、その内容の周知徹底を図る。 

イ 関係機関の相互連絡 

 県、警察本部、市町村、自衛隊及び海上保安部は、避難の措置を行った場合においては、その

内容について相互に通報連絡する。 

 

４ 避難誘導等（防災危機管理部、健康福祉部、県土整備部、警察本部） 

 避難誘導は、市町村地域防災計画に定めるところによるが、市町村職員、警察官、消防職員その他

の避難措置の実施者は、住民が安全かつ迅速に避難できるよう一時避難場所等への誘導に努める。  

誘導に当たっては、できるだけ自主防災組織等ごとの集団避難を行うものとし、災害時要援護者の  

避難を優先して行う。 

 

５ 避難所の開設（防災危機管理部、健康福祉部、教育庁） 

 避難場所に避難した被災者のうち、住居等を喪失する等引き続き救助を要する者及びそのおそれの

ある者に対して、避難所を開設し収容保護する。なお、被災者のプライバシー及び安全の確保並びに

衛生管理に努めるとともに、高齢者や障害者をはじめとする災害時要援護者や女性への配慮、ペット

対策などについても適切に対応するよう努めるものとする。  

（１）市町村は、避難所を設置する必要があるときは、学校、集会所、公民館その他の公共建物等を   

避難所として開設するが、これらの施設のみをもっては収容能力に不足が生ずるときは、野外に  

テント又は応急仮設住宅を設置し、対応する。さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等災害時

要援護者に配慮し、被災地以外にあるものも含め、旅館やホテル等を避難所として借り上げる等、

多様な避難所の確保に努めるものとする。なお、避難所の開設が予定される施設については、耐震
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性を確保するとともに、対象地域の被災住民を収容できる規模をもって適切に配置するよう努める。

特に東日本大震災では、指定されていた避難所が被害にあった例があることから、耐震性や耐災害

性（洪水・津波・土砂災害）には、特に注意が必要である。 

   また、学校等の避難所については、学校施設の応急復旧マニュアル等の周知を図り、学校職員等

が被災時の施設の状況を速やかに把握できるよう努める。 

（２）市町村は、本来の施設管理者の監督のもとで住民の自主防災組織やボランテイア組織と協力して

避難所の効率的な管理運営がなされるよう、県が策定した「災害時における避難所運営の手引き」

を参考とし避難所ごとの運営マニュアルの策定を促進する。 

   また、その作成にあたっては、施設管理者と協議するものとする。 

学校にあっては、教育活動の早期再開のため、「震災時における実働計画（実働マニュアル）」に

よって行うものとする。 

（３）大規模な災害が発生し、多くの住民が長期にわたり避難生活を送る際には、住民の自主防災組織

などの避難民自らが中心となって運営する方法が、混乱回避のためには最も現実的な運営方法で 

あると考えられるが、この方法であっても、当然、市町村職員や施設管理者、ボランティアの支援

は必要である。 

（４）市町村は、避難所を管理運営する場合、男女双方の要望や意見を反映するため、男性ばかりで   

なく女性を管理運営する者に入れるものとする。 

   また、避難所における女性への配慮としては、更衣室やトイレなど施設の利用場の配慮、女性  

相談窓口や女性専用の物資配付など運営上の配慮などが必要である。 

（５）市町村は、ペットとの同行避難に備えて、「災害時における避難所運営の手引き」を参考に、    

ペットの収容場所を確保するとともに、トラブル等が起きないようルールの作成に努める。 

（６）市町村は、状況により避難生活が長期化するような場合に備え、基本的な生活に対応出来る環境

のための備蓄や、速やかに調達できる体制の整備に努める。主なものとしては、炊き出しのための

調理設備や器具、燃料、洗濯機等、畳・パーティション、仮設風呂・シャワーなどである。 

   また、季節対策として、寒さ対策や暑さ対策など、季節の移り変わりにも柔軟に対応できる環境

づくりに努める。 

（７）市町村は、避難所を開設した場合には、各避難所との情報連絡を密にし、避難者の氏名や家族   

構成などの情報を逐次、コンピュータ等を活用して把握に努めるとともに、広報や問い合わせに  

適切に対応するものとする。 

   なお、避難所に名簿の掲示を行うなど、避難者情報の広報については、個人情報の取り扱いに  

注意するとともに、あらかじめ避難者から情報公開についての同意を得るなど、適切に対応する 

よう努める。 

 

６ 現地救護本部の設置（防災危機管理部、健康福祉部、警察本部） 

 県は必要に応じ、現地に救護本部を設置するとともに、各避難所を巡回し、関係機関との調整を  

行うものとする。 
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第４節 津波避難計画 

 

 

 津波からの避難については、住民自らが津波の規模や津波警報等の情報を把握し、迅速かつ自主的に

避難することが重要である。住民等への津波に関する情報伝達や避難誘導等については、第一義的に 

住民等に最も身近な市町村が実施し、住民等が円滑かつ安全な避難行動が行えるよう対応するものと 

する。 

 なお、避難所の開設等については、前節によるものとする。 

 

１ 津波警報等の伝達（防災危機管理部、市町村） 

（１）県は、銚子地方気象台から送られた津波警報・注意報・地震及び津波に関する情報等を県防災   

情報システムにより県の防災関係者に伝達するとともに、速やかに県防災行政無線により各市町村

及び各消防機関へ伝達する。 

（２）県防災行政無線一斉通報装置により津波情報等を受けた市町村は、気象庁の津波警報等を覚知し

た場合若しくは強い揺れ又は長時間のゆっくりとした揺れを感じて避難の必要を認める場合など、

あらかじめ定めてある避難勧告等の基準に基づき、住民等に対して直ちに避難勧告等を行うなど、

迅速かつ的確な伝達を行うものとする。 

   また、住民等への津波警報等の発表・伝達にあたっては、以下に留意して行うものとする。 

  ア 住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模及び避難指示等を対象となる地域に 

伝達する。その際、災害を具体的にイメージできるような表現を用いるなど住民等が即座に避難

行動に取り掛かることができるよう工夫するものとする。 

  イ 住民等が即座に避難行動に取り掛かるため、市町村はあらゆる広報伝達媒体（有線・無線電話、

同報無線、広報車、サイレン、半鐘等）や組織等を活用し、住民等への津波警報等を迅速かつ   

的確に伝達するものとする。 

  ウ 気象庁等が発表する津波警報等に更新があった場合等に限らず、津波は、第一波よりも第二波、

第三波などの後続波の方が大きくなる可能性があるなどの津波の特性や、津波警報等が発表され

ている間は災害の危険性が継続していることなど、住民等に対し継続的に情報伝達を行うもの 

とする。 

  エ 走行中の車両、運行中の列車、船舶、海水浴客、釣り人、観光客等にも確実に伝達できるよう、

防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ、携帯電話、ワンセグ

等のあらゆる手段の活用を図り、県及び放送事業者と連携し、避難勧告等の伝達に努めるものと

する。 

（３）河川・海岸地域では、市町村、防災関係機関、海水浴場の管理者等が、相互に協調を図り、強い

地震（震度4程度以上）を感じたとき、または弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを

感じた時には、直ちに安全な場所で津波の河川遡上の監視及び海面監視を実施し、潮位等の異常な

変動の発見と情報連絡に努める。 

（４）海岸線付近の観光地、海水浴場等の管理者等は、海面監視やラジオ聴取などによって、積極的に

情報収集し、観光客等に対し、行政機関と強調して自主的に迅速かつ効果的な情報伝達を行う。 

（５）港湾関係機関、漁港管理者、漁業協同組合等は、相互に協調を図り、港湾、漁港、船舶等への    

迅速な情報伝達を行う。 

 

２ 住民等の避難行動 

（１）住民等は、津波で命を落とさないために、「自らの命は自ら守る」（自助）の基本理念により、各々

が津波警報等の発表や避難勧告等の情報を把握し、迅速かつ自主的に高台等の安全な場所へ避難 

する。 

   また、避難の際には、「自分たちの地域は地域のみんなで守る」（共助）の基本理念により地域で
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避難の呼びかけを行うものとする。 

   なお、津波警報等が解除されるまで避難を継続することとし、自己の判断で自宅や河川・海岸  

付近に近寄らないこととする。 

（２）地震・津波発生時には、家屋の倒壊、道路の損傷、渋滞・交通事故等が発生するおそれがある    

ことから、津波避難は徒歩や自転車を原則とするが、災害時要援護者の避難支援を行う場合は、  

地域の実情に応じて自動車での安全かつ確実な避難を行う。 

 

３ 住民等の避難誘導 

（１）市町村は、県が策定した「千葉県津波避難計画策定指針」及び国の「津波対策推進マニュアル   

検討報告書」などを参考に作成した「津波避難計画」等に基づき、住民等が円滑に安全な場所へ  

避難できるよう誘導することとする。 

（２）住民等の避難誘導にあたっては、災害時要援護者の支援も考慮し行うものとする。 

（３）住民等の避難誘導にあたる消防職団員、水防団員、警察官、市町村職員などは、あらかじめ定め

てある行動ルールに従い、予想される津波の規模や到達時間等を考慮し、安全が確保されることを

前提とした上で、行うものとする。 

   また、町内会、自治会、自主防災組織等による避難誘導や、海水浴場等の観光施設の管理者に   

よる自主的な避難誘導など、市町村の避難の呼びかけに応じた自主的な避難誘導についても、安全

が確保を前提とする。 
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第５節 災害時要援護者等の安全確保対策 

 

 

 地震時には津波、延焼火災の拡大等の発生が考えられ、住民の避難を要する地域が数多く出ることが

予想される。 

 このため、安全な場所への避難に必要な可能な限りの措置をとり、被災者の生命、身体の安全の確保

に努める。 

特に、災害時に支援を必要とする災害時要援護者については、市町村が策定した「災害時要援護者  

避難支援プラン」等に基づき、災害時の避難誘導をはじめ、避難生活についても考慮し、安全確保に   

努める。 

 

１ 避難誘導等（防災危機管理部、健康福祉部、県土整備部、県警本部） 

  災害時要援護者については、災害時要援護者避難支援プランの個別計画等に基づき避難支援者に 

よる避難誘導、支援を行う。 

（１）避難誘導 

   避難誘導は、次の事項に留意して行うものとする。 

  ア 避難経路は、できる限り危険な橋、堤防、その他新たに災害発生のおそれのある場所を避け、

安全な経路を選定すること。この場合、なるべく身体壮健者、その他適当な者に依頼して避難者

の誘導措置を講ずること。 

  イ 危険な場所には、表示、なわ張りを行うほか、状況により誘導員を配置すること。 

  ウ 状況により、高齢者、障害者、乳幼児、病弱者又は歩行困難者は適当な場所に集合させ、車両

又はボート等による輸送を行うこと。この場合、ロープ等の資材を利用して輸送途中の安全を  

期すること。 

  エ 避難誘導は、収容先での救助物資の配給等を考慮し、できれば町内会等の単位で行うこと。 

  オ 高齢者、障害者等の災害時要援護者については、その状態や特性に応じた適切な避難誘導を  

行うとともに、市町村職員及び自主防災組織の隊員等による避難確認を行うこと。 

（２）避難順位 

   避難誘導は移動もしくは歩行困難な者を優先して行うものとし、優先順位は、おおむね次の   

とおりとする。 

  ア 介護を要する高齢者及び障害者 

  イ 病弱者 

  ウ 乳幼児及びその母親・妊婦 

  エ 高齢者・障害者 

  オ 学童 

 

２ 避難所の開設、災害時要援護者の対応（総合企画部、防災危機管理部、健康福祉部、市町村） 

（１）避難所の開設は、第３節の地震・火災避難計画による。 

   県及び市町村は、災害時要援護者の避難状況を速やかに確認し、優先的に避難場所を確保すると

ともに、健康状態や特性等を把握し、災害時要援護者に配慮した運営に努めることとする。 

   さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者に配慮した福祉避難所を設置する。 

   避難所における支援として、具体的には、以下の３点が考えられる。 

  ア 避難所における要援護者用相談窓口の設置 

  イ 避難所からの迅速・具体的な支援要請 

  ウ 避難所における要援護者支援への理解促進 

（２）外国人に対する対応 

   県は、被災直後から、（財）ちば国際コンベンションビューローと連携して日本語の理解が十分で
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ない外国人向けに多言語での災害状況や支援に関する情報の提供を行う。 

また、被災地における語学ボランティアの需要状況を基に、派遣先や必要な派遣人員等を被災市

町村等と調整の上、援助を必要としている避難所等へ同財団に登録されている語学ボランティアを

派遣する。 

市町村は、県の作成した「災害時における避難所運営の手引き」を活用し、外国人に対応した   

避難所運営に努める。 

 

３ 福祉避難所の設置（防災危機管理部、健康福祉部、市町村） 

  市町村は、発災後に福祉避難所に指定されている施設の管理者と連絡を取り、開設を要請する。  

開設後は、関係機関及び各避難所に開設済みの福祉避難所を周知する。 

 

４ 避難所から福祉避難所への移送（防災危機管理部、健康福祉部、市町村） 

  市町村は、避難所における災害時要援護者の健康状態や特性等の把握に努め、状況に応じて福祉  

避難所への移送を行う。 

  なお、健康状態や特性等に関係なく、その障害などにより通常の避難所生活が困難な場合も福祉  

避難所への移送を検討する。 

  市町村は、福祉避難所に指定された施設や関連団体、または県等と協力して要援護者の移送に利用

可能な車両等、移送手段の確保に努める。市町村や関係機関等が保有する車両等のリストを作成する

ほか、個々の要援護者の移動手段の有無等を調査し、自力での移動可否状況を把握する。 

  また、社会福祉協議会と協力して、地域住民に対し、要援護者の避難所までの移動支援や避難所か

ら福祉避難所への移送支援について働きかける。 

 

５ 被災した災害時要援護者等の生活の確保（防災危機管理部、健康福祉部、県土整備部、市町村） 

 応急仮設住宅への入居については、高齢者・障害者等の災害時要援護者を優先して行うよう努める

とともに、高齢者・障害者に配慮した応急仮設住宅（以下「福祉仮設住宅」という。）の設置等につい

て検討していくものとする。 

  また、被災した災害時要援護者等の生活の確保として、県及び市町村は、災害によるショック及び

避難生活の長期化に対応するため、被災地及び避難所において社会福祉士、介護福祉士、児童相談員

等の専門家による相談等の事業を行う。 

（１）要介護者への巡回相談事業及びホームヘルプサービスの実施 

（２）被災児童及びその保護者への相談事業の実施 

 



震-3-44 

 

第６節 消防・救助救急・医療救護活動 

 

 

 地震の発生とともに、地震火災、地震水害、危険物の漏洩等による被害の可能性が非常に危惧される。 

 消防機関、水防機関及び危険物施設管理機関及び救助救急のための関係機関は、これらの災害から  

住民の生命・財産を守り、被害を最小限にするために、全力を尽くす。 

 また、災害により多数の傷病者が生じ、医療機関が被害を受け混乱する等、住民生活に著しい影響が

あるとき、県は関係機関と緊密に連携をとりながら、り災者の医療救護に万全を期するものとする。 

 

１ 消防活動（防災危機管理部、市町村） 

（１）活動体制 

 震災時には、人命に対する多様な危険現象が複合的に発生することが予想されることから、災害

事象に対応した防御活動を常備消防、消防団の全機能をあげて展開し、地域住民の生命、身体及び

財産の保護に努めるものとする。 

 大地震の発生により、津波や火災等の災害発生が予測された場合は「消防地震対策本部」等を  

設置し、消防長が本部長となり、消防が行う災害応急活動の全般を指揮統括するものとする。 

（２）活動方針 

 震災時には、住民の生命、身体の安全確保を基本とし、出火防止と地震により発生した火災の  

早期鎮圧、人命の救出、救助及び避難路の安全確保を原則とした活動を実施するものとする。 

   なお、消防団を含め消防機関においては、消防活動の実施に当たり、常に安全に対する配慮と  

確認を行いながら任務を遂行しなければならない。 

（３）活動の基本 

ア 常備消防 

（ア）避難場所、避難路確保の優先 

 延焼火災が多発し拡大した場合は、人命の安全を優先とした避難場所、避難路確保の消防 

活動を行うものとする。 

（イ）重要地域の優先 

 同時に複数の延焼火災を覚知した場合は、重要かつ延焼拡大危険要素が高い地域を優先に 

消防活動を行うものとする。 

  （ウ）消火の可能性の高い火災の優先 

     同時に複数の延焼火災が発生した場合は、消火の可能性の高い火災を優先して消火活動を 

行うものとする。 

（エ）市街地火災の優先 

 大工場、大量危険物貯蔵施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、市街地に  

面する部分及び市街地の延焼火災の消防活動を優先とし、それらを鎮圧した後に部隊を集中し

て活動に当たるものとする。 

（オ）重要対象物の優先 

 重要対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要対象物の防護上に必要な

消防活動を優先するものとする。 

イ 消 防 団 

（ア）出火防止 

 地震の発生により、火災等の災害発生が予測された場合は、居住地付近の住民に対し出火 

防止を広報するとともに、出火した場合は、住民と協力して初期消火を図るものとする。 

（イ）消火活動 

 常備消防の出動不能若しくは困難な地域における消火活動、又は主要避難路確保のための 

消火活動については、単独又は常備消防と協力して行うものとする。 
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（ウ）救急救助 

 要救助者の救助救出、負傷者に対する応急措置及び安全な場所への搬送を行うものとする。 

（エ）避難誘導 

 避難の指示・勧告がなされた場合は、これを住民に伝達するとともに、関係機関と連絡を  

とりながら住民を安全に避難させるものとする。 

ウ 海上保安部（署） 

（ア）船舶火災又は海上火災が発生したときは、速やかに人命救助及び消火活動を実施する。 

（イ）火災船舶を安全な海域に沖出し、曳航等の措置を講ずる。 

（４）県内消防機関相互の応援 

 県内消防機関による広域的な応援を実施する必要が生じた場合、市町村長（消防の一部事務組合、

消防を含む一部事務組合を含む。）は、既に締結されている「千葉県広域消防相互応援協定」及び  

その具体的な活動マニュアルである「千葉県消防広域応援基本計画」に定めるところにより、迅速

な消防相互応援を実施するものとする。 

 また、これらの応援活動が円滑に行われるよう、各種会議の開催や合同訓練の実施を通じ、県内

消防機関相互の連携の強化に努めるものとする。 

＜資料編○－○  千葉県広域消防相互応援協定書＞ 

＜資料編○－○  千葉県消防広域応援基本計画＞ 

（５）国に対する応援要請 

 地震による同時火災等が発生し、県内の現有消防力を結集しても消防力に不足の生ずることが 

見込まれる場合、知事は消防庁長官に緊急消防援助隊をはじめとする他都道府県の消防機関の派遣

を要請し、その応援を得て、消防の任務を遂行するものとする。応援受入れに際しては、相互の   

連絡を密にし、緊急消防援助隊受援計画により消防応援活動調整本部を設置し、災害時に協力体制

が十分発揮できるよう体制の整備を図るものとする。 

＜資料編○－○    緊急消防援助隊要綱＞ 

 

２ 救助・救急（防災危機管理部、警察本部） 

（１）活動体制 

 消防本部及び県警本部は、それぞれの消防活動、警備活動方針によるほか、県、県医師会、地区

医師会、日赤県支部、自衛隊などの関係機関と密接な連携を図り、傷病者の救助活動から搬送業務

完了まで一貫した救助・救急体制をとる。 
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（２）救助・救急活動 

 

（３）救助・救急資機材の調達 

ア 初期における装備資機材の運用については、原則として各関係機関においてそれぞれ保有する

ものを活用する。 

イ 装備資機材等に不足を生じた場合は、その他関係機関が保有するもの又は民間業者から借入れ

等を図り、救助・救急に万全を期する。 

機関名 項  目 対     応     措     置 

消 
 
 
 
 
 
 

防 
 
 
 
 
 
 

本 
 
 
 
 
 
 

部 

救助・救急 

活 動 

１ 活動の原則 

  救助・救急活動は、救命処置を要する重症者を最優先とする。 

２ 出動の原則 

 救助・救急を伴う場合は、努めて救急隊と他隊が連携して出動するもの

とし、救助の伴わない場合は救急隊のみとし、次の優先順位により出動す

る。 

（１）延焼火災が多発し、多数の救助・救急事象が発生している場合は、火

災現場付近を優先する。 

（２）延焼火災は少ないが、多数の救助・救急事象のある場合は、多数の人

命を救護することを優先する。 

（３）同時に小規模な救助・救急事象が併発している場合は、救命効率の高

い事象を優先する。 

（４）傷病者に対する救急処置は、救命の処置を必要とする事象を優先する。 

救 急 搬 送 

１ 傷病者の救急搬送は、救命処置を要する者を優先とする。なお、搬送に

際しては、所轄消防本部、医療チーム等の車両のほか、必要に応じ日本医

科大学千葉北総病院ドクターヘリ、国保直営総合病院君津中央病院ドクタ

ーヘリ、千葉市消防局、自衛隊等のヘリコプターにより行う。 

２ 救護所等から後方医療施設への移送は、被災状況の推移を勘案して他機

関との協力体制のもとに行う。 

傷病者多数 

発 生 時 の 

活 動 

１ 災害の状況等を判断し、安全かつ活動容易な場所に現場救護所を設置し、

救助隊、医療チームと密接な連携を図り、効果的な救護活動を行う。 

２ 救護能力が不足する場合は、消防団員、自主防災組織等に医療機関への

自主的な輸送協力を求めるなど、関係機関との連絡を密にし、効率的な活

動を行う。 

県 

警 

察 

１ 救出・救護活動は、倒壊家屋の多発地帯及び病院、学校、興行場、地下街等多人数の集

合する場所等を重点に行う。 

２ 救出した負傷者は、応急処置を施したのち、救護班等に引き継ぐか、車両及び航空機を

使用して速やかに医療機関に収容する。 

海 上 

保安部 

（署） 

１ 海難船舶が発生した場合は、その捜索・救助を行う。 

２ 負傷者、医師、その他救助活動に必要な人員及び物資の海上輸送を行う。 

３ 避難者の海上輸送及び誘導に協力し、避難を援助する。 
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３ 水防活動（県土整備部） 

 地震水害等の発生に対する水防活動については、「千葉県水防計画」に基づき実施する。 

 

４ 危険物等の対策（防災危機管理部、健康福祉部、商工労働部、教育庁、市町村） 

（１）高圧ガス等の保管施設の応急措置 

機関別対応措置 

 

（２）石油類等危険物保管施設の応急措置 

 県及び消防本部は、危険物取扱者等に対して、次に掲げる措置を当該危険物施設の実態に応じて

講じるよう指導する。 

ア 危険物の流出並びに爆発等のおそれのある作業及び移送を停止するとともに、施設の応急点検

と出火等の防止措置 

イ 混触発火等による火災の防止措置、初期消火活動、タンク破壊等による流出及び異常反応、  

浸水等による広域拡散の防止措置と応急対策 

ウ 危険物による災害発生時の自主防災組織活動と活動要領の制定 

エ 災害状況の把握及び状況に応じた従業員、周辺地域住民に対する人命安全措置並びに防災機関

との連携活動 

 

機 関 名 対      応      措      置 

県 

１ 高圧ガス保管施設の破損に伴う被害の拡大を防止するため、関係機関と連絡を

密にし、高圧ガス製造事業者等に必要な指示を行う。 

２ 関係機関と連絡の上、必要に応じて高圧ガス取扱いの制限等の緊急措置を行う。 

３ 連絡通報体制の早期確立を図る。 

消 防 本 部 
１ 必要に応じて保安措置等についての指導を行う。 

２ 関係機関との情報連絡を行う。 

関東東北産業

保安監督部 

１ 正確な情報把握のため、千葉県及び関係機関と密接な情報連絡を行う。 

２ 災害発生に伴い千葉県及び関係機関と連絡の上、高圧ガス製造事業者等に対し

て施設等の緊急保安措置を講じ、被害の拡大防止を図るよう指導する。 

ガ ス 事 業 所 

１ ガスホルダーの受入れ、送出の停止又は調整を行う。 

２ 地区整圧器の作動停止又は調整を行う。 

３ ホルダー、中圧ラインのガス空中放散を行う。 



震-3-48 

 

（３）火薬類保管施設の応急措置 

機関別対応措置 

 

（４）毒物、劇物保管施設の応急措置 

  機関別対応措置 

 

機 関 名 対      応      措      置 

県 

 延焼等により被害が拡大するおそれのある施設を対象に、緊急時における管理上

の措置命令を発する。 

１ 関係機関には状況に応じた緊急措置を連絡する。 

２ 事業所には十分な水を確保できるよう指導し、消火施設等の強化を指示する。 

関東東北産業 

保安監督部 

 火薬類製造事業所等の施設等が災害の発生により危険な状態となった場合又は危

険が予想される場合は、その保安責任者が法令の定めるところにより、危険防止措

置を講じるよう十分な監督又は指導を行うものとし、必要があると認めるときは法

令の定めるところにより緊急措置命令等を行うものとする。 

機 関 名 対      応      措      置 

県 

 次の各項の実施について指導する。 

１ 毒物劇物の飛散、漏洩、浸透、火災等による有毒ガスの発生の防止に関する応

急措置 

２ 中和剤等による除毒方法と周辺住民の安全措置 

３ 発災時における健康福祉センター、警察署又は消防本部に対しての連絡通報 

県教育委員会 

 発災時の活動について、次の対策を樹立しておき、それに基づき行動するよう指

導する。 

１ 発災時の任務分担 

２ 出火防止及び初期消火活動 

３ 危険物等の漏洩、流出等による危険防止 

４ 実験中における薬品容器、実験用容器の転倒、転落防止並びに転倒、転落等に

よる火災等の防止 

５ 児童生徒等に対する、発災時における緊急措置に関する安全教育の徹底 

６ 被害状況の把握、情報収集及び伝達等 

７ 避難場所及び避難方法 
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（５）危険物等輸送車両等の応急対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 対      応      措      置 

消防本部 

１ 事故通報等に基づきその状況を把握の上、交通規制等について関係機関と密接

な情報連絡を行う。 

２ 必要に応じ、地域住民への広報活動や警戒区域に対する規制等を行う。 

３ 危険物輸送車両の関係者に対して、必要に応じ一時使用停止又は使用制限の緊

急措置命令を発する。 

県警察 
輸送中の車両については、周囲の状況により、あらかじめ安全な場所へ移動させ

る。 

関東東北産業

保安監督部 

１ 正確な情報把握のため千葉県及び関係機関と密接な情報連絡を行う。 

２ 高圧ガス輸送者に対して、必要に応じ一般高圧ガス及び液化石油ガスの移動の

制限又は一時禁止等の緊急措置命令を発する。 

３ 災害が拡大するおそれのあるときは、必要に応じ県内又は隣接都県に所在する

各都県の高圧ガス地域防災協議会等が指定した防災事業所に対し応援出動を指導

する。 

関東運輸局 

 危険物輸送の実態に応じ、次に掲げる対策を推進する。 

１ 災害発生時の緊急連絡設備を整備する。 

２ 災害発生時の危険物輸送列車の停止箇所は、できるだけ橋梁、ずい道等の危険

箇所を避けるよう対策を講じる。 

３ 輸送担当者に災害時の連絡、通報、応急措置等に関し指導を行うとともに、訓

練を実施する。 

海上保安部

（署） 

 関係事業所の管理者及び船主、代理店等に対して、災害の実態に応じて、次の措

置を講じるよう指導する。 

１ 危険物専用岸壁における荷役の停止、施設の応急点検と出火等の防止措置 

２ 危険物の海上への流出防止措置と応急対策 

３ 港内における危険物とう載船舶には、必要に応じた移動命令、又は航行の制限

若しくは禁止 

４ 港長公示第５１－２（昭和51年9月20日）に基づく下記事項に関する規制の強化 

  引火性危険物積載船舶より３０ｍ以内の船舶の接近、接舷の制限 

日本貨物 

鉄道（株） 

 危険物積載タンク車等が、火災、漏洩等の事故を発生した場合は、事故の拡大、

併発事故を防止するため、ＪＲ貨物における応急措置要領（危険品貨物応急措置便

覧欄）に従い、消火、火気厳禁、立入禁止等の措置を講じるとともに、消防、警察

等の関係機関へ通報する。 
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５ 医療救護（防災危機管理部、健康福祉部、病院局） 

（１）情報の収集・提供 

 県は、市町村、消防機関、県医師会等との連携のもとに以下について情報収集を行い、関係機関

への情報提供を行う。また、そのため、平常時から関係機関との連携を緊密に保つとともに、    

県防災行政無線の災害拠点病院等への整備や広域災害・救急医療情報システムの再編整備など広域

的な情報ネットワークの強化・推進を図る。 

ア 医療施設の被害状況、診療機能の確保状況 

イ 避難所、救護所の設置状況 

ウ 医薬品等医療資器材の需給状況 

エ 医療施設、救護所等への交通状況 

オ その他参考となる事項 

（２）医療救護 

 災害により、通常受けられる医療が受けられなくなった住民に対して、地域における診療機能が

一定程度回復するまでの間、救護所の設置や医療チームの派遣等により診療等を行う。 

ア 実施機関 

（ア）医療救護は、市町村長が行うものとする。 

   ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

     なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

（イ）当該市町村限りで処理不可能な場合は、近隣市町村、県、国その他の関係機関の応援を得て

実施するものとする。 

（ウ）（ア）により市町村長が行う場合は、当該市町村地域防災計画の定めるところにより実施する。 

（エ）（ア）及び（イ）により知事が行う場合は、次により実施する。 

ａ 県が組織する救護班 

ｂ 日本赤十字社千葉県支部（以下「日赤県支部」という。）の長と締結した委託契約に基づ

き日赤県支部が組織する救護班 

ｃ 社団法人千葉県医師会（以下「県医師会」という。）の長と締結した協定に基づき県医師

会が組織する救護班 

ｄ 社団法人千葉県歯科医師会（以下「県歯科医師会」という。）の長と締結した協定に基づ

き県歯科医師会が組織する救護班 

ｅ 社団法人千葉県薬剤師会（以下「県薬剤師会」という。）の長と締結した協定に基づき県

薬剤師会が組織する救護班 

ｆ 社団法人千葉県看護協会（以下「県看護協会」という。）の長と締結した協定に基づき県

看護協会が組織する救護班 

ｇ 社団法人千葉県接骨師会（以下「県接骨師会」という。）の長と締結した協定に基づき県

接骨師会が組織する救護班      

ｈ 国立病院機構で組織する救護班 

ｉ 災害拠点病院で組織する災害派遣医療チーム<ＤＭＡＴ>（以下「ＤＭＡＴ」という。）及び

救護班 

＜資料○－○ 救護班＞ 

イ 救護班等出動の要請 

（ア）市町村長は、必要に応じて市町村立病院の救護班に出勤を命じ、地区医師会長、地区歯科   

医師会長、日赤県支部長にそれぞれ救護班の出動を要請し、知事及び他の市町村長等に応援を

求めるほか、必要な措置を講ずるものとする。 

（イ）知事は、必要に応じてＤＭＡＴの派遣要請を行うとともに、県救護班の出動を命じ、日赤県

支部長、県医師会長、県歯科医師会長、県薬剤師会長、県看護協会長、県接骨師会長にそれぞ

れ救護班の出動を要請する。また、国立病院機構等その他の関係機関に応援を要請するほか  
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連絡調整その他必要な措置を講ずる。 

（ウ）具体的な現場指揮は、災害の態様、現場の状況等に応じ、関係機関で協議の上、統一を図る

ものとする。 

ウ 近隣都県市への応援要請 

  知事は、県内の関係機関のみでは被災地における十分な医療救護活動が困難と認めた場合は、

「九都県市災害時相互応援に関する協定」等に基づき近隣都県市への救護班の派遣、被災地から

の搬送患者の受入等を要請する。 

エ 広域にわたる応援要請 

  知事は、上記に定める要請のほか、必要があると認めるときは、災害対策基本法第７４条に  

基づき、他の都道府県の都道府県等に対し、応援を求める。 

オ 支援の受け入れ及び他地域への応援 

（ア）県は、協定等に基づく他都県市からの支援や医療ボランティアの協力申し出があった場合は、

地域の状況等を勘案し、その受入及び健康福祉センターへの派遣等を行う。 

（イ）健康福祉センター長は、前記の派遣を受けた場合は、その業務を統括する。 

（ウ）被災地以外の健康福祉センター長は、被災地の健康福祉センターへの人員・物資等の応援を

行う。 

カ 救護班等の業務内容 

（ア）傷病者に対する応急措置 

（イ）後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

（ウ）軽症患者等に対する医療 

（エ）避難所等での医療 

（オ）助産救護 

キ 救護所の設置 

 救護所は県又は市町村が設置するものとし、救護班は救護所において医療救護活動を実施する。 

 なお、救護所は必要に応じて適切な場所に設置する。 

ク 避難所救護センターの設置 

（ア）県は、被災者の避難所における避難生活が長期にわたると見込まれるときは、市町村との  

連携のもとに避難所内に避難所救護センターを設置し、医療救護活動を行う。 

（イ）避難所救護センターでは、精神科、歯科等を加え、ストレスや精神不安への対応を含めた   

きめ細かな対応を図る。 

（ウ）避難所救護センターは、避難所の設置状況等を勘案して、適切に配置するとともに、必要に

応じて周辺地域への巡回活動を行う。 

（エ）避難所救護センターの業務は各健康福祉センター長が統括する。 

ケ 後方医療施設の確保 

 知事は、救護班による応急手当の後、入院治療を要する傷病者の収容施設を必要に応じて広域

的に確保するものとする。 

（ア）災害拠点病院 

ａ 県は、災害時における広域的な地域医療の拠点として、二次保健医療圏に２か所程度、  

災害拠点病院を確保する。 

ｂ 災害拠点病院は、耐震耐火構造とし、電気・水道・ガスなどのライフライン途絶時等に  

おいても診療機能を維持するための予備電源や予備水源の確保、救急搬送のための臨時  

ヘリポートの確保など、あらかじめ必要な施設整備を行う。 

注）二次保健医療圏とは、医療法第３０条の３第２項第１号の規定に基づく区域で、特殊な

医療を除く病院の病床の整備を図るべき地域単位として設定するもので、本県では、９つ

の二次保健医療圏を設定している。 

（イ）県立病院 

 災害拠点病院となっていない県立病院においても、これに準じた機能を整備するとともに、
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職員の動員配備体制を確立し、後方収容機能を果たすものとする。また、全ての県立病院は  

後方受け入れとともに被災地への救護班の応援派遣を行うなど災害時医療の中核として活動

する。 

（ウ）災害医療協力病院等 

 上記（ア）及び（イ）のほか県医師会の協力を得て、傷病者や難病患者、人工透析患者の   

治療、収容に当たる災害医療協力病院等の確保を図る。 

コ 地域保健医療救護拠点 

（ア）県は、二次保健医療圏に１か所程度、健康福祉センター等を利用して応急救護物資等を集中

的に備蓄した地域保健医療救護拠点を整備する。 

（イ）健康福祉センターは、これらの備蓄物資の効率的な活用など災害時おける総合的な保健医療

対策を別に定める活動マニュアルにより実施する。 

サ 医薬品等の調達 

（ア）医薬品、医療資器材の確保 

ａ 県及び市町村は、医薬品等の整備確保に努め、医薬品等の備蓄拡充や品目の見直し及び 

流通医薬品の確保体制の整備を検討する。 

ｂ 県は、市町村等から医薬品等の確保について、応援要請を受けたときは、地域保健医療  

救護拠点（各健康福祉センター等）に備蓄しているもののほか千葉県医薬品卸協同組合との

協定に基づき県内営業所等から調達し、救護所等に供給する。 

ｃ 県は、医薬品等が県内において調達できないときは、隣接都県等に協力を要請し調達する。 

（イ）血液製剤の確保 

ａ 県は、災害発生後速やかに県内血液センター等の被災状況を把握するとともに、日本赤十

字社千葉県支部と連携を図り、血液製剤の確保を図る。 

ｂ 県は、血液製剤が県内において調達できないときは、千葉県赤十字血液センターを通じ、

関東甲信越ブロック血液センター等に協力を要請し調達する。 

＜資料編○－○ 医薬品等＞ 

シ 傷病者の搬送体制 

 県との協定等に基づき出動した医療チームの責任者は、医療救護を行った者のうち、後方医療

施設に収容する必要がある者の搬送を市町村長又は知事に要請する。 

 原則として、被災現場から救護所への搬送は市町村が、救護所から後方医療施設までの搬送は

市町村及び県が防災関係機関との連携のもとに実施する。 

ス 救護班の活動車両 

 救護班の出動及び活動のための車両等は、第７節救援計画に定める車両等による。 

（３）広域災害・救急医療情報システム等の推進 

県は、災害発生時における病院、薬局等の医療機関の被災状況、患者転送の要請、医療スタッフ

の要請等に関する情報及び被災地外の医療機関の支援体制等の情報の収集・提供並びに計画停電等

の緊急連絡事項の周知に関して、関係機関における広域災害・救急医療情報システム等の運用体制

の充実を図る。 

（４）広域医療搬送体制の整備 

   県は、災害時における救急患者及び医療活動従事者の広域医療搬送※のため、平常時から関係  

機関との訓練を通じて、広域医療搬送体制の整備に努める。 

 

  ※広域医療搬送 

   重傷者のうち、被災地内での治療が困難で、被災地外の医療機関において緊急に治療することが

必要な者であり、かつ、搬送中に生命の危険の少ない病態の患者を被災地区外の医療施設まで迅速

に搬送し、治療すること。 
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原則として市町村が実施

傷病者搬送

派遣要請（災害救助法適用）

国立病院機構
日赤千葉県支部
千葉県医師会
千葉県歯科医師会
千葉県看護協会
千葉県接骨師会
千葉県薬剤師会

千葉県立病院
健康福祉センター

（血液製剤）

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣要請
・基幹災害医療センター　４か所

・地域災害医療センター１５か所

被害状況報告
　（ＤＭＡＴ及び救護班派遣依頼） 広域医療搬送

（SCU設置）

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣要請

医療ボランティア

医療救護活動の体系図

県外病院

病院・診療所

受付・登録

搬送協力要請等

救護班出動命令

救護班派遣要請

災害医療協力病院
（人工透析患者等）

（医師・歯科医師
・薬剤師・看護師）

医薬品卸業者

災害拠点病院　等

日赤千葉県支部
血液センター等

災害拠点病院

（医薬品等）

救命救急センター
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県循環器病センター 

日医大千葉北総病院 

県救急医療センター  

東京慈恵医大附属柏病院 

成田赤十字病院  

県立東金病院 

県立佐原病院 

千葉大医学部附属病院 

亀田総合病院

安房地域医療センター 

国保君津中央病院  

千葉市立海浜病院 

船橋市立医療センター  国保旭中央病院  

国保松戸市立病院 

帝京大ちば総合医療センター  

東京歯科大市川総合病院 

香取海匝 

 印旛 

山武長生夷隅 

君津 

安房 

東葛北部 

東葛南部 

千葉 

市原 

災 害 拠 点 病 院 

順天堂大学浦安病院 

東京女子医科大八千代医療センター 

基幹災害

医   療

センター 

(４箇所) 

 

 

 

 

 

 

地域災害

医   療 

センター 

(15箇所) 

 

 

 

 

 
 

千葉大学医学部附属病院 

千葉県救急医療センター 

千葉市立海浜病院 

船橋市立医療センター 

東京歯科大学市川総合病院 

順天堂大学医学部附属浦安病院 

東京女子医科大学附属八千代医療

センター 

国保松戸市立病院 

東京慈恵会医科大学附属柏病院 

成田赤十字病院 

県立佐原病院 

県立東金病院 

帝京大学ちば総合医療センター 

安房地域医療センター 

千葉県循環器病センター 

日本医科大学千葉北総病院 

旭中央病院 

亀田総合病院 

君津中央病院 

 



震-3-55 

 

 医療機関隣接ヘリコプター離着陸場一覧 

 

 

 

地  域      医 療 機 関 隣接ヘリコプター離着陸場 

印西市 日本医科大学千葉北総病院 日本医科大学千葉北総病院 

専用臨時ヘリポート 

旭市 総合病院国保旭中央病院 総合病院国保旭中央病院 

専用臨時ヘリポート 

千葉市中央区 千葉大学医学部附属病院 千葉大学医学部附属病院 

専用臨時ヘリポート 

千葉市美浜区 千葉県救急医療センター 印旛沼下水道事務所 

千葉市美浜区 千葉市立海浜病院 印旛沼下水道事務所 

船橋市 船橋市立医療センター 船橋市立運動公園陸上競技場 

市川市 

 

東京歯科大学市川総合病院 東京歯科大学市川総合病院 

専用臨時へリポート 

浦安市 順天堂大学医学部附属浦安病院 エクセル航空（株）ヘリポート 

八千代市 東京女子医科大学附属 

八千代医療センター 

八千代市消防本部 

松戸市  

 

国保松戸市立病院 

 

松戸市運動公園陸上競技場 

柏市 

 

東京慈恵会医科大学附属柏病院 

 

柏市大堀川防災レクリエーション公園 

成田市 

 

成田赤十字病院 

 

成田赤十字病院 

専用臨時ヘリポート 

東金市 

 

千葉県立東金病院 

 

東金市立西中学校 

 

香取市 

 

千葉県立佐原病院 

 

香取市利根河川敷緑地 

 

市原市 

 

帝京大学ちば総合医療センター 帝京大学ちば総合医療センター 

専用臨時ヘリポート 

木更津市 

 

国保直営総合病院君津中央病院 

 

国保直営総合病院君津中央病院 

専用臨時ヘリポート 

鴨川市 

 

亀田総合病院 亀田総合病院 

専用臨時ヘリポート 

館山市 

 

安房地域医療センター 

 

安房地域医療センター 

専用臨時ヘリポート 

市原市 

 

千葉県循環器病センター 

 

千葉県循環器病センター 

専用臨時へリポート 
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第７節 警備・交通の確保・緊急輸送対策 

 

 

 発災時には、さまざまな社会的混乱及び交通の混乱が予想されるところである。このため県民の生命、

身体、財産の保護を図り、各種犯罪の予防、取締り、交通秩序の維持等について万全を期するものと   

する。 

 また、災害時に予想される渋滞等を考慮して、被害者の救援・救護活動や緊急物資の輸送に対応する

ための緊急輸送ネットワークの整備に努める。 

 

１ 千葉県警察災害警備計画（警察本部） 

（１）基本方針 

警察は、地震や津波に伴い災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、他の防災  

関係機関との連携のもと、人命の保護を第一に、被災者の救出・救護、避難誘導、交通の規制、    

各種犯罪の予防及び取締り、その他社会秩序の維持に当たる。 

（２）警備体制 

警察本部及び警察署は、地震や津波に伴い災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、  

その規模に応じ指揮体制を確立し災害警備活動を行う。 

ア  連絡室 

震度４以上の地震が発生した場合、津波注意報が発表された場合、及び東海地震に関連する  

調査情報が発表された場合等 

イ 対策室 

地震に伴う被害程度が小規模の場合、津波警報が発表された場合、及び東海地震注意情報が  

発表された場合等 

ウ 災害警備本部 

大規模地震が発生した場合、津波警報が発表された場合、又は東海地震予知情報が発表された

場合等 

（３）災害警備活動要領 

ア 要員の招集及び参集 

イ 地震、津波その他災害情報の収集及び伝達 

ウ 装備資機材の運用 

エ 通信の確保 

オ 負傷者の救出及び救護 

カ  避難誘導及び避難地区の警戒 

キ  警戒線の設定 

ク 災害の拡大防止と二次災害の防止 

ケ 報道発表 

コ 行方不明者の捜索及び迷子等の保護 

サ 死傷者の身元確認、遺体の収容 

シ 交通対策（現場周辺の交通規制及び緊急交通路の確保） 

ス 地域安全対策（犯罪の予防・取締り、相談活動） 

セ 協定に基づく関係機関への協力要請 

ソ その他必要な応急措置 

 

２ 交通規制計画（警察本部） 

 大震災が発生した場合は、交通の混乱及び交通事故の発生を防止し、並びに緊急交通路を確保する

ため、次により交通規制を実施する。 
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 また、交通規制を実施したときは、公安委員会等は、直ちに規制にかかる区域又は道路規制区間等

の内容を交通情報提供装置の活用や道路情報センター及び報道機関の協力を得て周知に努める。 

（１）公安委員会の交通規制 

ア 公安委員会は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図る等必要があると  

認めるときは、道路交通法（昭和35年法律第105号）第４条の規定に基づき、道路における交通の

規制を行う。 

イ 公安委員会は、県内又は隣接・近接都県の地域に係る災害が発生又はまさに発生しようとして

いる場合において、災害応急対策が円滑に行われるようにするため緊急の必要があると認める 

ときは、災害対策基本法第７６条の規定により、緊急通行車両以外の車両の道路における通行を

禁止又は制限するなど、緊急交通路の確保に当たる。 

（２）警察署長の交通規制 

 警察署長（高速道路交通警察隊長を含む。）は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と

円滑を図る等必要があると認めるときは、道路交通法第５条又は第１１４条の３の規定により、  

道路における交通の規制を行う。 

（３）警察官の交通規制等 

ア 警察官は、道路の損壊、交通事故の発生、その他の事情により、道路において交通の危険又は

交通の混雑が生じるおそれがあり、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図る

ためやむを得ないと認めるときは、必要な限度で道路交通法第６条又は第７５条の３の規定に 

より、交通の規制を行うものとする。この場合、信号機の表示する信号にかかわらず、これと   

異なる意味を表示する手信号等をすることができる。 

イ 警察官は、通行禁止区域等（前記（１）イにより通行を禁止又は制限されている道路の区間   

又は区域をいう。以下同じ。）において、車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の妨害となる

ことにより、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは、当該車両

その他の物件の移動、その他必要な措置を命ずることができる。この場合、警察官の命令に従わ

なかったり、運転者等が現場にいないために命ずることができないときは、警察官が、自らその

措置をとり、やむを得ない限度において当該車両その他の物件を破損することができる。（災害 

対策基本法第76条の3） 

（４）自衛官及び消防吏員の措置命令・措置等 

ア 自衛官及び消防吏員（以下「自衛官等」という。）は、災害対策基本法第７６条の３第３項及び

第４項に基づき、警察官がその場にいない場合に限り、前記（３）イの職務の執行について行う

ことができる。 

イ 自衛官等は、前項の命令をし又は措置をとったときは、直ちにその旨を警察署長に通知する。 

＜資料編○－○ 自衛官及び消防吏員の作成する措置命令・措置通知書＞ 

 

３ 交通規制の指針（警察本部） 

（１）交通規制の対象となる道路は、主として後述の緊急輸送に定める「千葉県緊急輸送道路１次路線

（交通規制対象道路）」の中から選定する。 

（２）前記２（１）イの緊急交通路の確保は、高速道路、自動車専用道路その他の幹線道路を優先して

行う。 

（３）緊急交通路を確保するため、原則として被災地方向への通行の禁止又は制限を行う。 

（４）交通規制を担保するため、必要により交通検問所を設置する。 

（５）直下の地震に対する交通規制計画 

 京葉東葛地域及び南房総地域における直下の地震が発生した場合の交通規制は、次により行う。 

ア 京葉東葛地域直下型地震発生時の交通規制計画 

イ 南房総地域直下型地震発生時の交通規制計画 

（６）交通規制を実施するときは、道路交通法若しくは災害対策基本法に基づく道路標識等を設置し、

又は現場における警察官の指示等により行う。 
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＜資料編○－○ 京葉東葛地域直下型地震発生時の交通規制計画＞ 

＜資料編○－○ 南房総地域直下型地震発生時の交通規制計画＞ 

 

４ 緊急輸送（総合企画部、防災危機管理部、農林水産部、県土整備部） 

 災害発生時の被害者の救援・救護活動や緊急物資の輸送に対処するため、道路（緊急輸送道路）、  

港湾、漁港、飛行場等の輸送施設を指定し、これら陸海空を連携する緊急輸送ネットワークを定めた。 

（１）緊急輸送道路 

 機能別に１次及び２次路線に分類し、１次路線は、隣接都県との連携強化、広域的な緊急輸送等

に資する高速道路、一般国道及び主要な県道や港湾・空港等に通じる主要な市町村道等であり、  

２次路線は、１次路線を補完し市町村役場等を相互連絡する県道等である。 

（２）港  湾 

 千葉港（千葉中央地区、千葉出洲地区、葛南東部地区） 

 木更津港（富津地区） 

 館山港（宮城地区） 

（３）漁  港 

 銚子漁港、大原漁港、勝浦漁港、鴨川漁港 

（４）飛行場等 

ア 空  港 

 成田国際空港 

イ 自衛隊駐屯地及び基地 

 陸上自衛隊……習志野駐屯地、下志津駐屯地、木更津駐屯地、松戸駐屯地 

 海上自衛隊……下総航空基地、館山航空基地 

 航空自衛隊……木更津第一補給処 

ウ 臨時離発着場 

 千葉県中央防災センター、千葉県西部防災センター 

 千葉市消防ヘリポート、千葉県スポーツセンター 

 幕張海浜公園、青葉の森公園、行田公園、柏の葉公園，印旛沼公園、蓮沼海浜公園、 

 館山運動公園、富津公園 

（５）江戸川緊急用船着場 

市川緊急用船着場、松戸緊急用船着場 

※ 緊急用船着場とは、大規模災害時に河川管理施設災害の復旧資機材や救援物資等を江戸川等

の河川を通じて搬入、荷揚げするための施設であり、緊急河川敷道路と連携して機能する。  

河川敷道路については（平成23年4月1日現在）完成には至ってないが、一部通行可能である。 

<資料○－○ 各緊急用船着場位置図及び緊急用河川敷道路計画図> 

 

５ 緊急通行車両の確認等（防災危機管理部、県警察本部） 

（１）緊急通行車両の確認 

ア 車両の使用者は、知事又は公安委員会に対し、当該車両が緊急通行車両（道路交通法第39条  

第1項の緊急自動車、災害応急対策の的確かつ円滑な実施のため、その通行を確保することが特に

必要な車両）であることの確認を求めることができる。 

イ 前記アにより確認したときは、知事又は公安委員会は、当該車両の使用者に対し、災害対策  

基本法施行規則第６条に定める標章及び確認証明書を交付する。 

ウ 前記イにより交付を受けた標章は、当該車両の助手席側の内側ウインドガラスの上部の前面の

見やすい箇所に貼付する。なお、証明書は必ず携行し、警察官等から提示を求められたときは、

これを提示する。 

エ 届出に関する手続きは、別に定める。 

（２）緊急通行車両の事前届出・確認 
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ア 公安委員会は、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行  

機関、指定公共機関及び指定地方公共機関（以下「指定行政機関等」という。）が保有する車両   

等で、災害対策基本法第５０条第１項に規定する災害応急対策を実施するために使用するものに

ついて、緊急通行車両に該当するかどうかの審査を行う。 

イ 公安委員会は、前記アにより緊急通行車両に該当すると認められるものについては、届出済証

を交付する。 

ウ 届出済証の交付を受けた車両については、警察本部、警察署又は交通検問所に当該届出済証を

提出して、前記（１）アの確認を受けることができる。この場合において確認審査を省略して前

記（１）イの標章及び確認証明書を交付する。 

エ 事前届出・確認に関する手続きは、別に定める。 

＜資料編○－○ 緊急通行車両等の確認及び事前届出事務手続き等＞ 

 

６ 交通情報の収集及び提供（警察本部） 

（１）交通情報の収集は、航空機、オートバイその他の機動力を活用し、専従の収集班を編成して行う。 

 なお、警察本部においては、隣接都県警察及び警察庁（管区警察局を含む。）と連携を密にし、   

交通情報の収集を行う。 

（２）交通情報の提供は、交通情報提供装置を活用し、道路情報センター及び報道機関の協力を得て  

行う。 

 

７ 震災発生時における運転者のとるべき措置（警察本部） 

 震災発生時における運転者のとるべき措置については、次の事項の周知を図る。 

（１）走行中の車両の運転者は、次の行動をとること 

ア 直ちに、車両を道路の左側に停止させること 

イ 停止後は、ラジオ等により災害情報及び交通情報を聴取し行動すること 

ウ やむを得ず道路上に置いて避難するときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車する 

など通行の障害とならない方法により駐車し、エンジンを切り、エンジンキーを付けたままとし、

窓を閉め、ドアはロックしないこと 

（２）通行禁止区域等においては、次の措置をとること 

ア 車両を道路外の場所に置くこと 

イ 道路外に置く場所のない車両は、通行禁止区域等の外に移動すること 

ウ 速やかな移動が困難なときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車するなど、緊急通行

車両の通行の妨害とならない方法により駐車すること 

 

８ 道路管理者の通行の禁止又は制限（県土整備部） 

 道路管理者は、その管理する道路について、早急に被害状況を把握するとともに、道路法第４６条

の規定により、道路の破損、決壊、その他の事由により交通が危険であると認める場合は、道路の   

構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、区間を定めて通行を禁止し、又は制限するものと  

する。 
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【千葉県緊急輸送ネットワーク図】 
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第８節 救援物資供給活動 

 

 

 震災時に被災者の人心の安定を図るため、迅速かつ円滑な飲料水・食料・生活必需品の供給活動並び

に救護物資・要員等の輸送を行うための輸送車輌、緊急輸送道路等の確保を行うものとする。 

 なお、県からの救援物資の供給支援は、被災市町村からの具体的な要請に基づいて行うことを原則と

するが、情報の寸断や市町村機能の低下等により、要請活動が困難になる場合も想定し、要請を待たず

に物資供給を行う、いわゆる「プッシュ型」支援などの積極的な支援も視野に入れた活動体制をとる  

ものとする。 

 

１ 応急給水（総合企画部、防災危機管理部、水道局） 

  災害により飲料水や炊事のための水の供給を受けることができない住民に対して、浄・給水場等で

の拠点給水や給水車等による運搬給水を実施する。 

（１）実施機関 

ア 飲料水の供給は、市町村長が行うものとする。 

  ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

    なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の  

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

イ 市町村長は、当該市町村限りで処理不可能な場合、近接市町村、県、国及びその他関係機関の

応援を得て実施する。 

ウ 県、企業団及び市町村圏組合の水道事業体は、市町村が行う応急給水に対し、積極的に協力  

する。 

エ 水道事業体等間の応援活動については、「千葉県水道災害相互応援協定」等により実施する。 

＜資料編○－○ 千葉県水道災害相互応援協定＞ 

（２）給水基準 

 飲料水の供給については、基本水量を最少一人１日３リットルとし、水道施設の復旧の進捗に  

より順次増量する。 

 また、病院等の救援・救護活動に必要な用水は別途確保する。 

（３）水道事業体による飲料水の供給 

  ア 飲料水供給方法 

  応急給水は、拠点給水を原則とし、震災の状況に応じて運搬給水及び仮設給水を実施するもの

とする。 

  イ 広  報 

  震災時における応急給水方法、給水拠点場所、飲料水調達方法及び水質について、適切な広報

活動を実施する。 

  なお、情報提供を充実させるため、千葉県ホームページ等から各事業体ホームページへ適宜  

リンクを設定する。 

（４）県営水道の応急給水 

 震災により飲料水の確保が困難な給水区域の住民に対し、給水区域内市と密接に連携して応急給

水を実施することとし、必要な対策を定める。 

ア 飲料水の確保 

 一人一日の最低水量を３リットルとし、以後復旧工事の進捗により順次増量する。 

 応急給水用の用水は、１９箇所の浄・給水場の配水池容量７９万㎥のうち緊急遮断弁の作動に

より確保する最大４６万㎥の貯留水を充てるほか、予備水源である県水道局の井戸を活用する。 

＜資料編○－○ 県営水道配水池一覧表＞ 
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イ 給水方法 

（ア）浄・給水場等での拠点給水 

 １９箇所の浄・給水場の応急給水設備及び仮設給水栓により給水車等への注水及び住民への

応急給水を行う。 

（イ）給水車、給水タンク、ポリ容器等での運搬給水 

ａ 給水区域市との連携 

  発災後直ちに給水区域内市と連絡を取り、被災状況の把握に努めるとともに、市の災害 

対策本部に局職員を派遣し、情報の収集と共有化を図りながら、給水場所及び給水方法に  

ついて市と綿密に協議する。 

ｂ 給水車等による給水 

  市の開設する避難場所及び病院等の重要施設に対し、災害時の応援協定を締結している 

千葉県水道管工事協同組合の応援を得て、給水車及び給水タンクにより応急給水を行う。 

      なお、県営水道のみで対応できない場合は「千葉県水道災害相互応援協定」及び東京都  

水道局等との「災害相互応援に関する協定」等に基づき応援を要請するとともに、退職者か

ら成る「災害時支援協力員制度」を活用し、人員の増強を図る。 

    ｃ アルミボトル水等による給水 

      乳幼児や高齢者等を対象としたアルミボトル水(375ml)の配布や容器を持参しない住民へ

の非常用飲料水袋による給水を行う。 

（ウ）仮配管、仮設給水栓等を設置しての応急給水 

ａ 消火栓等を活用した給水（可搬型） 

 配水管の通水状況を調査し、使用可能な消火栓等あるいは応急復旧により使用可能と  

なった消火栓等に仮設給水栓を接続して応急給水を行う。 

ｂ 仮配管による給水（固定型） 

 復旧に長時間を要する断水地域に対しては、状況に応じて仮配管を行い、仮設給水栓を 

設置して応急給水を行う。 

  ウ 広報 

    震災時の応急給水時間、場所及び給水方法、断水地域と復旧の見込み等について、県水道局  

ホームページ等に掲載するとともに、必要に応じ広報車の巡回により情報を提供する。 

エ 水質の安全対策 

 応急給水用資機材の清掃・消毒等により飲料水の安全確保を図る。住民の備蓄水については、

容器の取扱い等、安全対策を指導する。 

（５）補給水利及び応急給水用資機材の現況 

  ア 補給水利の現況 

    県営水道＜資料編○－○ 県営水道の補給水利の現況＞ 

    市町村水道＜資料編○－○ 市町村水道等の補給水利の現況＞ 

  イ 応急給水用資機材の保有状況 

    県営水道＜資料編○－○ 県営水道の応急給水用資機材の保有状況＞ 

    市町村水道＜資料編○－○ 市町村(組合、企業団)営水道給水用車両及び機材等の保有状況＞ 

 

２ 食料・生活必需品等の供給体制（防災危機管理部、健康福祉部、環境生活部、商工労働部、農林水

産部） 

  県は、市町村が甚大な被害を受け、物資の提供や調達が困難になった場合には、市町村からの要請

等に基づき、食料及び生活必需品を確保し、迅速な供給に努めるものとする。 

  なお、壊滅的な被害を受けたことにより行政機能が低下し、物資の支援要請を行う余力がないと  

推測される市町村に対しては、要請を待たずに、需要を推計の上、必要最低限の水、食料、生活必需

品等を送り込む「プッシュ型」による供給を行う。 
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（１）救援物資の確保 

  ア 備蓄品の活用 

    必要に応じ、県防災センター及び備蓄倉庫保有物資の活用を図る。 

                      ＜資料編○－○ 県の備蓄（防災危機管理部）＞ 

  イ 協定企業等からの調達 

    災害時の物資等の供給等に関する企業・団体との協定に基づき、関係部局と連携して必要な  

物資を調達する。 

    ＜資料編○－○ 災害時における県民生活の安定を図るための基本協定＞ 

    ＜資料編○－○ 災害時における応急生活物資等の供給に関する協定書＞ 

    ＜資料編○－○ 災害時の物資供給等に関する協定書＞ 

    ＜資料編○－○ 災害時の食料供給等に関する協定書＞ 

  ウ 国・他都道府県からの調達 

    災害時の九都県市、関東地方知事会との相互応援協定等に基づき、支援物資を調達する。 

    ＜資料編○－○ 九都県市災害時相互応援に関する協定＞ 

    ＜資料編○－○ 震災時等の相互応援に関する協定＞ 

    ＜資料編○－○ 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定＞ 

  エ 義援物資の受付 

    必要に応じて、企業等からの義援物資を受け付ける。 

    ただし、過去の災害において、個人等の小口義援物資については、被災地の需要に対応した形

で供給することが困難であり、不要物資の滞留等の原因となることが示されたことから受入れを

制限する。 

（２）政府所有米の供給計画 

 政府所有米の調達を要するときは、知事は、農林水産省生産局長（以下「局長」という。）に対し、

政府所有米穀の緊急の引渡要請を行うものとし、当該米穀を買い受ける場合には、米穀の買入れ・

販売等に関する基本要領（平成21年5月29日付け21総食第113号総合食料局長通知）の規定に基づき、

知事は、局長と売買契約を締結したうえで、局長と販売等業務委託契約を締結している受託事業体

から当該米穀の引き渡しを受ける。 ＜資料編○－○ 災害救助用米穀の引渡要請書等の様式＞ 

   なお、米穀販売事業者から調達する米穀は精米で引渡しを受けるが、政府から直接売却を受けて

調達する場合は、玄米引渡しであるから、米穀販売事業者等の精米機により精米し、供給する。 

 

 

図１ 政府所有米穀の受渡し系統図 

    被災市町村から米穀の供給要請を受けた場合は、県から農林水産省生産局に要請し、売買契約 

（様式4-20）を締結する。 

 

 Ⅰ 市町村からの要請を受け、県が要請する場合 

 

          ⑧ 支給          ① 要請              ② 連絡    

 

 

⑦ 引き渡し 

（知事又は知事が 

指定する引取人） 

 

                          ⑥ 引渡指示 

 

 

⑤ 売買契約 

(様式4-20) 

り災者 市 町 村 災害対策本部 農林水産部 

農林水産省 

生産局 
受託事業体 

③ 連絡 

④ 災害救助用 

米穀の引渡 

要請書提出 

（別紙2） 
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 Ⅱ 市町村が直接、要請した場合 

 

      市町村が直接、生産局に連絡した場合は、必ず県に報告することとし、県はこれを受けて生産局 

に連絡する。 

           ⑧ 支給                 ② 報告 

 

 

⑦ 引き渡し    ① 直接 

（知事又は知事が      要請 

              指定する引取人）  

 

                           ⑥ 引渡指示 

 

 

（３）救援物資の供給体制の確保 

   本県では、「災害時の緊急物資等に係る備蓄・物流の基本方針」に基づき、大量の支援物資等を

被災地へ迅速に供給するため、物流倉庫、在庫管理等の物流ノウハウ、資機材などを有する民間  

物流事業者と連携し、円滑な「支援物資の管理供給体制」を構築することを目的として「物流計画」

を策定したところである。 

   なお、物流倉庫の確保等については千葉県倉庫協会、車両による輸送関係等については社団法人

千葉県トラック協会と連携して行う。 

    ＜資料編○－○ 災害発生時等の物資の緊急・救援輸送、保管等に関する協定書＞ 

  ア 県災害対策本部における民間物流事業者の活用 

    災害時においては、県災害対策本部内に支援物資物流に関する専門的な組織として「物資   

支援班」を編成し、支援物資物流に関する情報の一元的な管理を行う。 

    また、民間の物流事業者のノウハウを早期に活用できるようにするため、県の災害対策本部  

及び物資集積拠点における業務に物流専門家（民間物流事業者）が参画する体制とする。 

  イ 拠点等の確保 

    県物資集積拠点の設定については、原則として、民間物流倉庫を拠点として選定し、施設・   

荷役機械、資器材・人材の全てにおいて民間物流事業者を主力した体制を構築し、入庫から出庫

までの一元管理を行う。 

    ただし、災害の状況等により、物流倉庫を物資集積拠点として使用することが困難となった  

場合には、県有施設等を県物資集積拠点とした物流体制とするなど、状況に応じて、実現可能な

協力体制を構築する。 

  ウ 輸送車両等の確保 

    民間物流事業者との連携により、車両の確保、配車計画の策定を行い、迅速、かつ円滑な輸送

体制を構築する。 

  エ その他の輸送手段の選定 

    道路の被害状況等により陸上輸送が困難な場合は、被災市町村への支援計画を実行する上で、

最も適切な輸送手段を、海上輸送・航空機輸送の中から選定する。 

    また、物資の輸送のみならず、災害時における被災者の避難及び応急対策の実施に必要な人員、

資材の迅速かつ円滑な輸送を図る。 

  （ア）海上輸送 

    ａ 応急海上輸送 

      関東運輸局千葉運輸支局は、災害時に陸上交通機関が途絶し、被災者、救援物資等の海上

輸送を必要とする場合において、本部長の要請に基づき、応急海上輸送に従事する船舶の  

⑤ 売買契約 

(様式4-20) 

受託事業体 

③ 連絡 

④ 災害救助用 

米穀の引渡 

要請書提出 

（別紙2） 

り災者 市 町 村 

農林水産省 

生産局 

農林水産部 
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調達及び緊急修理造船所（工場）のあっせん等について協力するものとする。 

    ｂ 配備計画 

      応急海上輸送体制を確保するための配備計画は、下記によるものとする。 

    （ａ）船舶 

       関東運輸局防災業務計画の定めるところによる。 

    （ｂ）造船所 

       平時から関係事業者と連携を保ち、修理能力等の現況を把握しておくものとする。 

    （ｃ）海上保安部（署）の協力 

       海上保安部（署）は、陸路による緊急輸送が困難な場合において、県から救護班、応急

対策要員又は緊急物資の輸送の要請を受けた場合には、可能な限り所属巡視船艇をもって、

緊急輸送に協力するものとする。 

  （イ）航空機輸送 

     道路の被害状況等により、陸路による救援物資等の緊急輸送が困難であり、かつ、緊急を  

要する場合は、自衛隊に対して航空機による輸送を要請する。 

  オ 災害ボランティアの活用 

    県有施設を拠点として物資輸送を行う場合、必要に応じて、荷役作業等についての協力を県  

ボランティアセンターに要請する。 

 

３ 燃料の調達（防災危機管理部） 

県は、災害時の応急対策が燃料不足による支障を避けるため、災害時における全庁の自家発電設備

や公用車等の燃料について、千葉県石油商業組合と締結した石油類燃料の供給に係る協定に基づき、

迅速な調達を行う。 

さらに、今後、石油元売会社から直接供給を行う必要が生じた場合の燃料供給を円滑に実施する 

ために、重要な公共施設等に関する設備や搬入経路等の情報を石油連盟と共有し、有効に運用すべく、

覚書を締結する。 
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第９節 広域応援の要請及び県外支援 

 

 

 大規模地震時には、被害が拡大し各防災関係機関が単独でこれに対処することが困難な事態が想定さ

れる。 

 このため、各機関は、あらかじめ関係機関と十分に協議の上、相互応援の体制を整えるとともに、   

災害時においては相互に協力し緊密な連携のもと、円滑な応急対策活動を実施する。 

 また、海外からの支援の受け入れについては、国の指導のもと体制整備に努めるものとする。 

 

１ 国等に対する応援要請（防災危機管理部、警察本部） 

（１）市町村長は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、指定地方行政機関の長に対し、

当該機関の職員の派遣を要請し、又は県知事に対し、指定地方行政機関の職員の派遣について   

あっ旋を求める。 

（２）知事は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは緊急消防援助隊の応援及び自衛隊の

派遣を要請する。また、指定行政機関の長又は、指定地方行政機関の長に対し、当該機関の職員の

派遣を要請し、又は内閣総理大臣に対し、指定行政機関又は指定地方行政機関の職員の派遣に   

ついてあっ旋を求める。 

   千葉県公安委員会は、広域緊急援助隊の派遣の要求に関し、他の都道府県警察に対して援助の  

要求をすることができる。 

 

２ 他都道府県等に対する応援要請（防災危機管理部） 

知事は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、次に掲げる協定に基づき他の都道府

県市に応援要請を行う。 

  ア 九都県市災害時相互応援に関する協定 

九都県市域において災害等が発生し、被災都県市独自では十分な応急措置ができない場合に、 

相互応援が行われる。本協定の下、「九都県市広域防災プラン」を具体的行動基準とし、「九都県市

応援調整都県市マニュアル」、「九都県市応援調整本部行動マニュアル」により広域応援を行う。 

今後、平成２１年に東京湾臨海部基幹的防災拠点が一部供用開始されたことに伴い、「九都県市

広域防災プラン」及び附属マニュアルの見直しを行う。 

  イ 震災時等の相互応援に関する協定 

  関東地方１都９県間の迅速な災害対応を図るため「１都９県震災時等相互応援協定活動マニュ

アル」を策定し、災害時における連携を図っている。 

ウ 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定 

  上記協定では対策が十分に実施できない場合に、全国知事会の調整の下広域応援が行われる。 

＜資料編○－○ 九都県市災害時相互応援に関する協定＞ 

＜資料編○－○ 震災時等の相互応援に関する協定＞ 

＜資料編○－○ 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定＞ 

 

３ 県の市町村への応援（防災危機管理部） 

 知事は、市町村等から災害応急措置の実施のための応援要請があった場合は、速やかに調査の上、

関係職員の派遣や必要物資の提供等の応援を実施する。 

 特に、東日本大震災の教訓を踏まえ、壊滅的な被害を受けたことにより行政機能が低下し、支援  

要請を行う余力がないと推測される市町村に対しては、積極的な職員の派遣による被害等の情報  

収集や、要請を待たずに、需要を推計の上、必要最低限の水、食料、生活必需品等を送り込む     

「プッシュ型」による物資の供給を行う。 
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４ 市町村間の相互応援（防災危機管理部） 

（１）被災市町村長は、応急措置を実施するため必要と認めるときは、県内市町村間で締結した「災害

時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基本協定」に基づき、他の市町村長に応援要請を

行う。 

（２）知事は、上記（１）の応援が迅速かつ的確に行われるよう、その総合調整を行うとともに、特に

必要があると認めるときは、他の市町村長に対し被災市町村を応援するよう指示する。 

 この場合において知事は、応援を指示した市町村長に対し、次のことを示さなければならない。 

ア 応援をすべき市町村名 

イ 応援の範囲又は区域 

ウ 担当業務 

エ 応援の方法 

（３）市町村長は、被災市町村からの応援要請又は知事からの応援要請がない場合においても、被害の

状況等に応じ、自主的に応援を行う。 

＜資料編○－○ 災害時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基本協定＞ 

 

５ 消防機関の応援（防災危機管理部） 

（１）被災市町村長（消防の一部事務組合、消防を含む一部事務組合を含む。）は、県内消防機関による

広域的な応援を必要と認めるときは、「千葉県広域消防相互応援協定」及びその具体的な活動マニュ

アルである「千葉県消防広域応援基本計画」に基づき、他市町村に消防機関による応援を要請する。 

＜資料編○－○ 千葉県広域消防相互応援協定＞ 

＜資料編○－○ 千葉県消防広域応援基本計画＞ 

（２）知事は、緊急の必要があると判断したときは、「消防組織法第４３条に基づく知事の指示による  

千葉県消防広域応援隊運用要綱」に基づき、千葉県消防広域応援隊の出動を被災市町村以外の市町

村長及び消防機関の長に指示するとともに、県内の消防力を結集しても消防力に不足が生じると 

認められるときは、消防組織法第４４条の３の規定に基づき、消防庁長官に対して緊急消防援助隊

や他の都道府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣等の要請し、緊急消防援助隊運用要綱

に基づき策定された受援計画により、応援活動を受け入れる。 

  ＜資料編○－○＞消防組織法第４３条に基づく知事の指示による千葉県消防広域応援隊運用要綱＞ 

＜資料編○－○ 大規模特殊災害時における広域航空消防相互応援・千葉県事前計画＞ 

（３）被災市町村以外の市町村は、被災市町村からの応援要請を受けたとき及び千葉県消防広域応援隊

の出動に関して知事の指示があったときは、「千葉県広域消防相互応援協定」及びその具体的な活動

マニュアルである「千葉県消防広域応援基本計画」並びに「消防組織法第４３条に基づく知事の  

指示による千葉県消防広域応援隊運用要綱」に基づき、消防機関による応援の迅速かつ円滑な実施

に努める。 

 

６ 国土交通省所管の公共施設に係る相互応援（県土整備部） 

県土整備部長は、県及び市町村の管理する公共施設に係わる応急措置を実施するため必要があると

認めるときには、関東地方整備局及び１都８県５政令市の間で締結した「災害時相互協力に関する  

申合せ」に基づき、応援要請を行う。 

＜資料編○－○   災害時相互協力に関する申合せ＞ 

 

７ 水道事業体等の相互応援（総合企画部、県土整備部、水道局） 

 水道事業体等の管理者は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県内水道事業体等

の間で締結した「千葉県水道災害相互応援協定」等に基づき、県の調整の下に他の事業体等に応援  

要請を行う。 

また、下水道についても、必要があるときは、公益社団法人日本下水道管路管理業協会関東支部長

と下水道課長が締結した「災害時における応急対策の協力に関する協定書」により応急対策を行うと
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ともに、県単独で対応できない下水道被害が発生した場合には、東京都など１都７県等との「関東  

ブロック下水道事業における災害時支援に関するルール」に基づき、応急措置の支援を要請する。 

＜資料編○－○ 千葉県水道災害相互応援協定＞ 

＜資料編○－○ 関東ブロック下水道事業における災害時支援に関するルール＞ 

 

８ 資料の提供及び交換（総務部、総合企画部、防災危機管理部、水道局） 

（１）防災関係機関は、災害対策上必要な資料又は調査の成果を相互に交換する。 

（２）知事及び指定地方行政機関の長は、災害応急対策に必要な職員の派遣措置が講じられるよう、  

あらかじめ関係資料を整備しておく。 

 

９ 経費の負担（総務部、総合企画部、防災危機管理部、水道局） 

（１）国又は他都県、市町村から県又は市町村に職員派遣を受けた場合 

 国から県又は市町村に派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法、並びに他都県、他市

町村から県又は市町村に派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法は、所定の方法による。                          

（災害対策基本法施行令第18条） 

（２）指定公共機関等から協力を受けた場合 

 指定公共機関等が県に協力した場合の経費負担については、各計画に定めるもののほか、その  

都度、又は事前に相互に協議して定めた方法による。 

 

10 民間団体等との協定等の締結（総合企画部、防災危機管理部、健康福祉部、商工労働部、県土整備

部、警察本部） 

 県は、大規模災害時における迅速な応急・復旧体制を図るため、必要と認めるときは、すでに協定

等を締結している各民間団体等に対し協力を要請する。 

 

11 海外からの支援受入れ（防災危機管理部） 

（１）国の緊急災害対策本部等が海外からの支援の受入れを決定した場合、市町村及び消防機関との  

調整を行い、その受入れと活動の支援に努める。 

（２）海外のＮＧＯ（非政府組織）団体等から直接支援の申し出があった場合、次のことを確認した   

うえで、受入れを判断する。 

  ア 協力の内容、期間、人員 

  イ 入国上の問題点 

  ウ 市町村、消防機関の意向 

 

12 県外被災県等への支援（防災危機管理部、総務部、総合企画部、健康福祉部、教育庁） 

  東日本大震災で甚大な被害が発生した東北３県へ以下の支援を行った経験を踏まえ、県外被災地へ

の支援の枠組みを整備し、今後、県外で大規模な災害が発生した場合に被災地への迅速かつ円滑な  

支援を行う。 

（１）人材支援 

  ア 医療チームの派遣（ＤＭＡＴ、医療救護班、心のケアチーム等） 

  イ 保健師チームの派遣 

  ウ スクールカウンセラー等の派遣 

  エ 職員の派遣 

（２） 物資支援 

  ア 医薬品等 

  イ 救援・義援物資 

（３）その他 

  ア 被災者の移送 
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  イ 震災に係る広域的な火葬受入 

  ウ 県所有入浴システムによる入浴支援 

  

13 広域避難者の受入れ（防災危機管理部、総務部、健康福祉部、県土整備部） 

 県は、市町村や都道府県の区域を越える被災者の広域避難に関する支援要請又は受入れに係る手続

を円滑に行うものとする。 

（１）広域避難の調整手続等 

ア 県内市町村間における広域避難者の受入れ等 

 市町村の区域を越えて広域的な避難をすることが必要となる場合には、当該広域避難を要する被災

者の受入れについて、他の市町村長に協議するものとし、協議を受けた市町村は同時被災など受入

れを行うことが困難な場合を除き、当該被災者を受入れるものとする。この場合、県は、被災市町

村の要請があった場合には、受入れ先市町村の選定や紹介などの調整を行うものとする。 

イ 都道府県域を越える広域避難者の受入れ等 

  県域を越えて広域的な避難をすることが必要となる場合には、県は被災市町村からの要請に応じ、

他の都道府県に対して受入れを要請するなどの協議を行い、被災市町村を支援するものとする。 

協議先の都道府県の選定に際して必要な場合には、県は国を通じて、相手方都道府県の紹介を受け

るものとする。 

 なお、他の被災都道府県から本県に対して広域避難者の受入れの協議等があった場合には、  

県内市町村との調整を行い、受入れ先を決定するとともに、広域避難者の受入れを行う市町村を

支援するものとする。 

（２）広域避難者への支援 

 県は、東日本大震災での県外避難者の受入れの経験等をもとに、支援を行うものとする。 

ア 全国避難者情報システム 

   東日本大震災等により、多くの住民の方々が全国各地に避難されており、住所地（避難前住所他）

の市町村や県では、避難された方々の所在地等の情報把握が重要となっている。 

   県では、「全国避難者情報システム」を活用し、避難者から、避難先の市町村へ避難先等に    

関する情報を任意にいただき、その情報を避難前の県や市町村へ提供し、避難者への支援を円滑 

かつ効果的に行う。 

イ 住宅等の滞在施設の提供 

  受入れ先市町村における公共施設等の受入体制を補完するため、県及び市町村は、広域避難者に

対し、公営住宅や民間賃貸住宅の借上げ等による滞在施設の提供に努める。 
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第１０節 自衛隊への災害派遣要請 

 

 

 大規模な地震等の災害が発生し、住民の生命又は財産の保護のため必要があると認めた場合、知事は、

災害派遣の要請を行う。 

 

１ 災害派遣の要請（防災危機管理部） 

知事は、地震災害が発生し、人命又は財産の保護のために必要があると認めた場合、もしくは市町

村長から災害派遣の要請の要求があった場合は、自衛隊に対し災害派遣を要請する。また、事態の  

推移に応じ、要請しないと決定した場合は、直ちにその旨を連絡するものとする。 
 
２ 災害派遣の方法（防災危機管理部） 

災害派遣については、災害の様相等に対応して、次のような方法がある。 

（１）知事の要請による災害派遣 

        ア 災害が発生し、知事が人命または財産の保護のため必要があると認めた場合、自衛隊に災害                 

派遣を要請し、必要と判断される場合に実施される。 

この際、県内に震度６強以上を観測した場合は、当該地域に陸上自衛隊の災害派遣を速やか

に要請する。 

イ 災害に際して被害がまさに発生しようとしている場合、知事が予防のため自衛隊に災害派遣を

要請し、事情やむを得ないと認められるときに実施される。 

ウ 災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合で、市町村長が応急措置を実施する 

ため必要があると認め、知事に対し災害派遣を要請するように求めた場合、これを受けて知事が

自衛隊に災害派遣を要請し、必要と判断される場合に実施される。 

 (２) 知事が要請するいとまがない場合等における災害派遣 

ア 災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能で、市町村長から自衛隊が通報を受け、

直ちに救援の措置をとる必要が認められる場合、災害派遣が実施される。 

イ  災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能で、自衛隊自ら収集した情報及びその

他の情報から、直ちに救援の措置をとる必要があると認められる場合、自衛隊が自主的に派遣す

る。 

ウ  災害に際し、関係機関に対して当該災害に関する情報を提供するため、自衛隊が情報収集を 

行う必要があると認められる場合、自衛隊が自主的に派遣する。 

エ  災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確で、当該救援活動が人命救助に関するもので

あると認められる場合、自衛隊が自主的に派遣する。 

オ 庁舎・営舎その他の防衛省の施設またはこれらの近傍に災害が発生した場合、自衛隊が自主的

に派遣する。 
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（３）要請から派遣、撤収までの流れ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 災害派遣要請の手続等（防災危機管理部） 

（１）要請者 

 千葉県知事 

（２）要請手続 

ア 知事が自衛隊の派遣を要請するときは、次の事項を明らかにした文書をもって要請する。 

 ただし、緊急を要する場合にあっては、口頭、電信又は電話で要請し、事後速やかに文書を  

送達する。 

（ア）災害の情況及び派遣を要請する事由 

（イ）派遣を希望する期間 

（ウ）派遣を希望する区域及び活動内容 

（エ）その他参考となるべき事項 

イ 災害派遣の要請は、原則として陸上自衛隊は千葉災害隊区長である第１空挺団長を、海上自衛

隊は横須賀地方総監を、航空自衛隊は第１補給処長を、それぞれ窓口として実施する。 

 ただし、突発災害等において、時間的余裕がなく緊急に自衛隊の災害派遣を必要とする場合は、

直接最寄りの駐屯地司令等の職にある部隊等の長に対し要請する。この場合、事後速やかに通常

窓口となる部隊長に通報する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

災害発生 

 

 

 

派遣要請 

部隊派遣 

(自主派遣) 

部隊派遣 

災害派遣活動 

派遣命令 

部隊の撤収 

派遣命令 

特に緊急性が高く知事などの 

要請を待つ時間がない場合 

直接通知 

（要請を要求できない場合） 

千葉県知事等 市 町 村

自衛隊（第１空挺団長等） 

千葉県知事に要請を要求 
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ウ 要請文書のあて先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）市町村長の通報 
   市町村長は、災害が発生し、知事に災害派遣の要請ができない場合には、直接関係部隊等に通報

する。この場合、事後速やかに知事に通知する。 
（４）自衛隊が災害派遣する場合の知事への通知 

   知事の派遣の要請または自衛隊自らの判断により、部隊を派遣した場合は、速やかに知事に派遣

部隊の指揮官の官職・氏名その他必要事項を通知する。 

 

４ 知事への災害派遣の要請の要求（防災危機管理部） 

（１）知事に対する自衛隊災害派遣の要請の要求は、原則として市町村長が行う。 

（２）市町村長が知事に対して災害派遣要請を要求するときは、次の事項を明記した文書をもって行う。 

 ただし、緊急を要する場合において、電話等で依頼し、事後速やかに文書を送達する。 

 また、緊急避難、人命救助の場合で事態が急迫し、知事に依頼するいとまがないとき、若しくは、

通信の途絶等により知事への依頼ができないときは、直接最寄りの駐屯地司令等の職にある部隊の

長に通報し、事後、所定の手続きを速やかに行う。 

ア 提出（連絡）先  防災危機管理部危機管理課 

イ 提 出 部 数  １部 

ウ 記 載 事 項 

（ア）災害の情況及び派遣を要請する事由 

（イ）派遣を希望する期間 

（ウ）派遣を希望する区域、活動内容 

（エ）連絡場所、連絡責任者、宿泊施設の状況等参考となるべき事項 

区  分 あ  て  先 所       在 

陸上自衛隊に 

対 す る も の 

第 １ 空 挺 団 長 〒274-8577 船橋市薬円台3-20-1 

高 射 学 校 長 〒264-8501  千葉市若葉区若松町902 

第１ヘリコプター団長 〒292-8510 木更津市吾妻地先 

需 品 学 校 長 〒270-2288 松戸市五香六実17 

海上自衛隊に 

対 す る も の 

横 須 賀 地 方 総 監 〒238-0046 横須賀市西逸見町１ 

下総教育航空群司令 〒277-8661 柏市藤ヶ谷1614-1 

第 2 1 航 空 群 司 令 〒294-8501 館山市宮城無番地 

航空自衛隊に 

対 す る も の 
第 １ 補 給 処 長 〒292-0061 木更津市岩根1-4-1 
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５ 自衛隊との連絡（防災危機管理部） 

（１）情報の交換 

 県防災危機管理部及び自衛隊は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、各種情報を  

迅速、的確に把握し、相互に情報を交換する。 

（２）連絡班の派遣 

 知事は、災害発生し、また発生のおそれのある場合は、関係部隊に連絡班の派遣を依頼する。 

（３）連絡所の設置 

 県防災危機管理部は、災害派遣業務を調整し、その迅速化を図るため、通常は県庁内中庁舎１０

階に、状況等により指揮連絡上最も適切なところに、自衛隊連絡班による連絡所を設置する。 

 

６ 災害派遣部隊の受入体制（防災危機管理部） 

（１）他の災害救助・復旧機関との競合又は重複の排除 

 知事及び市町村長は、自衛隊の活動が他の災害救助・復旧機関等と競合又は重複することのない

よう、重点的かつ効率的に活動を分担するよう配慮する。 

（２）作業計画及び資材等の準備 

 知事及び市町村長は、自衛隊に対する救援活動の要請に当たっては、どのような分野（捜索、   

救助、救急、緊急輸送等）についてどの程度要請するのか、具体的に実効性のある計画を作成する

とともに、必要な資器材を準備する。また、施設土地等の使用に関して管理者の了解を得るととも

に、活動間を含め住民との連絡調整を実施する。 

（３）活動拠点及びヘリポート等使用の通報 

   知事及び市町村長は、派遣された部隊が効率的かつ円滑に活動が実施できるように自衛隊の  

活動拠点、ヘリポート及び宿舎等必要な設備について、関係機関等と協議のうえ、使用調整を実施 

し部隊に通報する。 

（４）自衛隊装備品の主要性能等  

    ＜資料編○－○ ヘリコプター臨時離発着場適地一覧＞ 

＜資料編○－○ 自衛隊の航空機、施設機材等主要性能＞ 

（５）災害派遣時に実施する自衛隊の救援活動内容 

ア 被害状況の把握 

  車両、航空機等状況に適した手段によって、情報収集活動を行い、被害の状況を把握する。 

イ 避難の援助 

  避難命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があるときは、避難者の   

誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 

ウ 遭難者等の捜索救助 

  行方不明者、傷者等が発生した場合は、通常、他の救援活動に優先して、捜索救助を行う。 

エ 水防活動 

  堤防、護岸等の決壊に対しては、土のう作成、運搬、積込み等の水防活動を行う。 

オ 消防活動 

  火災に対しては、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要な場合は航空機）を  

もって、消防機関に協力して消火に当たるが、消火薬剤等は、通常県または市町村等が提供する

ものを使用する。 

カ 道路又は水路の啓開 

  道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合は、それらの啓開、又は除去に当たる。 

キ 応急医療、救護及び防疫 

  被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行うが、薬剤等は、通常県又は市町村等の提供する

ものを使用するものとする。 

ク 人員及び物資の緊急輸送 
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  救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送を実施する。この場合に

おいて航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。 

ケ 炊飯及び給水 

被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

コ 物資の無償貸付又は譲与  

 「防衛省所管に属する物品の無償貸与及び譲与等に関する省令」（昭和33年総理府令第1号）に

基づき、被災者に対し生活必需品等を無償貸与し、又は救じゅつ品を譲与する。 

サ 危険物の保安及び除去 

 能力上可能なものについて、火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去を実施する。 

シ その他 

その他の臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものについては、所要の措置をとる。 

 

７ 災害派遣部隊の撤収要請（防災危機管理部） 

 知事は、災害派遣部隊の撤収要請を行う場合は、民心の安定及び民生の復興に支障がないよう、  

当該市町村長及び派遣部隊の長と協議を行う。 

 

８ 経費負担区分 

 自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として派遣を受けた市町村が負担するものとし、２以上の

地域にわたって活動した場合の負担割合は、関係市町村が協議して定める。 

（１）派遣部隊が救援活動を実施するため必要な資器材（自衛隊装備品を除く。）等の購入費、借上料  

及び修繕費 

（２）派遣部隊の宿営に必要な土地、建物、岸壁、曳船等の使用及び借上料 

（３）派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱水費、電話料等 

（４）天幕等の管理換に伴う修理費 

（５）その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義のある場合は、自衛隊と市町村が協議する。 

 

９ 自衛隊の即応態勢 

(１) 情報収集 

  震度５弱以上の地震が発生した場合は、速やかに航空機などで情報収集する。 

(２) 初動対処態勢 

ア 陸上自衛隊 

各駐（分）屯地は、一部の勢力により、命令受領後、１時間を基準に出動できる態勢を 

維持している。  

イ 緊急時の人命救助 

    救難用航空機として中型ヘリコプター各１機が待機している。 

(ア) 陸上自衛隊 第１師団第１飛行隊（東京都立川市） 

(イ) 海上自衛隊 第２１航空群（千葉県館山市） 

 

 



震-3-75 

 

第１１節 学校等における児童・生徒の安全対策 

 

 

 災害発生時は学校等における児童・生徒の安全の確保に努めるとともに、学校等が被災した場合でも

早期授業再開を目指す。 

 また、学用品がなくなり就学に支障をきたした児童・生徒に対しての支援も行う。 

 

１ 防災体制の確立（総務部、教育庁） 

（１）公立学校 

ア 防災教育の一層の充実 

  学校は、東日本大震災の教訓を生かし、学校と地域が連携した防災訓練などの体験活動を   

通じて、自ら安全な行動がとれること（自助）や、他者や地域の防災に貢献できること（共助）

など、発達段階に応じた防災意識の高揚に努めるものとする。 

イ 事前準備 

（ア）校長は、学校の立地条件などを考慮した上、学校安全計画を作成、実施するとともに、危険

等発生時対処要領を作成し、周知する。 

（イ）校長は、災害の発生に備えて次のような対策及び措置を講じなければならない。 

ａ 計画的に防災にかかわる施設、設備の点検整備を図る。 

    ｂ 児童生徒等の避難訓練、災害時の事前指導及び事後措置、保護者との連絡方法を検討する。 

ｃ 当該教育委員会、警察署、消防署（団）及び保護者への連絡体制を確立する。 

ｄ 勤務時間外における所属職員への連絡先や非常招集の方法を定め、職員に周知させておく。 

ｅ 通学が広範囲となる県立学校等においては、交通網の遮断により帰宅できなくなる場合を

想定し、学校・地域の実情に応じて、必要な防災備蓄を推進するよう努める。 

ウ 災害時の体制 

  県は、東日本大震災の経験と教訓を活かし、今後発生が予想される首都直下地震などの揺れの

大きな地震に備え、授業中や保護者への引渡しなど状況に応じた教職員の対応、また、特別な  

支援を必要とする児童生徒への対応などを示した「学校における地震防災マニュアル」    

（平成24年3月）を作成した。 

  各学校は、このマニュアルを活用し、児童・生徒の安全確保を第一とした防災体制を確立   

させる。 

（ア）校長は、状況に応じ、適切な緊急避難の指示を与える。 

（イ）校長は、災害の規模並びに児童生徒、職員及び施設設備の被害状況を速やかに把握すると  

ともに、当該教育委員会へ報告しなければならない。 

（ウ）校長は、状況に応じ、当該教育委員会と連絡の上、臨時休校等適切な措置をとる。 

（エ）校長は、避難所の開設等災害対策に協力するため、学校の管理業務の一環として、職員の   

配備、役割分担計画を策定するなど、避難所運営等に必要な職員を確保して万全の体制を確立

する。 

（オ）校長は、準備した学校安全計画に基づき、臨時の学級編成を行うなど災害状況と合致する  

よう速やかに調整する。 

（カ）応急復旧計画については、当該教育委員会に報告するとともに、決定次第速やかに保護者  

及び児童生徒等に周知徹底を図る。 

エ 災害復旧時の体制 

（ア）校長は、教職員を掌握するとともに校舎の準備を行い、児童・生徒等に対しては被災状況を

調査し、当該教育委員会と連絡し、教科書及び教材の給与に協力する体制に努める。 

（イ）被災地区の市町村教育委員会は、被災学校の校長に対し、情報及び指令の伝達に万全を   

期する。 
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   （ウ）校長は、学校が災害により校舎等の一部損壊や、避難所等に学校を提供することなどにより、

児童生徒の一部又は全部が学校を使用できなくなる場合には、応急復旧計画に基づき、当該 

教育委員会と緊密に連絡の上、出来る限り早い段階での授業再開に努める。 

   （エ）当該教育委員会は、被災学校に対して、授業再開に向けての必要な指導をするとともに、   

学校が使用できない場合には、他の公共施設等の使用を確保することなど、早期の授業再開を

支援する。 

（２）私立学校（総務部） 

ア 防災教育の一層の充実 

  県は、東日本大震災の教訓を生かし、学校と地域が連携した防災訓練などの体験活動を通じて、

自ら安全な行動がとれること（自助）や、他者や地域の防災に貢献できること（共助）など、    

発達段階に応じた防災意識の向上に努めるものとする。 

イ 事前準備 

 校長は、公立学校に準じて災害時の学校安全計画を策定し、保護者及び児童生徒等に周知徹底

を図るなど、災害の発生に備えて適切な対策及び措置を講じる。 

 また、避難所に指定されている学校は、市町村と運営方法について、あらかじめ協議しておく。 

 県は、私立学校に学校安全計画の策定を指導する。 

ウ 災害時の体制 

 校長は、学校安全計画を基に、災害の状況に応じた適切な対策及び措置を執るとともに、被害

状況等を市町村及び県総務部学事課に報告する。 

エ 災害復旧時の体制 

 校長は、施設・設備並びに教職員及び児童・生徒の状況を把握し、早期の授業再開及び平常  

授業への復帰に努める。 

 

２ 学用品の調達及び支給（総務部、健康福祉部、教育庁） 

  災害により、学用品を喪失またはき損し、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒及び高等学校

等生徒に対して、教科書、文房具や通学用品等の学用品を給与する。 

（１）実施機関 

   教材・学用品の給与は、市町村長が行うものとする。 

   ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

   なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の実施

に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

（２）学用品の給与 

ア 学用品の給与を受ける者 

（ア）災害によって住家が全壊（焼）、流失、半壊（焼）及び床上浸水の被害を受けた児童・生徒等

であること。 

（イ）小学校児童（特別支援学校の小学部児童を含む。）、中学校生徒（中等教育学校の前期課程   

及び特別支援学校の中学部生徒を含む。）及び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び  

通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、

特別支援学校の高等部、高等専門学校及び各種学校の生徒） 

（ウ）学用品がなく、就学に支障を生じている者であること。 

イ 学用品給与の方法 

（ア）学校及び教育委員会の協力を受けて行う。 

（イ）被害別、学年別の学用品購入（配分）計画を立てて行う。 

（ウ）実施に必要なものに限り支給する。 

（エ）文房具、通学用品はできるだけ同一規格、同一価格のもので行う。 

ウ 学用品の品目 

（ア）教科書及び教材 
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   小学校児童及び中学校生徒が「教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律第132号）」

第２条第１項に規定する教科書及び教科書以外の教材で教育委員会に届出、又はその承認を 

受けて使用している教材であること。高等学校等生徒が正規の授業で使用する教材であること。 

（イ）文房具 

  ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵具、画筆、画用紙、下敷、定規等 

（ウ）通学用品 

  運動靴、傘、カバン、長靴等 

 

３ 授業料等の減免・育英補助の措置（総務部、教育庁） 

（１）県 

ア 授業料の減免 

 生徒の保護者等の住家等に災害を受けた場合は、その被災の程度に応じて、千葉県立高等学校

授業料の減免に関する規程の措置をとり減免することができる。 

 また、私立高等学校が定めるところにより、り災した生徒の授業料の減免措置を行った学校 

法人に対し、千葉県私立高等学校授業料減免事業補助金交付要綱に基づき助成する。 

イ 育英補助の措置 

    り災したことにより千葉県奨学金貸付条例の奨学生の資格を有するようになった場合は、予算

の範囲内で貸付をし、また、現に奨学生であった者で、り災したことにより返還が著しく困難に

なった場合は、返還猶予をすることができる。 

（２）市 町 村 

 市町村は、被災した児童・生徒等に対する学校納付金等の減免について必要な計画を樹立して  

おく。 

 

４ 学校給食の実施（教育庁） 

  県は、学校の再開後、学校給食を再開するにあたっては、市町村等の要請に応じ、指導、助言を   

行う。 

  また、市町村等からの物資等の調達に関する要請を受けた場合に（財）千葉県学校給食会等に応援

を要請する。 

 

５ 文化財の保護（教育庁） 

（１）文化財に災害が発生した場合は、その所有者、管理者は直ちに消防署へ通報するとともに災害の

拡大防止に努めなければならない。 

（２）文化財に被害が発生した場合は、その所有者、管理者は被害状況を速やかに調査し、その結果を

市町村教育委員会を通じて、県指定の文化財にあっては県教育委員会へ、国指定の文化財にあって

は県教育委員会を経由して文化庁へ報告しなければならない。 

（３）関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、協力して応急措置を講じる。 
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第１２節 帰宅困難者等対策 

 

 

震災発生直後に、人々が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、路上や鉄道駅周辺で大混雑が発生し、集団

転倒に巻き込まれたり、経路上の延焼火災、沿道建物の倒壊や落下物等により負傷するおそれがある。

また、大量の人々が路上にあふれた場合には、救急・救助活動の妨げとなる可能性もある。 

 このため、早期に「むやみに移動を開始しない」という基本原則を呼びかけるとともに、帰宅困難者

等への速やかな情報提供、帰宅困難者等の安全確保、救急・救助活動が落ち着いた後の帰宅支援を実施

する。 

 

１ 一斉帰宅抑制の呼びかけ（防災危機管理部） 

  震災発生直後の一斉帰宅行動を抑制するため、県民、企業、学校など関係機関に対し、国、周辺都

県、市町村と連携して、テレビやラジオ放送などを通じてむやみに移動を開始せずに職場や学校など

の施設内に留まるよう呼びかけを行う。 

  また、呼びかけの効果を高めるため、エリアメール、防災情報メール、ＳＮＳなどの媒体を活用   

した一斉帰宅抑制の呼びかけについても検討・実施していく。 

 

２ 企業、学校など関係機関における施設内待機（総務部、教育庁） 

  企業及び学校など関係機関は、従業員、顧客、児童・生徒及び施設の被害状況を確認するとともに、

行政機関や関係機関から提供される災害関連情報等により、周辺の安全を確認した上で、従業員、  

顧客、児童・生徒を施設内又は安全な場所へ待機させるよう努める。 

 

３ 大規模集客施設や駅等における利用者保護 

  大規模集客施設や駅等を管理する事業者は、管理する施設の安全及び行政機関や関係機関から提供

される災害関連情報等により、周辺の安全を確認した上で利用者を施設内の安全な場所へ保護する 

とともに、保護した利用者を市町村や警察等関係機関と連携して一時滞在施設へ誘導するよう努める。 

 

４ 帰宅困難者等の把握と情報提供（防災危機管理部、警察本部、市町村） 

（１）帰宅困難者等の把握と混乱防止 

   大規模集客施設や駅等の周辺における混乱を防止し、付近で発生した滞留者や都内から幹線道路

などを通って徒歩により県内に移動してくる帰宅困難者等について把握するとともに、関係機関へ

情報提供を行う。 

（２）帰宅困難者等への情報提供 

   県及び市町村は、地震に関する情報、広域的な被害情報、家族等との安否確認方法などについて、

テレビ・ラジオ放送やホームページなどを活用し、情報提供を行う。 

   また、駅周辺ごとに設立される駅周辺帰宅困難者等対策協議会においても、あらかじめ確立   

された情報連絡体制及び提供方法に基づいた情報提供を行う。 

さらに、市町村や関係機関と連携してエリアメール、防災情報メール、ポータルサイト、ＳＮＳ、

駅周辺の大型ビジョンやデジタルサイネージなどを活用した情報提供についても検討・実施して 

いく。 

 

５ 一時滞在施設の開設及び施設への誘導（全庁、市町村） 

（１）一時滞在施設の開設 

   県及び市町村は、あらかじめ一時滞在施設として指定した所管の施設について、被災状況や安全

性を確認した後、一時滞在施設として開設する。 

   また、市町村は区域内の民間施設管理者に対して、一時滞在施設開設の要請を行う。 
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   市町村は、一時滞在施設の開設状況を集約し、県へ報告するとともに、駅、大規模集客施設、   

帰宅困難者、企業等へ情報提供を行う。 

   併せて、県からも県内の一時滞在施設の開設状況をホームページなどに掲載するなどして提供 

する。 

（２）一時滞在施設への誘導 

   大規模集客施設や駅等で保護された利用客については、原則、各事業者が市町村や警察等関係  

機関と連携して一時滞在施設へ誘導する。   

（３）一時滞在施設の運営 

   施設管理者は、あらかじめ定めた手順により帰宅困難者等を受け入れる。その際、県や市町村は

関係機関と連携し、施設管理者に対して、災害関連情報や公共交通機関の運行・復旧状況などの  

情報を提供する。 

 

６ 徒歩帰宅支援（防災危機管理部、市町村） 

（１）災害時帰宅支援ステーション協定締結企業等に対する支援要請 

   震災発生後コンビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンドなど、災害時帰宅

支援ステーション協定を締結している事業者に対し、九都県市と連携して支援の要請を行う。 

（２）徒歩帰宅支援 

   職場や一時滞在施設に留まった帰宅困難者等は、救急・救助活動が落ち着いた後、帰宅を開始  

することになる。 

   その際、徒歩で帰宅する帰宅困難者等に対し、帰宅支援対象道路沿いの道路状況、沿道の被害、

混雑状況、災害時帰宅支援ステーションの開設情報などをテレビ・ラジオ放送やホームページなど

を活用し提供する。 

   また、市町村や関係機関と連携してエリアメール、防災情報メール、ポータルサイト、ＳＮＳ、

駅周辺の大型ビジョンやデジタルサイネージなどを活用した情報提供についても検討・実施して 

いく。 

 

７ 帰宅困難者（特別搬送者）の搬送（防災危機管理部） 

  障害者、高齢者、妊婦又は乳児連れの方など自力での徒歩が困難な特別搬送者については、臨時  

バスやタクシーなどによる搬送が必要となるため、関係機関と連携し搬送手段の確保に努める。 
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第１３節 保健衛生、防疫、廃棄物等対策 

 

 

 地震により多数の傷病者が発生し、また、医療機関が被害を受け混乱する等、住民生活に著しい影響

があるとき又は感染症等が流行するおそれがある場合、関係機関と連携をとりながら、被災者に対して

保健衛生及び防疫活動を行う。 

 また、震災により、家屋の倒壊や多量のごみ等が排出されるなど、生活上いろいろな面で不都合が  

生じてくるため、被災地の住民の生活に支障がないよう環境の保全を図る。 

 

１ 保健活動（健康福祉部） 

（１）健康福祉センターは災害発生時、把握している災害時要援護者の健康状態の把握を行い、市町村

が把握する要援護者等に関する情報との共有・交換を行う。 

（２）健康福祉センターは、保健活動チームを編成し、市町村と連携して避難所や被災地域において、

巡回による被災者の健康状態の把握、栄養指導、衛生状態の保持等の健康管理を行う。 

   特に高齢者は、生活不活発病になりやすいため、適度に体を動かせる場の提供や他者等とコミュ

ニケーションが図れるよう配慮し、心身機能の低下を予防する。 

（３）健康福祉センターは、災害発生後早い時期から、心のケア、食中毒や感染症の発生予防等につい

て、市町村と連携して予防活動を実施する。 

（４）健康福祉センターは、市町村が設置した避難所において、できるだけ早期に健康相談が実施でき

る体制（人・場所）を支援する。また、健康相談においては被災者の健康管理と併せて、避難所に

おける特異的な健康課題となる環境整備、感染症予防、エコノミー症候群等に対して、積極的な  

予防活動を継続的に行う。 

（５）健康福祉センターは、平常時から、市町村と連携し、避難所等における予防活動や心のケア等の

チーム編成等の体制の整備に努める。 

（６）健康福祉センターは、（１）から（４）までの活動をする際、市町村から、住民の健康情報及び県

からの保健師等の派遣要請の必要性について聴取した上で、県に報告する。 

 県は、派遣要請を受けた場合、速やかに派遣計画を策定し、市町村のニーズに応じた派遣を行う。 

 

２ 飲料水の安全確保（健康福祉部） 

 健康福祉センターは、地震の影響等により飲料水の汚染等のおそれがある場合は、直ちに巡回   

チームを編成し、検水を実施し、安全を確保するとともに、市町村と協力して被災者に対し適切な  

広報及び指導を行う。 

 

３ 防  疫（健康福祉部） 

 災害時における感染症の発生と流行を未然に防止するため、迅速かつ的確に防疫措置を推進する。 

（１）防疫体制の確立 

 県及び市町村は、発生した災害に即応した対策を樹立するとともに、体制の確立を図り、適切な

措置を講ずるものとする。 

（２）実施主体 

 地震の際の防疫活動は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染

症法」という。）」（平成10年10月2日法律第114号）に基づき、市町村及び県が実施する。 

（３）災害防疫の実施方法 

ア 県の業務 

（ア）検病調査及び健康診断 

 健康福祉センターは、災害の規模に応じ地区医師会・市町村等関係機関の協力を得て、避難

所等を重点に検病調査及び必要に応じ感染症法に基づく健康診断を実施する。 
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（イ）市町村に対する指導及び指示 

 県は、感染症予防上特に必要と認めるときは、感染症法に基づき必要な指示、命令を行う  

ものとする。 

（ウ）広報の徹底 

（エ）防疫活動に必要な資材の供給 

 人員・資材（主に薬剤、ワクチン）の輸送は、必要に応じ、全健康福祉センター、県等の    

車輌を動員するものとする。 

（オ）感染症予防上の飲料水の管理 

（カ）被害状況の国への報告 

（キ）消毒の実施 

感染症法第２７条の規定により、消毒を行うものとし、使用する薬剤及び器具等については、

速やかに整備拡充を図るものとする。 

イ 市町村の業務 

（ア）防疫措置の強化 

 災害の規模に応じた防疫組織を設け、対策の推進を図る。 

（イ）広報活動の実施 

 地区住民の社会不安の防止を図るため、広報活動の強化に努める。 

（ウ）消毒の実施 

 感染症法第２７条の規定により消毒を行うものとし、使用する薬剤及び器具等については、

速やかに整備拡充を図る。 

  （エ）県への支援の要請 

     避難所等で感染症等の発生が危惧される場合において、防疫用薬剤の不足が見込まれる  

場合は、速やかに、県に対して、薬剤の供給の支援を要請する。 

（４）患者の入院 

 健康福祉センターは、感染症法第１９条の規定により必要に応じ入院を勧告する。 

（５）防疫用薬剤の確保 

 市町村からの要請に応じて直ちに供給できるよう、健康福祉センター等を利用して整備する地域

保健医療救護拠点に初期防疫に必要な医薬品を備蓄し、防疫活動の円滑化を図るものとする。 

（６）報告 

 市町村は、患者の発生状況や防疫活動の状況等を随時健康福祉センターに報告する。 

 

４ 死体の捜索処理等（健康福祉部、病院局、警察本部） 

 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により既に死亡していると推定される者の

死体を捜索し又は災害の際に死亡した者について、死体識別等のための処理を行い、かつ死体の応急

的な埋葬を実施する。 

（１）実施機関 

ア 死体の捜索、収容、処理及び埋葬は、市町村長が行う。 

  ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

  なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の  

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

イ 当該市町村限りで処理不可能な場合は、｢千葉県広域火葬計画｣に基づき、近隣市町村、県、国

その他の関係機関の応援を得て実施するものとする。 

  また、県は、「千葉県広域火葬計画」に基づく遺体の処理体制を構築するために、市町村、    

火葬場及び応援協定締結団体との間で、ファクシミリ等による応援要請、協力依頼等の連絡調整

訓練を随時実施する。 

ウ 知事が行う死体の処理は、日赤県支部の長と締結した委託契約に基づき、日赤県支部が組織  

する救護班、県並びに県医師会が派遣する検案医師及び県歯科医師会が派遣する身元確認のため
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の歯科医師等（以下「検案医師等」という。）により実施する。 

エ 警察が行う災害死者の処理に伴う死体処理施設（遺体収容所、検視場所、死体安置所）の    

確保は、県・市町村が場所の選定を行う。 

（２）検案医師等の出動要請 

 県警察における計画を除き、 

ア 市町村長は、検案医師等について、必要に応じて市町村立病院に出動を命じ、地区医師会長、

地区歯科医師会長、日赤県支部地区・分区長にそれぞれ出動を要請し、知事、他の市町村長等に

応援を求めるほか、必要な措置を講ずるものとする。 

イ 知事は、検案医師等について、必要に応じて県立病院に出動を命じ、日赤県支部長、県医師会

長及び県歯科医師会長に出動を要請し、その他の関係機関に応援を要請するほか連絡調整その他

必要な措置を講ずるものとする。 

ウ 具体的な現場指揮は、災害の様態、現場の状況等に応じて関係各機関で協議の上、統一を図る

ものとする。 

（３）救助の基準等 

ア 死体の捜索 

  行方不明の状態にある者で、周囲の事情により既に死亡していると推定される者 

（ア）死亡した者の住家の被害状況は関係がないこと 

（イ）死亡した原因は問わないこと 

イ 死体の処理 

（ア）死体を処理する場合 

ａ 災害による社会混乱のため死体の処理を行うことができない場合 

ｂ 居住する市町村以外の市町村に漂着した場合 

漂着した死体が当該災害によるものであると推定できる場合、漂着した地域の市町村長は、

直ちに被災者の居住していた市町村の長に連絡して、遺族等の関係者に遺体を引き取らせる

こと。 

  ただし、引き取る暇のない場合においては市町村を統括する都道府県知事に遺体の漂着の

日時、場所等を報告するとともに、必要に応じてその指揮を受けて、漂着した地域の市町村

長が死体の処理を行う。 

ｃ 死体取扱規則（昭和33年国家公安委員会規則第4号）、刑事訴訟法第２２９条（検視）、   

検視規則（昭和33年国家公安委員会規則第3号）に基づき、警察官の死体検視（見分）終了後、

警察当局から遺族又は市町村等の関係者に引渡された後の必要な死体の処理をする場合 

（イ）死体の処理内容 

ａ 死体の洗浄、縫合及び消毒等の処理 

ｂ 死体の一時保存 

ｃ 検案 

ウ 埋葬 

（ア）埋葬を行う場合 

ａ 災害時の混乱の際に死亡した者 

（死因及び場所の如何を問わない） 

ｂ 災害のため埋葬を行うことが困難な場合 

（遺族等が埋葬できない場合、又は遺族等に引き渡しできない場合など） 

（イ）埋葬の方法 

ａ 埋葬は、原則として死体を火葬に付すことにより実施する。 

ｂ 埋葬は原則として棺、骨つぼ等の現物給付及び火葬、納骨等の役務の提供による。 

（４）そ の 他 

ア 県警察における計画 

（ア）死体の検視（見分） 
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 警察官は、死体を発見し、又は死体発見の届出を受けたときは、死体取扱規則等により検視

（見分）を行い、身元が判明したものについては、所定の手続きを経て遺族に引渡す。 

（イ）身元不明者に対する措置 

 警察本部長又は警察署長は、知事又は市町村長と緊密に連絡し、県、市町村の行う身元不明

者の措置について協力する。 

 この場合、身元不明者の所持品、着衣、人相、特徴等を写真に収め、関係方面に手配すると

ともに死者の写真の掲示、縦覧などを行って早期に確認できるよう協力すること。 

（ウ）死体の捜索及び収容に対する協力 

 警察官は、災害時において救出活動とあわせて関係機関の行う死体及び行方不明者の捜索等

に対し、必要な協力を行う。 

イ 海上保安部（署）における計画 

（ア）災害により千葉港、木更津港、銚子漁港、勝浦漁港その他千葉県周辺海域に行方不明者が   

漂流する事態が発生した場合は、実施機関と協力し、所属巡視船艇により捜索を実施する。 

（イ）必要に応じて他の海上保安部から巡視船艇又は航空機の応援派遣を得て、捜索に当る。 

（ウ）収容した死体は、知事又は市町村長と連絡を密にし、身元が判明したものについては、所定

の手続きを経て遺族に引渡し、身元不明者については、警察とともにその身元確認に努め、  

知事又は市町村長の行う措置に協力する。 

 

５ 動物対策（健康福祉部） 

 健康福祉センター及び動物愛護センターは、飼い主の被災等によりペットが遺棄されたり逃げ出し

た場合には、（社）千葉県獣医師会等関係団体及びボランテイアとの連携により、これら動物を救助  

及び保護する。 

 また、危険動物が施設から逃亡した場合は、人への危害を防止するため、飼養者、警察官その他   

関係機関の連携の下に状況を把握し、必要な措置を講じる。 

 県は、「災害時動物救護活動マニュアル」に基づき、関係団体と協同で千葉県動物救護本部及び動物

救護センターを設置し、動物救護活動を実施する。 

 

６ 清掃及び障害物の除去（健康福祉部、環境生活部、農林水産部、県土整備部） 

  震災時には、家屋の倒壊、火災、水害等により多量の障害物やごみが排出される等、生活上いろ   

いろな面で不都合が生じてくるため、被災地の住民が当分の間の生活に支障のないよう、環境保全を

図る。 

（１）震災廃棄物処理計画 

   県は、千葉県市町村震災廃棄物処理計画策定指針（以下「策定指針」という。）に基づき、市町村

における震災廃棄物処理計画の策定を促し、迅速かつ適正な処理体制の確立を図る。  

ア 実施機関 

（ア）震災時における被害地帯の清掃は、市町村長が実施するものとする。 

（イ）市町村は、震災等による大量の廃棄物が発生し、当該市町村等で処理が困難な場合は「災害

時等における廃棄物処理施設に係る相互援助細目協定」に基づき相互に援助協力を行う。 

また、建築物の解体に伴うがれき等の大量発生が予想されることから、「地震等大規模災害時

における災害廃棄物の処理等に関する協定」及び「地震等大規模災害時における被災建物の  

解体撤去等に関する協定」に基づき、民間事業者の協力を求める。 

（ウ）県は、市町村震災廃棄物処理計画策定に関する助言、震災廃棄物処理に関する情報提供を  

行う。 

イ 廃棄物の収集と処理 

（ア）市町村における組織体制 

 震災廃棄物対策組織として、総務、し尿処理、ごみ処理及びがれき処理に関する各担当を  

置き、被害状況を把握し、県、他の市町村、関係団体等と連携を図りながら、震災廃棄物の   
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適正かつ円滑な処理に当たる。 

  （イ）震災廃棄物の処理方針 

ａ がれき 

  がれきは、膨大な量が発生することから、いったん仮置場に保管し、分別、中間処理、   

リサイクルを行ったのち、原則として各市町村の最終処分場で適正に処分することとする。 

ｂ 粗大ごみ 

  粗大ごみは、平常時に比べ増大することから、震災時の混乱を想定して特例的な排出、  

収集、処理方法を検討しておくこととする。 

  ｃ 生活ごみ 

    生活ごみは、衛生、防疫に十分配慮するとともに、震災時の混乱を想定して特例的な排出、

収集、処理方法を検討しておくこととする。 

  ｄ 適正処理が困難な廃棄物に関する処理方針 

    産業廃棄物に該当するものは、平常時と同様に事業者の責任において処理するものとする。

一般家庭から排出されるものは、適切な処理方法を住民に広報するとともに相談窓口   

を設置するものとする。 

  ｅ し尿に関する処理方針 

    震災により水洗便所が使用できなくなる可能性があること等から、発生量を適正に予測  

するとともに、衛生、防疫に十分配慮して処理する。 

    また、必要に応じ、「大規模災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥の収集運搬に関する協定」

に基づき、民間業者の協力を求める。 

（ウ）発生量の推計方法 

各市町村において、原則として策定指針で定めた推計方法によって発生量を推計し、処理  

体制の確立を図る。 

（エ）一時集積場所の確保 

膨大な量が発生するがれきを適正に処理するためには仮置場を使用することが有効である  

ことから、各市町村において策定指針で定めた推計方法によって必要面積を推計し、設置場所

について調整を行う。 

（オ）仮設トイレの確保 

 断水や下水道施設の損壊等により、水洗トイレが使用できなくなるほか、大量の仮設トイレ

の設置が必要となることから、県では、あらかじめその備蓄状況を把握するとともに、広域で

の相互応援体制のあり方も検討しておく。 

（２）障害物の除去 

ア 実施機関 

災害により障害物が住居又はその周辺に運びこまれ、日常生活が営み得ない状態にあり、かつ

自らの資力により障害物を除去できない住民に対し、応急的な障害物の除去を実施する。 

（ア）住居又はその周辺に運ばれた土砂、竹木等で、日常生活に著しい障害を及ぼしている場合、

その除去は、市町村長が行うものとする。 

   ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

   なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

（イ）当該市町村限りで処理不可能な場合は、隣接市町村、県、国、その他の関係機関の応援を   

得て実施するものとする。 

イ 道路関係障害物の除去計画 

 道路上の障害物の除去は自動車・死体等の特殊なものを除き、道路法第３章第１節「道路管理

者」に規定する道路管理者が行う。この場合において、災害の規模・障害の内容等により、関係

者及び関係機関と密接な連絡を取り、協力して交通の確保を図るものとする。 

 特に「緊急輸送道路一次路線」については最優先に実施する。 
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ウ 河川・海岸・港湾・漁港関係障害物除去計画 

（ア）河川・海岸 

  河川・海岸の機能を確保するため、河川・海岸における障害物を除去、しゅんせつする。 

（イ）港湾・漁港 

ａ 港湾区域内に流入してきた塵芥、流木については、千葉清港会等に運営を委託している 

清掃船（千葉港３隻、木更津港１隻）等により除去する。 

ｂ 臨港道路上の塵芥等については、千葉清港会等が必要な機械・器具を用いて除去し、海塵

と同様に焼却する。 

ｃ 漁港区域内に流入してきた塵芥、流木及び臨港道路上の塵芥等の除去は、漁港管理者が 

行う。 

ｄ 海上保安部は、海難船舶又は漂流物・沈没物等により船舶交通の危険が生じ、又は生じる

おそれがあるときは、所有者に対し、これらの除去、その他船舶交通の危険を防止するため

の措置を講じることを命じ、又は勧告する。 

エ 住宅関連障害物除去計画 

 住居又はその周辺に運ばれた土砂、材木などで日常生活に著しい障害を及ぼしているものの 

除去は、次のとおりである。 

（ア）障害物の除去の対象となる者 

ａ 当面の日常生活が営み得ない状態にある者であること 

ｂ 住家の被害程度は、半壊又は床上浸水した者であること 

ｃ 自らの資力をもってしては、障害の除去ができない者であること 

（イ）障害物の除去の方法 

ａ 救助の実施機関が、人夫あるいは技術者を動員して、障害物の除去を実施する。 

ｂ 日常生活に欠くことのできない場所に運びこまれた障害物の除去に限ること（応急的救助

に限ること） 

（３）環境汚染の防止対策 

 倒壊建築物の解体・撤去等に伴うアスベストの飛散や、危険物の漏洩による環境汚染に対処する

ため、環境監視体制の整備を図るとともに、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」

（環境省水・大気環境局大気環境課）を参考に環境汚染防止体制の強化を図る。 

ア 県は、被災した建築物に吹付けアスベスト等が使用されている場合、解体・撤去に伴うアス  

ベストの飛散を防止するため、必要に応じ事業者に対し大気汚染防止法に基づき適切に解体等を

行うよう指導・助言する。 

イ 市町村は、必要に応じて、アスベスト飛散の危険性について住民やボランティアに対し注意  

喚起や被害防止のための指導を行う。 

（４）健康被害の防止対策（千葉労働局） 

   平時において、建築物の解体作業における作業員の健康被害を防止するため、アスベスト暴露  

防止措置の徹底を図るよう事業者に指導している。震災後においても、平時に準じた対応を行う 

よう事業者への指導に努めることとする。 
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第１４節 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理 

 

 

 震災による住宅の全壊や半壊等により、住家を滅失し又は自己資力では住宅の確保や修理ができない

被災者に対し、応急仮設住宅の建設や日常生活に欠くことのできない部分の修理を行う。 

 また、被災住宅の倒壊による二次災害を防止するため、建築物の応急危険度判定や被災宅地危険度  

判定を実施するとともに、日頃から応急危険度判定士等の養成を行う。 

 

１ 応急仮設住宅の提供等（防災危機管理部、健康福祉部、農林水産部、県土整備部） 

 災害により住家を滅失した被災者の居住の安定を図るため、応急仮設住宅や公営住宅の空き家の 

活用を図るとともに、民間の賃貸住宅を借上げる。 

（１）応急仮設住宅の建設等（健康福祉部、農林水産部、県土整備部） 

 地震災害により、住家を滅失し、自己の資力では住家を確保できない者を収容するため、応急   

仮設住宅を建設する。 

 その際あらかじめ検討している建設適地の選定や建設体制、必要資材の確保方法等に基づき迅速

な建設を行う。 

ア 実施機関 

（ア）応急仮設住宅の建設は、市町村長が行うものとする。 

 ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

   なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

（イ）当該市町村限りで処理不可能な場合は、近隣市町村、県、国その他の関係機関の応援を得て

実施する。 

  イ 民間賃貸住宅の借り上げ 

公的一時提供住宅及び応急仮設住宅を十分確保できない場合、県は、関係団体と協力をし、

応急仮設住宅の建設に代えて、借り上げにより民間賃貸住宅を提供できるよう努める。 

（２）住宅の応急修理計画 

 災害により、住家が半焼、若しくは半壊し自己の資力では応急修理ができない住民、または大  

規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した住民に対し、居室、  

便所及び炊事場等日常生活に欠くことのできない部分を、応急的に修理する。 

  ア 実施機関 

  （ア）住宅の応急修理は、市町村長が行うものとする。 

   ただし、災害救助法が適用された場合は知事が行い、市町村長はこれを補助するものとする。 

   なお、知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の

実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

（イ）当該市町村限りで処理不可能な場合は、近隣市町村、県、国、その他関係機関の応援を得て

実施する。 

  イ 住宅事業者の団体との連携 

    住宅の応急修理の実施にあたっては、必要に応じて、住宅事業者の団体と連携を図るとともに

具体的な連携のあり方について今後検討していく。 

（３）建設資材の確保 

ア 県が行う応急仮設住宅の建設資材及び建設工事労務は、協定に基づき、①社団法人プレハブ  

建築協会②社団法人千葉県建設業協会のあっせんする業者を通じて確保する。 

イ 災害応急復旧用材（国有林材）の供給及び県有林材の使用 

（ア）国有林材の供給 

ａ 農林水産省（林野庁）は、被災者の救助、災害の復旧及び木材需給の安定のため、国有林
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材の供給を行うこととしている。 

  関東森林管理局では、上記により国有林材の供給を行うこととしている。 

ｂ 災害復旧用材の供給は、知事、市町村長等からの要請に基づいて行う。 

（イ）県有林材の使用 

 災害時に木材の供給販売等が困難となり、応急的に木材を必要とする場合は、県有林材を 

提供する。 

 

２ 被災建築物の応急危険度判定支援体制の整備（県土整備部） 

 大規模な地震により被災した建築物について、余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次  

災害を防止、使用者・利用者等の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定の迅速かつ的確

な実施が極めて重要である。 

（１）応急危険度判定の実施 

  ア 実施機関 

  （ア）被災建築物応急危険度判定は、市町村長が行う。 

  （イ）知事は、判定に必要な支援を行うものとする。 

（２）応急危険度判定体制の整備 

 県は、全国被災建築物応急危険度判定協議会の定める要綱等に基づき、県内における応急危険度

判定に関する実施体制の整備を図り、１０都県被災建築物応急危険度判定協議会（「震災時等の相互

応援に関する協定」平成8年6月締結）の規約に基づき、広域的な相互支援体制の整備に努める。 

 震災時においては、１０都県被災建築物応急危険度判定協議会の協力のもと迅速かつ的確な災害

対応を図る。 

（３）応急危険度判定士の養成・登録 

 県は、千葉県被災建築物応急危険度判定士認定要綱（平成7年10月制定）に基づき、建築士等の  

建築技術者に対し、応急危険度判定に必要な建築技術を習得させるため講習会を開催し、応急危険

度判定士（以下「判定士」という。）の養成に努めるとともに、判定士名簿の管理にあたる。 

 震災時においては、判定を実施する市町村に対して、迅速かつ円滑な支援活動を行う。 

 

３ 被災宅地危険度判定支援体制の整備（県土整備部） 

大規模な地震により、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、被災宅地危険度判定士を活用して

被害の発生状況を迅速かつ的確に把握することによって、適切な応急対策を講じて二次災害の軽減 

及び防止並びに被災宅地の円滑な復旧に資するため、以下の施策を推進する。 

（１）被災宅地危険度判定体制の整備 

県は、被災宅地危険度判定連絡協議会（全国協議会）の定める「被災宅地危険度判定実施要領」

に基づき、国、都道府県等との広域的な支援体制の整備に努めるとともに千葉県被災宅地危険度判

定地域連絡協議会（地域協議会）の定める「千葉県被災宅地危険度判定実施要領」に基づき、県内

における被災宅地危険度判定に関する実施体制の整備に努める。 

震災時においては、全国協議会及び地域協議会の協力体制のものと、迅速かつ的確な災害対応を

図る。 

（２）被災宅地危険度判定士の養成・登録 

県は、千葉県被災宅地危険度判定士認定登録要綱（平成15年3月6日決定）に基づき、土木・建築

又は宅地開発の技術を取得させるため講習会を開催し、被災宅地危険度判定士（以下「宅地判定士」

という。）の養成に努めるとともに、宅地判定士名簿の管理にあたる。 

   震災時においては、県は、判定を実施する市町村の要請に基づき、速やかに宅地判定士に協力を

依頼する等の派遣措置を行う。 
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４ り災証明書の交付 

  市町村は、各種の支援措置が早期に実施されるよう、発災後早期にり災証明書の交付体制を確立し、

被災者にり災証明書を交付する。 
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第１５節 液状化等によるライフライン関連施設等の応急復旧 

 

 

 上下水道・電気・ガス・通信・工業用水道・交通等のライフライン施設が大震災により液状化などの

被害を受けた場合、都市生活機能は著しく低下し、まひ状態が長期化するおそれの強いことは阪神・  

淡路大震災及び東日本大震災などでさらに明らかになったところである。したがって、これらの施設の

応急復旧体制を確立し、防災関係機関及びライフライン事業者が相互に緊密な連携を図りながら迅速な

活動を行うこととする。 

 

１ 水道施設（総合企画部、水道局）  ※ 基本方針 

 震災時において、水道事業体は、飲料水及び生活用水の確保を図るとともに、二次災害の防止に  

努める。このため、事前に被害を想定し、応急復旧計画を定め、迅速な応急復旧を行う。 

 なお、被災事業体等のみで対応できない場合は、「千葉県水道災害相互応援協定」等に基づき県内  

水道事業体等の応援を得て、復旧を行うものとする。 

（１）震災時の活動体制 

 震災時においては、応急活動体制を速やかに確立する。 

（２）応急復旧 

 応急復旧にあたっては、的確に被害状況を把握し、速やかに応急復旧対策を確立する。 

ア 復旧の優先順位 

（ア）取水、導水、浄水施設の復旧を優先する。 

（イ）主要な送・配水管及び応急給水拠点に至るまでの管路の復旧を優先する。  

イ 資機材の確保 

 応急復旧に必要な管類等の資機材を備蓄するとともに、災害時応援協定を締結している資機材

の供給団体に速やかに必要な材料を要請する。 

ウ 人員の確保 

 応急復旧に必要な人員の確保及び配置を行う。 

（３）県営水道の応急復旧 

 施設の被害状況を的確に把握して、早期復旧を図り、発災から最大４週間以内を目途に平常給水

が行えるよう、応急復旧体制を確立する。 

 なお、県営水道のみで対応できない場合は、「千葉県水道災害相互応援協定」及び東京都水道局等

との「災害相互応援に関する協定」等に基づき応援を得て、復旧を行う。 

                  ＜資料○－○ 千葉県水道災害相互応援協定＞ 

ア 被害発生の把握及び緊急措置 

  （ア）地震の規模により、千葉県地域防災計画に合わせた応急体制を確立する。 

  （イ）浄・給水場施設や管路の点検により、被害情報を迅速に把握するとともに、火災の発生状況

を確認のうえ、漏水箇所の切り離し等の緊急措置を講じて、被害の拡大及び二次災害の防止を

図る。 

     なお、管路パトロールについては、災害時の応援協定を締結している千葉県水道管工事協同

組合と協力して実施する。 

イ 応急復旧 

 以下の目標をたて、次の方針に基づく復旧計画を立案し実施する。 

（ア）被害状況に基づき、速やかに水道局の復旧体制を確立するとともに、住民への広報、保安   

対策に万全を期する。 

（イ）復旧にあたっては、道路管理者等及び関係するライフライン事業者と工程調整のうえ作業を

行う。 
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  （ウ）液状化等により漏水箇所の特定が困難な場合は、速やかに漏水調査機器等を使用し、漏水   

箇所を把握する。 

  （エ）応急復旧は、県水道局職員と千葉県水道管工事協同組合等による復旧作業班を編制し実施  

する。 

     組合の施行業者に的確に復旧を指示するとともに、復旧資機材の迅速な手配を行う。 

（オ）施行に当たっては、浄・給水場の配水池を起点として上流側から進める。なお、給水装置の

応急復旧も並行して進め、作業の難易、能力及び復旧資材の有無等を検討し、最も早期復旧の

可能な方法を選定する。 

（カ）施設の機能に重大な影響を及ぼす被害の復旧を優先して行い、通水に支障のない軽微な被害

は二次的に扱う。 

（キ）復旧完了後、直ちに充水・洗浄を行い、水質確認のうえ速やかに通水する。 

ウ 応急復旧資機材の確保 

 当局の備蓄資機材で対処することとするが、不足する場合は、災害時等の応援協定を締結して

いる製造会社及び水道用資機材供給会社等から調達する。 

  復旧資機材の配管材料等は、水道局幕張倉庫及び給水場等へ分散して備蓄する。 

 

２ 下水道施設（県土整備部） 

（１）応急活動体制 

 管轄する下水道施設に地震災害の発生するおそれのある場合には、即時に応急防災活動を実施す

る。このために、防災活動が円滑に遂行できるように、応急活動体制の整備に努める。 

（２）緊急活動 

 地震災害が発生した場合、直ちに被害状況の調査、施設の点検を実施し、下水道機能の支障及び

二次災害のおそれがあるものについては緊急防止活動を行い、必要があるときは、公益社団法人  

日本下水道管路管理業協会関東支部長と下水道課長が締結した「災害時における応急対策の協力に

関する協定書」により応急対策を行う。 

 なお、活動体制の確立並びに関係機関等の連携による応援体制の確立を図る。 

（３）応急復旧対策 

 施設の重要度、危険度を考慮し、被害調査の優先順位を定め、点検マニュアルに基づき調査を  

行うとともに、応急復旧対応の内容を決定（専門技術を持つ人材の活用等）し、復旧工事を実施   

する。 

 なお、県のみで対応できない場合は、東京都など１都７県等との「関東ブロック下水道事業に  

おける災害時支援に関するルール」に基づき、応援を得て復旧を行う。 

 ＜資料○－○ 関東ブロック下水道事業における災害時支援に関するルール＞ 

（４）防災用資機材の整備、備蓄対策 

 地震災害時において、下水道施設の処理機能を保持するため、応急防災用資機材について可能な

限り備蓄する。また、民間業者との協力協定の締結等により連携を密にし、必要な資機材の種類と

数量を確保するよう努める。 

（５）広報対策 

 下水道施設の被害及び復旧の状況等について、地域住民への適切な広報に努める。 

 

３ 電気施設 

（１）震災時の活動体制 

 地震災害が発生したとき、東京電力は、次により非常災害対策本部を千葉支店内に設置する。  

本部の下に情報班、復旧班、給電班、資材班、厚生班、システム班、カスタマーセンター班及び    

総務班の８班を置く。 

 また、支部を各支社に設置する。 

 なお、夜間休日等の緊急呼集並びに交通、通信機関の途絶に対応できるよう要員の選抜、呼集  
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方法、出動方法等につき検討し、適切な要員構成を行っておく。 

 さらに、請負会社については、あらかじめ出動可能要員を把握しておくとともに、震災時におけ

る応援出動体制を確立しておく。 

（２）震災時の応急措置 

ア 資機材の調達 

 第一線機関等においては、予備品、貯蔵品等の在庫品を常に把握し、調達を必要とする資機材

は、次のいずれかの方法により可及的速やかに確保する。 

（ア）第一線機関等相互の流用 

（イ）現地調達 

（ウ）支店対策本部に対する応急資機材の請求 

 なお、災害地及び当該機関との連絡が全く途絶し、しかも相当の被害が予想される場合は、

支店対策本部において復旧資機材所要数を想定し、当該支部あて緊急出荷し、復旧工事の迅速

化に努める。 

イ 人員の動員、連絡の徹底 

（ア）災害時における動員体制を確立すると同時に連絡方法も明確にしておく。 

（イ）社外者に応援を求める場合の連絡体制を確立する。 

ウ 震災時における危険予防措置 

災害発生時といえども需要家サービス及び治安維持上原則として送電を維持するが、浸水、

建物倒壊により運転することがかえって危険であり、事故を誘発するおそれがある場合、又は

運転不能の予想される場合は、運転を停止し、関係各機関に連絡するとともに、必要な措置を

講じ待機する。 

（３）応急復旧対策 

ア 被害状況の早期把握 

 全般的な災害状況把握の遅速は、復旧計画樹立に大いに影響するので、あらゆる方法をもって

被害状況の早期把握に努める。 

イ 復旧の順位 

 各設備の復旧順位は原則として下記によるものとするが、災害状況、各設備の被害復旧の難易

等を勘案し、供給上復旧効果の大きいものより行う。 

（ア）送電設備 

ａ 全回線送電不能の主要線路 

ｂ 全回線送電不能のその他の線路 

ｃ １回線送電不能の重要線路 

ｄ １回線送電不能のその他の線路 

（イ）変電設備 

ａ 主要幹線の復旧に関する送電用変電所 

ｂ 都心部に送電する系統の送電用変電所 

ｃ 重要施設に供給する配電用変電所 

（ウ）通信設備 

ａ 給電指令用回線並びに制御、保護及び監視回線 

ｂ 保守用回線 

ｃ 業務用回線 

（エ）配電設備 

病院、交通、通信、報道機関、水道、ガス、官公庁等の公共機関、避難場所、その他重要    

施設への供給回線を優先的に送電する。 

ウ 感電事故並びに漏電による出火を防止するため、テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を通じて

需要家に対し、次の諸点を十分ＰＲするほか、広報車等により直接当該地域へ周知する。 

（ア）切れた電線や、たれ下がった電線には絶対に触らないこと。 
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（イ）使用中の電気器具のコンセントは直ちに抜くこと。 

（ウ）外へ避難するときは、安全器又はブレーカーを必ず切ること。 

（エ）電柱の倒壊、折損、電線の断線・垂下等を発見した場合は、速やかにカスタマーセンターへ

連絡すること。 

（オ）建物の倒壊により損傷した屋内配線、電気機器は危険なため使用しないこと。使用する場合

は、絶縁検査を受けてから使用すること。 

エ 災害時における住民の不安を鎮静させるため、電力施設の被害状況、復旧予定についての的確

な広報を行うものとする。 

オ 需要家からの再点検申込み等を迅速適切に処理するため、能率的な受付処理体制を確立して 

おくものとする。 

 

４ ガス施設 

 災害によりガス施設に被害が生じた場合は、二次災害の発生を防止するとともに、速やかに応急  

措置を行い、ライフライン施設としての機能を維持することが必要である。 

 このため、災害対策の迅速かつ適切な実施を図り、公共の安全と便益を図るため、以下の防災対策

を実施する。 

（１）非常災害体制の確立 

ア 地震発生時の出動 

（ア）勤務時間内の場合は、社内連絡により所属事務所に出動する。 

（イ）勤務時間外の場合は、地震の大きさをテレビ・ラジオ等の情報により判断し、あらかじめ   

指定された箇所に、自動発令で出動する。 

イ 気象庁発表の大津波警報が発表された場合の出動 

（ア）勤務時間内の場合は、社内連絡により所属事務所に出動する。ただし、津波からの避難を   

優先とする。 

（イ）勤務時間外は、津波の高さ・到達時間をテレビ・ラジオ等の情報より判断し、あらかじめ   

指定された箇所に出動する。ただし、津波からの避難を優先とする。 

ウ 非常災害対策本部、支部の設置 

 地震等の非常災害が発生した場合、または、大津波警報が発令された場合、災害対策の迅速  

かつ適切な実施を図るため、本社に非常災害対策本部を設置するとともに、各事業所に支部を 

設置し、全社的な応急活動組織を編成する。 

（２）応急対策 

ア 震災時の初動措置 

（ア）官公庁、報道機関及び社内事業所等から、被害情報等の情報収集を行う。 

（イ）事業所設備等の点検を行う。 

（ウ）製造所、整圧所における送出入量の調整又は停止を行う。 

（エ）ガス導管網の地域ブロック化及び被害状況に応じた減圧措置を講じる。 

（オ）その他、状況に応じた措置を行う。 

イ 応急措置 

（ア）非常災害対策本部の指示に基づき、各事業所は有機的な連携を保ちつつ施設の応急措置にあ

たる。 

（イ）施設を点検し、機能及び安全性を確認するとともに、必要に応じて調整修理する。 

（ウ）供給停止地域については、供給可能な範囲で供給系統の切り替え等を行い、速やかなガス供

給再開に努める。 

（エ）その他、現場の状況により適切な措置を講じる。 

ウ 資機材等の調達 

 復旧用資機材を確認し、調達を必要とする資機材は、次のいずれかの方法により確保する。 

（ア）取引先、メーカー等からの調達 
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（イ）各支部間の流用 

（ウ）他ガス事業者からの融通 

エ 車両の確保 

 本社地区に工作車、広報車を保有しており常時稼働可能な体制にある。 

 また、主要な車輛には、無線を搭載している。 

（３）災害時の広報 

 災害時には、供給区域全域の供給停止をすることなく、被害の程度に応じてブロック毎に供給を

停止するが、ガスによる二次災害の防止、県民の不安除去のため、広報車による巡回のほか、消防

署、警察署、報道機関等に協力を要請し、あらゆる手段をつくして、被害地区におけるガス機器の

使用上の注意事項、ガス供給状況、供給停止地区の復旧の見通しについて広報する。 

ア 地震発生時には 

（ア）ガス栓を全部閉めること。 

（イ）ガスメータのそばにあるメータコックを閉めること。 

（ウ）ガスの臭いがする場合、火気使用は厳禁であること。 

 この場合には、ガス栓・メータコックを閉め、直ちにガス会社に連絡すること。 

（エ）換気扇の使用は、スイッチの火花によって爆発の原因となるので避けること。 

イ マイコンメータ（前面にランプがあるメータ）が作動してガスが出ない場合。 

（ア）グレーのメータの場合は、マイナスドライバーで左上の蓋を開け、内部の軸をドライバーで

反時計回りにしっかりと回し、ランプの点灯を確認する。 

（イ）クリームのメータの場合は、左上の丸い蓋を外し、中のボタンをしっかり押し、ランプの   

点灯を確認する。 

（ウ）操作終了後３分間マイコンによる漏洩検査のためガスの使用はしないこと。 

ウ 供給を停止した場合 

（ア）ガス栓を開いてもガスがでない場合は、供給を停止しているので、ガス栓、メータコックを

閉め、ガス会社から連絡があるまで待つこと。 

（イ）ガスの供給が再開される時には、必ず、あらかじめガス会社が各家庭のガス設備を点検し、

安全を確認するので、それまでガスを使用しないこと。 

（４）復旧活動拠点の確保 

復旧要員の集合場所、宿泊場所、車輌の駐車スペース、資機材置場等の候補地のリストアップ、

連絡先の確認等をあらかじめ実施し、これらを確保しておく。また、残土、廃材、資機材等の仮置

きについて、県、市町村等が指定する臨時場所がある場合、その使用についてあらかじめ協議し、

用地等の確保に努める。 

（５）事業継続計画の策定・発動（東京ガス㈱） 

 事故・災害について、必要によりあらかじめ事業継続計画を策定する。また、策定にあたっては、

関係者の生命・身体の安全及び被害拡大の防止を前提とした上で、最低限維持しなければならない

以下の業務を最優先する。 

  ア ガスの製造・供給の維持、保安の確保に関する業務 

  イ ガスの供給が停止した場合には、その復旧作業に関する業務 

  ウ 供給制限が必要となった場合の需要家対応に関する業務 

  エ その他企業として事業を継続する上で最低限必要な通常業務 

   事業継続計画の発動が必要な場合は、事務局が本部長に具申し、発動は本部長が命ずる。 

 

５ 通信施設 

（１）東日本電信電話㈱ 

ア 震災時の活動体制 

（ア）災害対策本部の設置 

 震災が発生した場合は、その状況により、千葉支店をはじめ各営業支店に災害対策本部を 
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設置し、情報の収集伝達及び応急対策が実施できる体制をとる。 

 この場合、県、市町村及び各防災機関と緊密な連絡を図る。 

（イ）情報連絡体制 

 震災の発生に伴い情報連絡体制を確立し、情報の収集及び伝達にあたる。 

イ 発災時の応急措置 

（ア）設備、資機材の点検及び発動準備 

 大地震の発生とともに、次のとおり設備、資機材の点検等を行う。 

ａ 電源の確保 

ｂ 災害対策用無線機装置類の発動準備 

ｃ 非常用電話局装置等の発動準備 

ｄ 予備電源設備、移動電源車等の発動準備 

ｅ 局舎建築物の防災設備の点検 

ｆ 工事用車両、工具等の点検 

ｇ 保有資材、物資の点検 

ｈ 局内、局外施設の巡回、点検による被害状況の把握 

（イ）応急措置 

 震災により、通信設備に被害が生じた場合又は異常輻輳等の事態の発生により、通信の疎通

が困難になったり、通信が途絶するような場合においても、最小限度の通信を確保するため、

次のとおり応急措置を行う。 

ａ 通信の利用制限 

ｂ 非常通話、緊急通話の優先、確保 

ｃ 無線設備の使用 

ｄ 特設公衆電話の設置 

ｅ 非常用可搬型電話局装置の設置 

ｆ 臨時電報、電話受付所の開設 

ｇ 回線の応急復旧 

ｈ 伝言・取次サービスの実施 

（ウ）震災時の広報 

 震災のため通信が途絶、若しくは利用の制限を行ったときは、広報車、ラジオ、テレビ等に

よって次の事項を利用者に周知する。 

ａ 通信途絶、利用制限の理由と内容 

ｂ 災害復旧措置と復旧見込時期 

ｃ 通信利用者に協力を要請する事項 

ｄ 災害用伝言ダイヤル「１７１」の提供開始 

ウ 応急復旧対策 

 震災により被災した通信回線の復旧にあたっては、あらかじめ定められた復旧順位にしたがっ

て実施する。災害復旧工事については、次により工事を実施する。 

（ア）電気通信設備等を応急的に復旧する工事 

（イ）原状復旧までの間、維持に必要な補強、整備工事 

（２）㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

  ア 震災時の活動体制 

（ア）災害対策本部の設置 

震災が発生した場合はその状況により千葉支店に災害対策本部を設置し、情報の収集伝達 

及び応急対策が実施できる体制をとる。  

     この場合、県等の防災機関と緊密な連絡を図る。 

  （イ）情報連絡体制 

     震災の発生に伴い情報連絡体制を確立し、情報の収集及び伝達にあたる。 
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   イ 発災時の応急措置 

  （ア）設備、資機材の点検及び発動準備  

     震災の発生とともに、次のとおり設備、資機材の点検等を行う。 

    ａ 可搬型無線基地局装置の発動準備 

    ｂ 移動電源車等の発動準備 

    ｃ 局舎建築物の防災設備等の点検 

    ｄ 工事用車両、工具等の点検 

    ｅ 保有資材、物資の点検 

    ｆ 局内、局外施設の巡回、点検による被害状況の把握 

  （イ）応急措置 

     震災により通信設備に被害が生じた場合、または異常輻輳等の事態の発生により通信の疎通

が困難になったり、通信が途絶するような場合においても、最小限度の通信を確保するため、

次のとおり応急措置を行う。 

    ａ 通信の利用制限 

    ｂ 非常通話、緊急通話の優先、確保 

    ｃ 可搬型無線基地局装置の設置 

    ｄ 携帯電話、衛星携帯電話による臨時電話の運用 

    ｅ 回線の応急復旧 

  （ウ）災害時の広報 

     震災のため通信が途絶、若しくは利用の制限を行ったときは、広報車、ラジオ、テレビ等    

によって次の事項を利用者に通知する。 

    ａ 通信途絶、利用制限の理由と内容 

    ｂ 災害復旧措置と復旧見込時期 

    ｃ 通信利用者に協力を要請する事項 

  ウ 応急復旧対策 

    震災により被災した通信設備の復旧にあたっては、あらかじめ定められた復旧順位にしたがっ

て実施する。  

    災害復旧工事については、次により工事を実施する。 

  （ア）電気通信設備等を応急的に復旧する工事   

  （イ）現状復旧までの間、維持に必要な補強、整備工事 

（３）ＫＤＤＩ㈱ 

ＫＤＤＩ㈱では、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には東京本社に災害対策本部  

及び対策室等を設置し、現地と緊密に連絡を取りながら各組織の機能を最大限に発揮して通信の 

疎通確保と施設の早期復旧に努める。 

災害の発生時には、局社の点検をするとともに、中継局の停電対策のため、移動電源車の出動  

準備をする。 

通信に輻輳が発生した場合には通信の利用制限を行い必要な通信を確保するとともに、一般県民

を対象に災害伝言板サービスによる安否情報の伝達に協力する。 

（４）郵便事業㈱ 

被災地における郵便の運送及び集配の確保又は早期回復を図るため、災害の態様及び規模に  

応じて、運送又は集配の経路又は方法の変更、郵便物区分方法の変更、臨時輸送便又は臨時集配便

の開設等機宜の応急措置を講ずる。 

（５）郵便局㈱ 

被災地における郵便局の利用者に対する窓口業務の維持を図るため、被災により業務継続が不能

となった郵便局についての仮局舎急設による窓口業務の迅速な業務の再開、移動郵便車等による 

臨時窓口の開設、窓口支払資金の確保及び窓口取扱時間又は取扱日の変更等の措置を講ずる。 

また、郵便事業㈱の災害特別事務取扱い、㈱ゆうちょ銀行の非常払及び㈱かんぽ生命保険の非常
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取扱いについて、各社から要請があった場合、取扱う。 

 

６ 放送機関 

 地震が発生した場合は、放送機関は放送機能を確保した後、地震情報、災害の状況、防災活動等を

迅速・正確・適切に伝え、被災者の不安と混乱の防止、防災対策の促進等に努める。 

 また、法律に基づいて、県及び市町村の要請による防災情報の伝達にあたる。 

 

７ 工業用水道（企業庁） 

工業用水は、市民生活に欠かすことのできない食料品、生活関連物資等の生産を行う工場にとって

は必要不可欠なものであり、また、東葛・葛南地区は人口や事業所が集中する地域として管路には  

消火栓が設置され、消防水利としての機能も負っているため、早期復旧が求められる。 
併せて工水管は比較的大口径であることから、鉄道、幹線道路等への二次災害の防止にも重点を  

置くこととし、迅速なパトロール体制を構築し、被害状況把握のうえ、応急復旧計画を定め的確に  

対応する。 

（１）震災時の初動体制 

職員、巡視点検委託事業者によりパトロールを実施し、被害状況の把握に努める。また、併せて

職員ＯＢで構成する支援組織にも応援も求め、迅速化を図る。 

（２）応急復旧 

応急復旧にあたっては、被害の状況、原因等を的確に把握し、復旧活動が迅速、円滑にできるよ

う効果的、効率的な復旧計画を策定し、かつ緊急時施工体制を確保する。 
なお、必要な復旧資材のうち市場在庫が期待できないものについては備蓄品を拡充し、円滑な  

復旧を図る。 
また、復旧までの期間は、受水企業の工場設備の復旧、操業再開に支障を来さぬよう計画する。 

 

８ 道路・橋梁（県土整備部） 

 地震が発生した場合、緊急輸送道路を最優先に各道路管理者等は、所管の道路、橋梁について被害

状況を速やかに把握し、道路交通の確保を図るため、迂回路の選定あるいは通行の禁止又は制限等の

措置など利用者の安全策を講じるとともに、パトロール等による広報を行うほか、被災道路、橋梁に

ついては、応急及び復旧措置を行う。 

（１）災害時の応急措置 

機 関 名 応     急     措     置 

県 

 道路・橋梁の被災状況を速やかに把握するため、震災時における県土整備部の対応

計画、県土整備部震災実働マニュアルの定めるところにより、ライフライン占用者、

建設業者及び市町村等からの道路情報の収集に努めるとともに、各土木事務所はパト

ロールを実施する。これらの情報により応急措置を講じるとともに、必要に応じて迂

回路の選定を行う。 

 ライフライン施設の復旧における道路法の事務手続きについては、「災害時等におけ

る道路法の許可等に関する事務取扱いについて」に基づき、迅速な対応を図る。 

＜資料編○－○ 災害時等における道路法の許可等に関する事務取扱いについて＞ 

関東地方 

整備局 

 被害状況を速やかに把握するため、事務所、出張所においてはパトロールカーによ

る巡視を実施する。また、道路情報モニター等からの情報の収集に努める。これらの

情報を基に、必要に応じて迂回道路の選定、その誘導等の応急措置を行い交通路の確

保に努める。 
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（２）応急復旧対策 

 

  

９ 交通施設（総合企画部、県土整備部） 

（１）災害時の活動体制 

ア 災害対策本部等の設置 

 震災が発生した場合、各交通機関は全機能をあげて、旅客及び施設の安全確保と緊急輸送を 

行うため、災害対策本部等を設置する。 

イ 通信連絡体制 

 災害情報及び応急措置の連絡指示並びに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無線、指令電話、

鉄道電話等を利用するとともに必要に応じて無線車等も利用する。 

（２）発災時の初動措置 

 各機関の初動措置は次のとおり。 

東日本 

高速道路㈱ 

１ 地震発生後、次の基準に従って警察当局と協力して通行規制を行い、ラジオ、標

識、情報板、看板及びパトロールカー等により情報を提供するなどして、通行車の

安全確保に努める。 

 
計 測 震 度 値 通行規制内容 

計測震度4.0以上4.5未満又は特別巡回

の結果必要が認められる場合 
速度規制 

計測震度4.5以上又は5.0以上 通行止 

 

 

 

 

 

２ 通行車及び道路の被害状況等を早期に把握し、迅速かつ安全な道路交通の確保を

行うため、震災点検を行う。 

３ 災害が発生した場合、道路交通の確保及び被害の拡大防止を図るため、速やかに

応急復旧を行う。通行止を実施しているときは、上下車線が分離されている道路に

あたっては、少なくとも上下線各1車線又は片側2車線を、分離されていない道路に

あたっては、1車線を走行可能な状態に速やかに復旧させる。 

首都 

高速道路㈱ 

 地震による災害が発生したときは、利用者の安全を確保しつつ、二次災害の防止と

緊急輸送機能の確保を最優先に、次の応急対策を実施し、首都高速道路の機能回復を

図る。 

１ 震度5強以上の大地震が発生したときは、首都高速道路は一般車両の通行が禁止さ

れ、消防その他の緊急車両の通行に利用されるため、都県公安委員会の交通規制に

協力し、かつ、規制状況等を利用者に広報する。 

２ 利用者の被災の状況を緊急に把握し、消防等関係機関への迅速な情報伝達、出動・

協力要請により、被災者の救出救護その他安全確保に努める。 

３ 道路構造物、管理施設等について、その被害の状況を緊急点検し、必要に応じ応

急復旧に努める。 

４ 工事の箇所については、その被災の状況に応じて必要な措置を講じるものとする。 

機 関 名 応   急   復   旧   対   策 

県 

 被害を受けた道路は、速やかに復旧し、交通の確保に努めるものとする。特に、「緊

急輸送道路1次路線」など交通上重要と認められるものについて最優先に応急復旧作業

を実施し、道路の機能確保に努める。 

関東地方 

整備局 

 パトロール等による調査結果等を基に、被害状況を把握し、速やかに応急復旧工事

を行い、道路の機能確保に努める。 
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ア 運転規制 

 

 

機 関 名 運   転   規   制   の   内   容 

東日本 

旅客鉄道㈱ 

地震が発生した場合の列車の運転取扱いは次による。 

１ 地震発生時の運転規制は、地震計のスペクトル強度ＳＩ値（カイン）による。 

２ 運転規制区間は、一般区間と落石区間に分ける。 

３ ＳＩ値が一般区間で12以上、落石区間で6以上の場合、全列車を停止させ、規制区

間全線を保守係員の点検後解除する。 

４ ＳＩ値が一般区間で6以上12未満、落石区間で3以上6未満の場合、35㎞／ｈ以下の

速度規制を実施し、乗務員からの異常動揺等の有無を確認後、速度規制を解除する。 

京成電鉄㈱ 

強い地震を感知した場合の運転の取扱いは次による。 

１ 自社の震度計が震度4（40～99ガル）の場合、直ちに列車停止手配をとる。指定点

検箇所の異常の有無を確認の上、25km/h以下の注意運転を行う。安全を確認した区

間から規制解除し、通常運転に復する。 

２ 地震計が震度5弱以上（100ガル以上）の場合は、直ちに列車停止手配をとり当該

区間内の鉄道施設の点検を実施する。安全を確認した区間から運転を再開する。 

東京地下鉄

㈱ 

 強い地震が発生し、地震警報装置又は早期地震警報装置に地震注意報又は地震警報の

表示があった場合は、次の取扱いを行う。 

１ 地震注意報（25ガル以上） 

  先発列車のあった駅までは、注意運転とする。運転士の報告に基づき運転規制を解

除する。 

２ 地震警報（40ガル以上） 

  全列車緊急停止させ、以下の運転規制により取り扱う。 

（１）第3地震警報（40ガル以上） 

   先発列車のあった駅までは、25km/h以下の注意運転。 

（２）第2地震警報（80ガル以上） 

   先発列車のあった駅までは、15km/h以下の注意運転。 

（３）第1地震警報（100ガル以上） 

   運転見合せ 

 工務及び電気関係区長の報告に基づき運転規制を解除する。 

千葉都市 

モノレール㈱ 

地震が発生し、警報の表示があった場合は、次の取扱いを行う。 

１ 震度4の場合 

直ちに無線により全列車を一旦停止させたのち、速度を30km/h以下の注意運転を指

示するとともに駅及び関係箇所に通報するものとする。 

解除は、運転士から異常がない旨の報告を受けた時。 

「注」注意運転は、当該区間を運転する最初の列車による安全確認とする。 

２ 震度5弱以上の場合 

直ちに無線により全列車に停止を指示し、関係箇所に通報するものとする。 

解除は、保守担当課長から点検結果の報告を受け安全の確認がなされた時。 

首都圏 

新都市鉄道

㈱ 

 発災時の初動措置 

 予測震度4以上で警報を受信した場合、全列車は一旦停止後、沿線地震計の震度によ

り以下の取扱いとする。 

１ 震度4以下の場合  通常運転を再開する 

２ 震度5弱の場合   時速35 km以下の徐行運転 

３ 震度5強以上の場合 運転を中止して鉄道施設の点検 
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機 関 名 運   転   規   制   の   内   容 

その他 

民鉄各社 

  

強い地震を感知した場合の運転の取扱いは次による。 

１ 震度5弱以上の場合、列車の運転を中止することとし、その後の運転については、

保線区・電気関係区の巡回員からの報告に基づいて逐次運転規制を解除する。 

２ 震度4の場合、列車は速やかに安全な所で一時停止し、時速25km/h以下の速度で

注意運転することとし、保線区・電気関係区の巡回員からの報告に基づいて逐次 

 運転規制を解除する。 
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イ 乗務員の対応 

 

ウ その他の措置 

 

機 関 名 乗   務   員   の   対   応 

東日本 

旅客鉄道㈱ 

１ 運転中に地震を感知して、列車の運転が危険と認めた場合は、直ちに列車を停止

させる 

２ 列車を停止させる場合、その停止位置が築堤、切取り、橋梁上あるいは陸橋下の

ような場合は進路の安全を確認の上、安全と認められる場所に列車を移動させる。 

３ 列車を停止させた場合、最寄りの停車場の駅長等と連絡を取り、その指示を受け

る。 

東京地下鉄

㈱ 

１ 列車運転中、強い地震を感知し危険と認めた場合又は総合指令所長から緊急停止

の指示があった場合は、直ちに列車を停止させた後、総合指令所長に状況を報告し、

列車の進退について指示を受ける。 

２ 停止した箇所が、橋梁又は築堤上等であって危険のおそれがあると認めたときは、

進路の安全を確かめたうえ移動する。 

３ 運転士は、列車を停止したのち、規制により運転を開始するときは、架線、橋梁、

築堤上等について特に注意する。 

首都圏 

新都市鉄道

㈱ 

１ 列車の運転 

  列車進行中地震を感知し、列車の運転が危険と判断した場合および総合指令所長

から停止手配の指令があったとき又は早期地震警報システムにより警報を受信した

場合は、速やかに列車を安全な箇所に停止させる。また、列車停止後、列車および周

囲の状況を確認して総合指令所長に報告し、その後の指示を受ける。 

２ 乗客への対応 

  災害の規模、被害状況および運行の見通し等を総合指令所長からの指示等により、

適切な旅客案内を行なう。 

その他 

民鉄各社 

１ 運転中に地震を認知して、列車の運転が危険と認めた場合は、直ちに列車を停止

させる。 

２ 列車を停止させる場合、その停止位置が築堤、切取り、橋梁上あるいは陸橋下の

ような場合は進路の安全を確認の上、安全と認められる箇所に列車を移動させる。 

３ 列車を停車させた場合は、指令所又は最寄りの駅に連絡をとり、その指示を受け

る。 

東 日 本 

旅客鉄道㈱ 

東京地下鉄㈱ 

その他 

民 鉄 各 社 

１ 旅客誘導のための案内放送     ４ 出火防止 

２ 駅員の配置手配          ５ 防災機器の操作 

３ 救出、救護手配          ６ 情報の収集 
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（３）乗客の避難誘導 

 

（４）事故発生時の救護活動 

機 関 名 避   難   誘   導   方   法 

東日本 

旅客鉄道㈱ 

 

民鉄各社 

（下記以外） 

１ 駅における避難誘導 

（１）駅長は、係員を指揮してあらかじめ定めた臨時避難場所に混乱の生じないよう

誘導し避難させる。 

（２）旅客を臨時避難場所に誘導した後、さらに市町村又は県があらかじめ定めた一

時滞在施設の位置、災害に関する情報等を旅客に伝達し、秩序維持に協力する。 

２ 列車乗務員が行う旅客の避難誘導 

（１）列車が駅に停止している場合は、駅長の指示による。 

（２）列車が駅間の途中に停止した場合は、原則として乗客は降車させない。 

   ただし、火災その他によりやむを得ず旅客を降車させる場合は次による。 

  ア 地形その他を考慮し、適切な誘導案内を行い旅客を降車させる。 

  イ 特に高齢者や子供、妊婦等については、他の旅客に協力を要請して安全に降

車させる。 

  ウ 隣接線路を歩行することは危険であることを放送等により徹底し、併発事故

の防止を図る。 

東京地下鉄

㈱ 

１ 駅における避難誘導 

  駅務管区長は、市町村又は県があらかじめ定めた一時滞在施設を旅客に周知し、

その方向の出入口に誘導する。 

２ 列車における旅客の避難誘導 

（１）列車が駅に停止している場合は、駅務管区長の指示による。 

（２）列車が駅間に停止した場合は、原則として乗客は降車させない。 

ただし、火災その他によりやむを得ず旅客を降車させる場合は次による。 

  ア 駅務管区長は、列車が駅間に長時間停止し、乗客の誘導が必要になったとき

は、救援隊を組織し乗客を安全な方向の隣接駅へ誘導する。 

  イ 交通弱者の介添え等について、旅客の協力を求め降車させる。 

  ウ 車内放送等により避難誘導等について説明し、危険防止を図りながら整然と

した避難誘導をする。 

首都圏 

新都市鉄道

㈱ 

１ 駅務管理所長は、係員を指揮して予め定めてある臨時避難場所へ旅客を誘導し、

避難させる。 

２ 旅客を臨時避難場所へ誘導した後、さらに避難させる必要が生じた場合は、地元

市町村と連携しながら、市町村又は県があらかじめ定めた一時滞在施設を案内す

る。 

機 関 名 救     護     活     動 

東日本 

旅客鉄道㈱ 

民鉄各社 

 災害発生時には、駅従業員、乗務員が救急救護活動にあたるとともに、非常災害対

策規則に基づき、対策本部、復旧対策部に救護班を編成し、救護活動にあたる。 

東京地下鉄

㈱ 

 駅係員、乗務員等は、死傷者の救出・救護を最優先とし、二次災害及び被害拡大の

防止に努め、旅客の安全を図る。 

首都圏 

新都市鉄道

㈱ 

１ 状況により、旅客（医師、看護師等）の協力を求める。また、救急法による手当

てができる場合は、これを行なうとともに救急車を要請して病院に収容する。 

２ 付近に病院がある場合は、その医師に依頼する。 

３ 死傷者が多数のときは、病院に収容するまでの間、列車等を使用して死傷者の隔

離を図る。 
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（５）飛行場施設 

ア 東京航空局成田空港事務所 

 東京航空局成田空港事務所は、大規模地震が発生したときは、緊急対策本部（本部長＝空港長）

を設置し、航空機の運航等に関し、次の対策を講じる。 

（ア）地震発生時の伝達は、次のルートで行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）地震発生時において次の業務を行う。 

ａ 情報の収集・伝達 

ｂ 関係機関との連絡調整 

ｃ 応急救護及び災害防止に必要な措置 

ｄ 航空機の運航に関する調整 

ｅ 通信業務の確保 

ｆ 管制業務の確保 

イ 成田国際空港㈱ 

（ア）情報伝達 

ａ 東京航空局成田空港事務所（以下「空港事務所」という。）と成田国際空港株式会社   

（以下「空港会社」という。）は、地震情報等を相互に伝達調整する。 

ｂ 空港内官公庁、関係機関及び各航空会社に対して、地震情報等を伝達する。 

ｃ 空港内の乗客等に対しては、旅客ターミナル内中央管理室及び各航空会社を通じて伝達す

る。 

ｄ 伝達ルートは次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京航空局地震災害対策本部 

成田空港事務所緊急対策本部 

空港会社緊急対策本部 

各航空会社 

関係行政機関・関係防災機関 

管轄飛行場関係者 

成田空港事務所 

（緊急対策本部） 

千 葉 県 

災害対策本部 

各 航 空 会 社 

関 係 機 関 

中 央 管 理 室 

官 公 庁 

空港内 

の乗客 

等 

成田国際空港株式会社 

緊 急 対 策 本 部 
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  （イ）運航対策 

 大規模地震が発生した場合、航空機の運航の確保と安全を図るため、次の措置をとる。 

ａ 航空会社に対して乗降客の安全誘導、航空機自体の保安対策を要請する。 

ｂ 滑走路、誘導路、エプロン等の点検を実施する。 

ｃ 空港事務所の航空交通管制機関との調整を図る。 

  （ウ）空港の混乱防止対策 

 大規模地震発生時、空港内の混乱を防止するため、次の措置をとる。 

ａ 必要と認めるときは、空港関係者、災害対策関係者及び空港会社が入場を認めた者以外の

者の空港への入場を制限するものとする。 

ｂ 各航空会社に規制対策を要請する。 

ｃ 東日本旅客鉄道㈱、京成電鉄㈱等の交通機関に対して、駅への入場、乗車等の制限等措置

を要請する。 

ｄ 空港警察署に警備を要請する。 

（エ）空港施設の保安対策及び応急復旧 

 航空保安施設及びその他現有施設の機能の維持を図るため、点検を強化し、また、機能上に

障害を生じたものがあるときは、速やかに機能の復旧に努めるとともに適切な運用を行うもの

とする。 

 

10 その他公共施設（農林水産部、県土整備部） 

 地震が発生した場合、河川、海岸、港湾、都市公園、漁港、砂防、地すべり防止及び急傾斜地崩壊

防止施設の被害状況を速やかに把握し、各施設の機能確保を図るため、各機関は災害活動を実施する

とともに応急措置を行うものとする。 

（１）海岸保全施設 

 海岸保全施設が、地震、津波により被害を受けた時、又はそのおそれがある時は関係機関と協議

して必要な応急措置を行う。 

（２）河川管理施設 

 地震、津波等により堤防、護岸等の河川管理施設が被害を受けた時、又はそのおそれのある時は

関係機関と協議して施設の応急措置を行う。 

（３）港湾施設 

 地震、津波により水域施設、外郭施設、けい留施設等の港湾施設が被害を受けた時、又はその   

おそれがある時は関係機関と協議して必要な応急措置を行う。 

（４）漁港施設 

 地震・津波により漁港の基本施設等が被害を受けた時、又はそのおそれがある時は関係機関と  

協議して必要な応急措置を行う。 

（５）砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設 

 地震により砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設が被害を受けた時、又はその  

おそれのある時は関係機関と協議して必要な応急措置を行う。 

（６）都市公園施設 

   地震、津波により園路・広場、管理施設等が被害を受けた時、又はそのおそれがある時は関係   

機関と協議して必要な応急措置を行う。 
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第１６節 ボランティアの協力 

 

 

 県及び市町村は、大規模震災時において、災害応急対策の実施には多くの人員を必要とするため、  

ボランティア活動の協力を申し入れる団体や個人の協力を得て、効果的な応急対策を実施するものとす

る。県災害ボランティアセンターは千葉県災害ボランティアセンター連絡会が運営することとする。  

また、発災時に迅速な受入ができるよう県災害ボランティアセンターの開設・受入・調整についての  

マニュアル作成や訓練の実施等により体制を整備するとともに、活動の中で行政やボランティア団体・

ＮＰＯ法人等との連携や連絡調整の中心的な役割を担うボランティアコーディネーターの養成に努める。

なお、被災者の多様なニーズに応えられるよう、多様な立場の者の能力が活用され、意見が反映される

よう努める。このため、千葉県災害ボランティアセンター連絡会を中心に、常日頃から連携体制の強化

に努めるとともに、市町村における様々な主体による連携体制の構築を促進する。 

 市町村災害ボランティアセンターについては、市町村社会福祉協議会が中心となって運営することが

期待されており、被災地と近隣市町村社会福祉協議会、県社会福祉協議会において、被災地災害    

ボランティアセンターなどの運営についてマニュアルが作成されている。また、相互協定の締結もなさ

れており、県及び市町村は、その運営を支援する。 

 

１ ボランティアの活動分野（防災危機管理部、総合企画部、健康福祉部、環境生活部、県土整備部） 

 ボランティアの協力を得て実施する活動内容は次のとおりとする。 

（１）専門分野 

ア 救護所での医療救護活動 

イ 被災建築物応急危険度判定 

ウ 被災宅地危険度判定 

エ 外国語の通訳、情報提供 

オ 災害情報や安否情報、生活情報の収集整理、広報 

カ 被災者への心理治療 

キ 高齢者や障害者等災害時要援護者の看護、情報提供 

ク その他専門的知識、技能を要する活動等 

（２）一般分野 

ア 避難所の運営補助 

イ 炊き出し、食料等の配布 

ウ 救援物資や義援品の仕分け、輸送 

エ 高齢者や障害者等災害時要援護者の介護 

オ 被災地の清掃、がれきの片づけなど 

カ 避難所や仮設住宅における生活支援（心理面での支援を含む。） 

キ その他被災地における軽作業等 

 

２ ボランティアとして協力を求める個人、団体（防災危機管理部、総合企画部、健康福祉部、環境生

活部、県土整備部） 

 災害時にボランティアとして活動が期待される個人、団体は次のとおりとし、これらに積極的に  

協力を求めることとする。 

（１）個  人 

ア 被災地周辺の住民 

イ 被災建築物応急危険度判定士 

ウ 被災宅地危険度判定士 

エ ボランティア活動の一般分野を担う個人 
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オ その他 

（２）団  体 

ア 日本赤十字社千葉県支部奉仕団 

イ 千葉県社会福祉協議会及び各市町村社会福祉協議会 

ウ 財団法人ちば国際コンベンションビューロー 

エ 社団法人日本アマチュア無線連盟千葉県支部 

オ その他ボランティア団体・ＮＰＯ法人等 

 

３ ボランティア意識の啓発、参加の呼びかけ（防災危機管理部、健康福祉部、環境生活部） 

 常に災害時におけるボランティア活動の重要性を明らかにし、ボランティア活動の主体となる意識

の保持を訴えるとともに、災害時には積極的な参加を呼びかけるものとする。 

（１）平時におけるボランティア意識の啓発 

 毎年１月１７日の「防災とボランティアの日」及び１月１５日から２１日までの「防災とボラン

ティア週間」を中心に実施する講演会やシンポジウムなどの諸行事を通じ、県民にボランティア  

意識の醸成を図る。 

 また、毎年９月１日の「防災の日」及び８月３０日から９月５日までの「防災週間」を中心に   

実施する防災訓練や各種啓発行事に積極的にボランティア団体等の参加を求めることにより、その

重要性を広報する。あわせて、住民やボランティア団体等の参加を得た実践的な防災訓練を 

実施し、災害時におけるボランティアの協力が円滑に得られるよう日ごろから連携の強化を

図る。 

 「千葉県県民活動推進計画」に基づき、「ＮＰＯ月間」等様々な機会を通じて、防災分野を   

含め「共助」の精神に基づく住民相互の助け合いや地域におけるボランティア活動の重要性につい

ての県民の理解と活動への参加の促進を図る。 

（２）災害時における参加の呼びかけ 

 大規模な災害が発生した際には、インターネットやテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関や県及び

県内市町村に加え、社会福祉協議会ボランティアセンターや市町村市民活動支援センター、ボラン

ティア団体やＮＰＯ法人並びに近隣都県の社会福祉協議会、日本赤十字社各支部等の関係団体を 

通じて、広くボランティアの参加を呼びかける。 

   なお、東日本大震災においては、特にホームページやブログなどのネットでの情報公開により  

電話などによる問合せを少なくできたことから、インターネットを利用した参加の呼びかけを推進

する。 

 

４ 災害時におけるボランティアの登録、派遣（防災危機管理部、総合企画部、健康福祉部、環境生活

部） 

 災害の状況に応じた、より実際的なボランティア活動体制を立ち上げるため、ボランティアの受付、

登録は原則として発災後に実施することとし、県、市町村及び関係機関が十分な連携を図りながら  

迅速に対応するものとする。 

（１）県担当部局による登録 

 専門分野での活動を希望する個人及び団体については、県の各活動担当部局が中心となって対応

する。 

 県の担当部局は、被災地におけるボランティアの需要状況を基に、派遣先や派遣人員等を被災市

町村等と調整の上、派遣する。 

活 動 分 野 個 人 ・ 団 体 県 受 付 窓 口 

医療救護 医師、歯科医師、薬剤師、看護師 健康福祉部医療整備課 
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   ※平時に登録を行っている。 

（２）県災害ボランティアセンター及び市町村による登録 

 一般分野での活動を希望する個人及び団体については、災害時に設置される県災害ボランティア

センターでは、主に被災地の状況やボランティアについての案内を行い、市町村が設置する災害  

ボランティアセンター窓口において受け付け、登録する。 

 県災害ボランティアセンターで登録したボランティアについては、被災地におけるボランティア

の需要状況を基に、派遣先や派遣人員等を被災市町村と調整の上、派遣する。 

 また、被災地周辺市町村においては、県災害ボランティアセンターの指示により、被災市町村と

連絡調整の上、現地に派遣するものとする。 

 さらに、全国規模での活動希望が予想される場合には、近隣都県の協力を得て受付、登録事務を

進めるものとする。 

（３）被災現地における受付 

 被災地域内住民のボランティア希望者や県災害ボランティアセンター及び被災地周辺市町村に 

よる登録を経ずに直接現地へ来たボランティア希望者については、被災現地のボランティア窓口に

おいて受付を行い、そこでの災害対策活動に従事する。 

（４）ボランティアニーズの把握 

 被災市町村は被災現地における体制を整備し、ボランティアの需要状況の的確な把握に努める。 

 県災害ボランティアセンターは、被災市町村との連絡を密にするとともに、被災地に設置する  

現地救護本部や巡回パトロールによる情報収集、各種ボランティア団体との情報交換等により、県

全域のボランティアの需要状況の把握に努める。 

（５）各種ボランティア団体との連携 

 県災害ボランティアセンターは、日本赤十字社千葉県支部や県及び市町村社会福祉協議会、独自

に活動するボランティア団体・ＮＰＯ法人等と十分な情報交換を行うとともに必要な支援策を実施

し、密接な連携の下に各種救援救護策を進める。 

 

５ ボランティア受入体制（防災危機管理部、健康福祉部、環境生活部） 

（１）食事、宿泊場所の提供 

 ボランティアについての食事や宿泊場所については、自己調達を基本とする。 

（２）市町村災害ボランティアセンターや活動拠点の提供 

 市町村災害ボランティアセンターや活動拠点については、市町村と運営主体の市町村社会福祉協

議会が協議の上、用意する。 

（３）活動費用の負担 

 ボランティアの活動に伴う経費は、その必要性に応じてボランティアを受け入れる市町村が負担

する。ボランティアが活動に必要とする資機材については、県社会福祉協議会や市町村社会福祉協

議会においても、予め用意を行うことが望ましい。 

（４）保険の付与 

被災建築物応急危険度判定※ 

被災宅地危険度判定※ 

被災建築物応急危険度判定士 

被災宅地危険度判定士 

県土整備部建築指導課 

県土整備部都市計画課 

高齢者支援 支援団体 健康福祉部高齢者福祉課 

障害者支援 支援団体 健康福祉部障害福祉課 

外国語通訳、翻訳、情報提供 

(財)ちば国際コンベンション 

ビューローボランティア通訳、 

災害時外国人サポーター 

総合企画部国際課 

通信、情報連絡 
(社)日本アマチュア無線連盟 

千葉県支部 
防災危機管理部消防課 
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 ボランティア活動に伴う事故の発生に対処するため、県災害ボランティアセンターは県内で活動

するボランティアの把握に努め、被災地災害ボランティアセンターにおいては、ボランティア保険

の加入を活動の条件とする。 

６ ボランティアコーディネーターの養成（防災危機管理部、環境生活部、教育庁） 

 一般分野でのボランティア活動を組織的かつ効果的に進めるためには、その活動の中で行政や  

ボランティア団体・ＮＰＯ法人等との連携や連絡調整の中心的な役割を担うボランティアコーディ 

ネーターが必要である。 

 そこで、次のような研修会や講習会を通じて、普段から災害ボランティアコーディネーターの養成

を進める。 

（１）災害対策コーディネーター養成講座（県防災危機管理部） 

（２）ボランティアコーディネーター育成講座（県環境生活部） 

（３）さわやかちば県民プラザにおける研修・情報提供（県教育庁） 

（４）ボランティアリーダー・コーディネーターコース研修（県社会福祉協議会） 

 

７ 日本赤十字社千葉県支部防災ボランティア養成・研修計画 

 日本赤十字社千葉県支部は、災害時の救援活動に参加・協力するボランティアを養成するため、  

次の計画に基づき研修・訓練を実施する。 

 また、大規模災害時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、ボランティアの受付、連絡

調整等を行う防災ボランティアリーダー（コーディネーター）の養成を進める。 

 

 その他に次の９奉仕団が個別に研修・訓練を実施する。 

奉 仕 団 名 災害時における活動（役割） 

千葉県赤十字地域奉仕団 
非常食の炊き出し、給食、義援金の募集、避難場所の運営補助（受

付、清掃、案内等）、献血の呼びかけ・受付等 

千葉県青年赤十字奉仕団 
避難場所の運営補助（清掃・案内・乳幼児の世話、障害を持つ人

の介助等）、救援物資の収納管理・配布等 

千葉県赤十字安全奉仕団 
災害現場又は救護所での搬送補助・応急手当、救援物資の搬送及

び配布等 

千葉県赤十字看護奉仕団 
災害現場又は救護所での医療スタッフの補助・応急手当、巡回診

療補助、避難場所での運営補助（健康相談・血圧測定等） 

千葉県赤十字語学奉仕団 通訳（診療の補助、各種案内等）、外国人被災者の安否調査等 

成田赤十字病院ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ会 外来患者の補助、入院患者の生活介助、院内の案内、清掃等 

千葉県赤十字特殊救護奉仕団 
災害現場又は救護所での搬送補助・応急手当、無線通信による  

情報収集、広報、救援物資の搬送及び配布等 

千葉県赤十字安全水泳奉仕団 津波又は洪水による溺水者の救助及び応急手当等 

千葉県青少年赤十字賛助奉仕団 避難所の子どもたちに対する遊びや学習の支援等 

項       目 対  象 実  施  内  容 

防災ボランティア説明会 一般県民 防災ボランティアの概要 

防災ボランティア新規登録者研修会 新規登録者 防災ボランティア 

防災ボランティア研修会 登録者全員 グループワーク、講演等 

防災ボランティアリーダー養成講習会（本社） 候補者 ボランティアセンターの運営方法等 

防災ボランティア地区リーダー養成講習会 候補者 
地区におけるボランティアセンターの

運営方法等 

防災ボランティアリーダー研修会 リーダー グループワーク、研修会の運営等 

防災ボランティア地区リーダーフォローアッ

プ研修会 

地区リーダ

ー 
グループワーク、地区研修会の運営等 
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第４章 災害復旧計画 

 

 
被災者生活安定のための支援 
・ 被災者生活再建支援金                   （第１節 震－４－２） 
・ 公営住宅の建設等                     （第１節 震－４－３） 
・ 災害援護資金                       （第１節 震－４－３） 
・ 生活福祉資金                       （第１節 震－４－４） 
・ 県税の減免等                       （第１節 震－４－４） 
・ 生活相談                         （第１節 震－４－５） 
・ 雇用の維持に向けた事業主への支援             （第１節 震－４－５） 
・ 義援金品の配布                      （第１節 震－４－６） 
・ その他の生活確保                     （第１節 震－４－７） 
・ 中小企業への融資                     （第１節 震－４－８） 
・ 農林漁業者への融資                    （第１節 震－４－９） 
津波災害復旧対策 
・ 河川、海岸、港湾施設                   （第２節 震－４－12） 
・ 林地荒廃防止施設                     （第２節 震－４－12） 
・ 漁港施設                         （第２節 震－４－12） 
・ 津波災害廃棄物処理                    （第２節 震－４－13） 
液状化等によるライフライン関連施設等の復旧対策 
・ 水道施設                         （第３節 震－４－14） 
・ 下水道施設                        （第３節 震－４－15） 
・ 電気施設                         （第３節 震－４－15） 
・ ガス施設                         （第３節 震－４－16） 
・ 通信施設                         （第３節 震－４－18） 
・ 工業用水道施設                      （第３節 震－４－19） 
・ 農林・水産業施設                     （第３節 震－４－19） 
・ 公共土木施設                       （第３節 震－４－20） 
激甚災害の指定 
・ 激甚災害に関する調査                   （第４節 震－４－22） 
・ 特別財政援助額の交付手続き等               （第４節 震－４－22） 
災害復興 
・ 体制の整備                         （第５節 震－４－23） 
・ 災害からの復興に関する基本的な考え方           （第５節 震－４－23） 
・ 想定される復興準備計画                  （第５節 震－４－23） 
・ 復興対策の研究、検討                   （第５節 震－４－24） 
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第１節 被災者生活安定のための支援 

 

 

 震災により被害を受けた県民が、安心した生活を取り戻せるように、経済的支援をはじめ、医療や  

雇用面における支援、さらに心のケア等を行うことによって、県民に自力復興心をもたせ、もって生活

安定の早期回復を図る。 

 

１ 被災者生活再建支援金（防災危機管理部） 

（１）目的 

   自然災害により生活基盤に著しい被害を受け、自立して生活再建することが困難な被災者に対し、

その生活の再建を支援し、もって県民生活の安定と被災地の速やかな復興に資すること。 

（２）対象災害 

   暴風、洪水、地震その他の自然災害で、次のいずれかに該当する場合 

  ア 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害が発生した市町村 

における自然災害 

  イ １０以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した市町村における自然災害 

  ウ １００以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した都道府県における自然災害 

  エ ５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、ア又はイの被害が発生した都道府県の他の   

市町 村（人口10万人未満に限る）における自然災害 

  オ ５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、ア～ウの区域に隣接する市町村（人口10万人

未満に限る）における自然災害 

（３）対象世帯 

   対象世帯は次のいずれかに該当する世帯とする。 

  ア 住宅が「全壊」した世帯 

  イ 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

  ウ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が継続している世帯 

  エ 住宅が半壊し、大規模な補修をしなければ居住が困難な世帯（大規模半壊世帯） 

（４）支給限度額 

   支給金額は、住宅の被害程度と再建方法に応じた渡し切りとし、以下の２つの支援金の合計額と

なる。ただし、世帯人数が１人の場合は各該当欄の金額の３／４の額となる。 

 

ア 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊 解体 長期避難 大規模半壊 

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 

 

イ 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃借（公営住宅以外） 

支給額 200万円 100万円 50万円 

 

（５）支給対象となる経費及び支給要件 

   支援金の使途に限定はなく、年齢・年収等の支給要件の制限も設けられていない。 

（６）被災者生活再建支援法人の指定 

   被災者生活再建支援法人（以下「支援法人」という。）として、（財）都道府県会館が指定されて

いる。 
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   なお、県は、県が行う支給事務に関し支援法人（（財）都道府県会館）へ委託している。 

（７）支援金支給手続き 

   支給申請は市町村に行い、提出を受けた市町村は申請書等の確認を行いとりまとめの上、県へ  

提出する。 

   県は当該書類を委託先である（財）都道府県会館へ提出し、申請書を受理した（財）都道府県   

会館は交付決定等を行う。 

 

２ 公営住宅の建設等（県土整備部） 

  災害により住宅を滅失した被災者の居住の安定を図るため、災害公営住宅の建設又は公営住宅の 

空き家の活用を図る。 

（１）公営住宅の建設等 

 自己の資力では住宅の再建が困難な者に対する居住の安定を図るため、住宅被害の状況、被災者

の要望等に応じ、公営住宅法に基づく災害公営住宅を建設若しくは買取又は被災者へ転貸するため

に借上げる。 

 知事は、災害公営住宅の建設等を行う市町村に対し、適切に指導・支援を実施する。 

（２）公営住宅の空き家の活用 

   公営住宅の入居者資格を有する被災者（災害が大規模な場合等において、被災市街地復興特別  

措置法第21条の規定に該当する者については、同条に規定する公営住宅の入居者資格の特例を適用

する。）に対しては、既存公営住宅等の空き家を活用し、優先的に入居できる措置等を講じる。 

   県は、関係機関や市町村と協議し、円滑な入居に努める。 

 

３ 災害援護資金（健康福祉部） 

地震により被害を受けた世帯の世帯主に対し、生活の立て直しに資するため災害資金の貸付けを 

行う。 

（１）貸付対象 

ア若しくはイに掲げる被害を受けた世帯であって、当該世帯に属する者（以下「同一世帯員」と

いう。）の当該被害を受けた年の前年の所得の合計額が、同一世帯員が１人であるときは２２０万円、

２人であるときは４３０万円、３人であるときは６２０万円、４人であるときは７３０万円、５人

以上であるときは７３０万円にその世帯に属する者のうち４人を除いた者１人につき３０万円を 

加えた額に満たないものの世帯主 

ただし、当該世帯の住居が滅失した場合にあっては、同一世帯員の当該被害を受けた年の前年の

所得の合計額が１，２７０万円に満たない世帯の世帯主 

ア 世帯主が療養に要する期間がおおむね１月以上である負傷を負った場合 

イ 住居又は家財の被害金額が当該住居又は家財の価格のおおむね３分の１以上の損害であると 

認められる場合 

（２）貸付金額 

ア 上記（１）のアの場合                                        １５０万円以内 

イ 上記（１）のアと家財の損害が重複した場合            ２５０万円以内 

ウ 上記（１）のアと住居が半壊した場合               ２７０万円以内 

エ 上記（１）のアと住居が全壊した場合               ３５０万円以内 

オ 家財の損害の場合（上記（１）のイの場合）            １５０万円以内 

カ 住居が半壊した場合                       １７０万円以内 

キ 住居が全壊した場合（クを除く）                  ２５０万円以内 

ク 住居の全体が損壊若しくは流失し、又はこれと同等と認められる特別の事情がある場合 

                                  ３５０万円以内 

（３）貸付条件 

ア 貸付期間 １０年（うち据置期間3年） 
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イ 利子 年３％（据置期間中は無利子） 

ウ 保証人 連帯保証人になること 

（４）償還方法 年賦償還又は半年賦償還 

（５）申込方法 各市町村 

 

４ 生活福祉資金（健康福祉部） 

（１）貸付対象 

低所得世帯のうち、他から融資を受けることができない者で、この資金（災害援護資金）の貸付

けを受けることによって災害による困窮から自立更生のできる世帯 

（２）貸付金額 一世帯１５０万円以内 

（３）貸付条件 

ア 据置期間 １年以内 

イ 償還期間 据置期間経過後７年以内 

ウ 利子 年 ３％（据置期間中は無利子） 

ただし、償還期間内に償還した場合は、県単独事業により利子補給の適用がある。 

エ 保 証 人 

（ア）連帯保証人となること 

（イ）原則として借受人と同一市町村に居住し、その生活の安定に熱意を有する者 

（ウ）生活福祉資金の借受人又は借受申込人となっていない者 

（４）償還方法 年賦、半年賦又は月賦 

（５）申込方法 官公署が発行する被災証明書を添付し、民生委員を通じ市町村社会福祉協議会へ申し

込む。 

 

５ 県税の減免等（総務部） 

  被災した納税義務者又は特別徴収義務者（以下「納税義務者等」という。）に対し、地方税法又は   

千葉県県税条例の規定により、県税の申請等の期限の延長、徴収猶予及び減免等個々の事態に対応し

た適時・適切な措置を講じるものとする。 

（１）申告等の期限の延長 

   災害により、納税義務者等が期限内に申告、その他の書類の提出又は県税を納付若しくは納入す

ることができないと認めるときは、次により当該期限を延長するものとする。 

ア 災害が広範囲にわたる場合 

知事が職権により適用の地域及び期日を指定するものとする。 

イ その他の場合 

  納税義務者等の申請により、県税事務所長が、災害のやんだ日から納税義務者については２月

以内、特別徴収義務者については３０日以内において期日を指定するものとする。 

（２）徴収猶予 

   災害により財産に被害を受けた納税義務者等が県税を一時に納付し又は納入することができない

と認められるときは、その者の申請に基づき１年以内において徴収を猶予するものとする。なお、

やむを得ない理由があると認められるときは、さらに１年以内の延長を行うものとする。 

（３）減免及び納入義務の免除等 

被災した納税義務者等に対し、次により減免及び納入義務の免除等を行うものとする。 

ア 個人の県民税 

個人の県民税については、市町村民税と同じ取扱いで減免するものとする。 

イ 個人の事業税 

納期未到来分については、被災の状況に応じ減免するものとする。 

ウ 不動産取得税 

  災害により滅失若しくは損壊した不動産に代わるものとしての不動産の取得、又は取得した 
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不動産がその取得直後に災害により滅失若しくは損壊した場合における当該不動産の取得につい

ては、不動産取得税を減免するものとする。 

エ 自動車税 

  災害により自動車に損害を受けた場合、運行の用に供することができない期間に応じ減免する

ものとする。 

オ 軽油引取税   

  災害により、軽油の代金及び軽油引取税の全部又は一部を受けとることができなくなったこと

について正当な理由があると認められる場合、又は徴収した軽油引取税を失った場合、特別徴収

義務者の申請により、その軽油引取税が既に納入されているときは還付し、納入されていないと

きは納入義務を免除するものとする。 

カ 固定資産税 

  災害により価値が著しく減じた大規模償却資産について減免するものとする。 

 

６ 生活相談 

 

７ 雇用の維持に向けた事業主への支援（商工労働部） 

ア 雇用の維持と失業の予防を図るため、事業主に対して各種雇用関係の助成金制度の周知・啓発

に努める。 

イ 雇用調整助成金等の特例的な運用について、厚生労働省への要請を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 相   談   の   取   扱   い 

県 

１ 県庁内に被災者総合相談窓口を設置するとともに、税務、福祉・医療、商工、   

農林・水産、土木・都市、教育、女性のための相談等の個別相談窓口を設置する。 

２ 被災者への相談事業等の展開 

  災害によるショック及び避難生活の長期化へ対応するため被災地及び避難所に 

おいて専門家等による相談等の事業を行う。 

（１）要介護者への巡回相談事業の実施 

（２）被災児童生徒及び親への相談事業の実施 

３ 住宅被災者に対する相談等の実施 

被災した住宅の復興を支援するため、住宅相談窓口を開設し、住宅金融支援機構

職員による住宅再建に関する相談を行う。 

４ 被災者への迅速かつ適切な相談業務を行うため、県各部局及び市町村と緊密な 

連携を図る。 

市 町 村 
 市町村においては、被災者のための相談所を設け、苦情又は要望事項を聴取しその

解決を図るほか、その内容を関係機関に連絡し、広聴活動を実施する。 

県 警 察 

１ 警察署又は交番その他必要な場所に臨時相談所を設置する。 

２ 相談活動を通じて把握した問題については、組織的対応により迅速な処理をする

とともに、必要により関係機関へ連絡して、その活動を促す。 
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８ 義援金品の配布（防災危機管理部、健康福祉部、出納局） 

（１）義援金品の受付 

（２）義援金品の配分及び輸送 

（３）義援品の保管場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 計     画     内     容 

県 
 県に寄託された義援金及び知事あての見舞金は、出納局において受け入れ保管する。

義援品は、健康福祉部において受け付ける。 

市 町 村  市町村は、それぞれ義援金品の受付についての計画を策定しておくものとする。 

日 赤 

千葉県支部 

 日赤に寄託された義援金は、日赤千葉県支部及び市町村（地区、分区）において   

受け付ける。ただし、被災の状況により、前記の場所での受付が困難な場合には、   

他の場所で受け付けることがある。 

機 関 名 計     画     内     容 

県 

１ 県で受け付けた義援金の市町村に対する配分は、災害義援金配分委員会を設置し、

決定する。 

２ 義援品は、被災地の状況を勘案して配分を決定し、市町村の指定する場所まで  

輸送して市町村に引き渡すものとする。 

市 町 村 
 市町村は、県又は日赤から送付された義援金品を、日赤奉仕団等関係団体の協力を

得て被災者に配分する。 

日 赤 

千葉県支部 

１ 赤十字に寄託された義援金の市町村に対する配分については、被災した県、   

各行政機関並びに各経済団体、マスコミ、日赤の代表によって構成された義援金  

配分委員会の協議により決定する。 

機 関 名 計     画     内     容 

県  義援品を配分するまでの一時保管場所として、防災センター等を使用する。 

市 町 村  市町村は、義援品の保管場所について、あらかじめ計画を策定しておくものとする。 
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９ その他の生活確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 生  活  確  保  の  取  扱  い 

郵便事業㈱ 

 災害救助法が発動された場合は、郵便事業㈱は、災害の態様及び公衆の被災状況等

被災地の実情に応じ、次のとおり、郵政事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策

を迅速かつ的確に実施する。 

１ 郵便関係 

（１）被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

   災害時には、被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の郵便局において、

被災世帯に対し、通常葉書及び郵便書簡を無償交付する。 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

   災害時には、被災者が差し出す郵便物及び被災地あて救助用郵便物の料金免除

を実施するものとする。 

郵便局㈱ 

１ 災害時における窓口業務の維持 

 

２ 郵便事業㈱の災害特別事務取扱い、㈱ゆうちょ銀行の非常払及び㈱かんぽ生命 

保険の非常取扱いについて、各社から要請があった場合の取扱い 

労 働 局 

 

１ 震災による離職者の把握に努めるとともに、その就職については、市町村の被災

状況等を勘案の上、県内各公共職業安定所及び隣接都県の公共職業安定機関等との

緊密な連携をとり、公共職業安定所を通じ速やかにそのあっせんを図る。 

 

２ 震災により離職を余儀なくされた者の早期再就職を促進するため、被災地域を 

管轄する公共職業安定所長を通じ、次の措置を講じる。 

（１）被災者のための臨時職業相談窓口の設置 

（２）巡回職業相談の実施 

 

３ 雇用保険の失業給付に関する特例措置 

 震災により失業の認定日に出向いて行くことのできない受給資格者に対して、事後

に証明書により失業の認定を行い、失業給付を行う。 

Ｎ Ｈ Ｋ 

 

災害救助法に基づく被災者の受信料免除について検討し、総務大臣の承認を得て 

実施する。 
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10 中小企業への融資（商工労働部） 

以下のとおり資金の融資及び利子補給の対策を講じる。 

（１）経営安定資金の融資 

 ア 市町村認定枠 

  （ア）融資対象者 

    ・激甚災害により被害を受けた者 

    ・中小企業信用保険法第２条第４項第４号の規定による認定を受けた者 

  （イ）融資使途 

  設備資金、運転資金 

  （ウ）融資限度額 

  １中小企業者 ８，０００万円以内 

  （エ）融資期間 

  設備資金 １０年以内、運転資金 ７年以内 

  （オ）融資利率 

  年１．４％～２．０％（融資期間により異なる。） 

  イ 市町村認定以外枠 

  （ア）融資対象者 

  知事が指定する災害により被害を受けた者 

  （イ）融資使途 

  設備資金、運転資金 

  （ウ）融資限度額 

  １中小企業者 ８，０００万円以内 

  （エ）融資期間 

  設備資金 １０年以内、運転資金 ７年以内 

  （オ）融資利率 

  年１．７％～２．３％（融資期間により異なる。） 

（２）利子補給 

 上記資金の融資を受けた者に対して、県が利子補給する。（条件については、災害の度合いに   

応じて別途定める。） 
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11 農林漁業者への融資（農林水産部） 

                                   平成24年4月1日現在 

 

貸付金の種類 貸 付 対 象 貸 付 限 度 額 利   率 
償還期間 

据置期間 

天 
 
 
 
 

災 
 
 
 
 

資 
 
 
 
 

金 

3.0％以内資金 種苗、肥料、飼料、労賃、

水利費、薬剤、農機具、

家畜又は家きん、薪炭原

木、しいたけほだ木、漁

具、稚魚、稚貝、餌料、

漁業用燃油の購入、漁船

の建造又は取得、共済掛

金（農業共済又は漁業共

済）の支払い等 

〈個人〉 

・果樹栽培、家畜・家き

んの購入等 

500万円 

(600万円) 

・漁具の購入 

5,000万円 

・上記以外 

200万円 

(250万円) 

 

〈法人〉 

・農事組合法人 

    2,000万円 

・上記法人等の果樹栽

培、家畜・家きんの購入

等 

 2,500万円 

・漁業を営む法人 

      2,000万円 

・漁具の購入 

5,000万円 

※カッコ内は、激甚災害

法による特例措置 

3.0％以内 

（平成10年の適用

例0.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則6年以内 

(果樹栽培 

、家畜・家き

んの購入等 

原則5年以

内） 

5.5％以内資金 〃 

 

〃 

 

5.5％以内 

（平成10年の適用

例0.6％） 

原則５年以

内 

 

6.5％以内資金 〃 

 

 

 

〃 

 

 

 

6.5％以内 

（平成10年の適用

例0.6％） 

 

 

 

原則3年以内 

（果樹栽培、

家畜・家きん

の 購 入 等 

原則5年以

内） 

県
単
農
業
災
害
資
金 

経営安定資金 

 

 

天災資金と同じ 

 

 

被害認定額の80％以内

で300万円以下 

 

 

災害の都度決定

（平成16年の適用

例0.855％） 

5年以内 

 

 

施設復旧資金 

 

 

農業用施設の復旧に要す

る経費 

 

被害認定額の80％以内

で500万円以下 

 

 

災害の都度決定

（平成16年の適用

例0.855％） 

6年以内 

（据置2年以

内） 
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貸付金の種類 貸 付 対 象 貸 付 限 度 額 利   率 
償還期間 

据置期間 

県
漁
業
災
害
対
策
資
金 

経営安定資金 

 

 

漁具、稚魚、稚貝、飼料、

燃料、労賃、漁業共済掛

金、簡易施設復旧資材等 

被害認定額の80％又は

300万円 

 

 

変動 

（毎月見直し） 

5年以内 

 

 

施設復旧資金 

 

 

漁船、漁業用施設の復旧

に要する経費 

 

被害認定額の80％又は

500万円 

 

 

6年以内 

（据置2年以

内） 

 
(

株) 
 

日 
 

本 
 

政 
 

策 
 

金 
 

融 
 

公 
 

庫 
 

資 
 

金 

農業基盤 

整備資金 

 

 

農地又は牧野の保全又は

利用上必要な施設の復旧 

 

 

当該年度に負担する額 

 

 

25年 

（据置10年以

内） 

 

農林漁業セーフ

ティネット資金 

 

災害により必要とする経

営再建費、収入減補填費

等 

 

600万円(特認年間経営

費等の3/12以内) 

 

10年 

（据置3年以

内） 

林業基盤 

整備資金 

 

 

 

災害による造林地の復旧 

 

災害による林道の復旧 

 

災害による樹苗養成施設

の復旧 

 

80～90％以内 

 

80％以内 

 

80％以内 

 

30年（据置20

年以内） 

20年（据置3

年以内） 

15年（据置5

年以内） 

漁業基盤 

整備資金 

 

漁港に係る防波堤岸壁等

施設、漁場、水産種苗生

産施設の復旧 

80％以内 

 

 

20年 

（据置3年以

内） 

漁船資金 

 

 

 

災害に係る漁船の復旧等 

 

 

 

１隻当たり４億5千万円 

(特認 11億)又は、借入

者負担額の80％以内の

いずれか低い額 

12年 

（据置2年以

内） 
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貸付金の種類 貸 付 対 象 貸 付 限 度 額 利   率 
償還期間 

据置期間 

(

株) 

日 

本 

政 

策 

金 

融 

公 

庫 

資 

金 

農林漁業 

施設資金 

(主務大臣指定施

設) 

 

 

 

(共同利用施設) 

 

農業施設、林業施設、水

産施設の復旧、果樹の改

植又は補植 

 

 

 

 

農業施設、林業施設、水

産施設、等共同利用施設

の復旧 

１施設当たり300万円 

（特認600万円、特々認

800万円、漁船1,000万

円） 

又は負担する額の80％

のいずれか低い額 

 

 

80％以内 

 

変動 

（毎月見直し） 

15年 

（据置3年以

内） 

果樹の改植

補償は25年 

(据置10年) 

 

20年 

（据置3年以

内） 
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第２節 津波災害復旧対策 

 

 

津波は、堤防、防波堤、係留施設等の防護施設やそれらが決壊した場合の沿岸付近の家屋等を破壊す

るなど、甚大な被害を及ぼす。 

被災した防護施設については、次に来襲する津波に備え、速やかに復旧を行う必要があり、また、   

損壊家屋をはじめとする大量の災害廃棄物は、復旧作業に支障が生じるなど、課題が山積みである。 

 

１ 河川、海岸、港湾施設（県土整備部） 

  河川、海岸、港湾施設管理者は、管理する施設が津波により、被害を受けた場合は、関係機関と   

連携を図りながら被害状況を速やかに調査し、復旧を行うものとする。特に、公共の安全確保上、   

緊急に復旧を行う必要がある対象は、次のとおりである。 

（１）河川管理施設 

  ア 堤防の破壊、護岸、天然河岸の決壊で、住民の日常生活に重大な影響を与えているもの 

  イ 堤防護岸等の決壊で、破堤のおそれのあるもの 

  ウ 河川の堤防護岸等の脚部の深掘れで、根固めをする必要があるもの 

エ 河川の埋そくで、流水の疎通を著しく阻害するもの 

オ 護岸、床上、水門、ひ門、ひ管又は天然の河岸の全壊又は決壊で、これを放置すると著しい   

被害を生じるおそれがあるもの 

（２）海岸保全施設 

ア 堤防の決壊で、破堤のおそれがあるもの 

イ 堤防の前面の砂浜における土砂の流出で、根固めをする必要があるもの 

ウ 護岸、水門及び排水機場等の全壊又は決壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれの  

あるもの 

（３）港湾施設 

ア 係留施設の破壊で船舶の係留又は荷役に重大な支障を与えているもの 

イ 臨港交通施設の破壊で、これによって当該臨港施設による輸送が不可能又は著しく困難である

もの（他の施設による輸送が著しく困難でない場合を除く。） 

ウ 港湾の埋そくで、船舶の航行又は停泊に重大な支障を与えているもの 

エ 外かくの施設の決壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれがあるもの 

 

２ 林地荒廃防止施設（治山施設）（農林水産部） 

  林地荒廃防止施設管理者は、海岸部に設置した施設（砂丘を含む。）が津波により被害を受けた場合

は、被害状況を速やかに調査し、復旧を行うものとする。 

  特に、防潮堤、護岸の全壊又は決壊で、これを放置すると人家、公共施設等に被害を生じるおそれ

のあるもの、又はその他著しい被害を生じるおそれのあるものについては、緊急に復旧を行う必要が

ある。 

 

３ 漁港施設（農林水産部） 

  漁港用施設管理者は、管理する施設が津波により被害を受けた場合は、被害状況を速やかに調査し、

復旧を行うものとする。特に漁港施設は、公共性があり漁業生産基盤上、緊急に復旧を行う必要が   

ある。 

（１）海岸保全施設 

  ア 堤防の決壊で破堤のおそれがあるもの 

イ 堤防の前面の砂浜における土砂の流出で、根固めをする必要があるもの 

ウ 護岸の全壊又は決壊で、これを放置すると著しい被害が生じるおそれのあるもの 
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（２）漁港施設 

ア 係留施設の破壊で、漁船の係留又は水揚げに重大な支障を与えているもの 

イ 臨港交通施設の破壊で、これによって当該臨港交通施設による輸送が著しく困難であるもの 

（他の施設による輸送が著しく困難でない場合を除く。） 

ウ 漁港の埋そくで、漁船の航行又は停泊に重大な支障を与えているもの 

エ 外かく施設の破壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれがあるもの 

 

４ 津波災害廃棄物処理（環境生活部） 

  津波災害廃棄物処理については、震災廃棄物処理計画に基づき実施するものであるが、津波被害の

被災地においては、損壊家屋を始めとする大量の災害廃棄物が発生することから、広域的な処分など

迅速かつ環境負荷のできるだけ少ない処分方法を検討する。 

  市町村は、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最終処分地

を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適正な処理を行う

ものとする。なお、県は、迅速な災害廃棄物処理について必要な支援を行うものとする。 

  災害廃棄物処理に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限り減量・減容・リサイクル

に努めるとともに、環境汚染の未然防止及び住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講ずる

ものとする。 
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第３節 液状化等によるライフライン関連施設等の復旧対策 

 

 

 上下水道・電気・ガス・通信等の都市施設、工業用水道及び農林業用施設また道路・河川・港湾等の

公共土木施設は、それぞれ都市生活及び生産の基盤であり、社会経済活動の基幹となるものである。 

 これらの施設については、震災直後の応急復旧の後、社会全般が落ち着いた段階で将来計画も踏まえ

た施設等の復旧を行うものとする。 

 

１ 水道施設（総合企画部、水道局） 

 応急復旧が一段落し給水が確保された段階で、水道事業の正常化を図るため総合的に施設の復旧を

行う。 

（１）復旧対策 

 復旧工事は、特に次の点に留意して進めるものとする。 

ア 取水・導水・浄水施設及び管路等の重要施設について最優先で復旧を行う。 

イ 施設の耐震化を図る。 

ウ 管路は多系統化、ブロック化及びループ化を基本とする。 

エ 市町村の計画的復興に伴う施設の整備を図る。 

（２）漏水防止対策 

 震災後の管路は、漏水の多発が予想されるので、配水の正常化を図るため、早急に漏水防止対策

を行う。 

ア 漏水調査を実施する。 

イ 調査に基づき、漏水修理計画を作成し実施する。 

 この場合は次の点に留意する。 

（ア）漏水の多発している管路は布設替えを行う。 

（イ）修理体制を整備し、断水時間の短縮、住民への広報、保安対策に万全を期する。 

（３）県営水道の復旧対策 

ア 震災復旧の基本方針 

被害を的確に把握して早期に復旧を図り、必要に応じ緊急措置を講じて、被害の拡大及び二次

災害の防止や施設の機能維持に努める。 

イ 水道施設の復旧 

  取水場、浄水場、給水場及び管路などの重要施設の復旧を優先的に行い、速やかな通水を図る。 

  （ア）取水場・浄水場・給水場の復旧 

     地震発生後、停電が発生した場合は、取水場、浄水場及び給水場の自家発電設備を稼働させ

電力供給を確保したうえ、場内の連絡管のパトロール、電機・機械・薬注設備等の点検や作動

確認を速やかに行い、通水するものとする。 

     被害が大きい場合は、長期間を要する修理となるため、他浄水場及び給水場系からのバック

アップによる対応を迅速に検討する。 

     なお、浄水場及び給水場間のバックアップ体制を強化するため、北船橋給水場から北総浄水

場へ逆送できる体制を整備するとともに、北千葉広域水道企業団との水の相互融通体制の確保

を計画する。 

（イ）管路の復旧 

   地震発生後、速やかに管路パトロールを行い、漏水が多発している場合は、上流側の本管か

ら順次復旧を行うが、大口径管で復旧に時間を要する場合は、他系統管からのバックアップを

検討し緊急対応する。 

ウ 復旧後の地震対策 

復旧後の水道における地震対策として、長期的に対応すべき施設の耐震化、管路のバック  
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アップ対策及び漏水防止対策等を計画的に実施する。 

（ア）施設の耐震化 

     施設の新設や更新に併せて施設の耐震化を図る。 

（イ）管路のバックアップ対策 

     管路の他系統化及びループ化を図り、漏水発生時における管路のバックアップ機能を強化す

る。また、配水区域の細分化（ブロック化）を推進し、震災時の断水範囲を極力縮小すると   

ともに、復旧の迅速化を図るものとする。 

エ 漏水防止対策 

全管路を対象とした漏水調査を計画的に実施し、漏水箇所の発見修理と漏水多発地帯の把握に

努め、震災対策を含めた管路更新計画策定のためのデータを収集する。 

 

２ 下水道施設（県土整備部） 

  災害後の震災復旧の進め方については、下水道の地震対策マニュアルに基づき行うものとする。 

（１）震災復旧の基本方針 

   下水道施設の被害は、震災後における社会全体の復旧活動、住民生活の安定などに与える影響が

大きいため、被災状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図り、施設の速やかな復旧を

行う。 

（２）下水道施設の復旧 

   下水道施設に被害が発生したときは、余震や二次災害等に配慮し、他のライフラインの復旧   

状況等を勘案し復旧順序を定める。また、効率的な復旧を行うため、二次災害の発生や避難の長期

化などを想定し、優先度の高い施設から復旧する。 

ア 管路施設（優先度の高い順） 

  （ア）処理場、ポンプ場等の基幹施設、重要な幹線等 

  （イ）その他の幹線管渠 

  （ウ）枝線管渠 

  （エ）取付管渠 

イ 処理場、ポンプ場（優先度の高い順） 

  （ア）非常用電力、水源の確保 

  （イ）下水排除（揚水等） 

  （ウ）汚水の沈殿放流（最初沈殿池）、伝染病予防（滅菌） 

 （エ）汚水処理 

 

３ 電気施設 

原則として復旧の順位は、人命にかかわる施設、対策の中枢である官公署、県民生活の安定のため

に重要な報道機関、避難場所等の施設について優先的に復旧計画をたてるが、震災状況、施設復旧の

難易度を勘案し、電力供給上復旧効果の大きいものから復旧を行う。 

（１）火力発電設備 

ア 系統に影響の大きい発電所 

イ 局配負荷供給上必要な発電所 

（２）送電設備 

 送電線路の復旧順位は次のとおりである。 

ア 全回線送電不能の主要線路 

イ       〃   のその他の線路 

ウ 一部回線送電不能の重要線路 

エ    〃   のその他の線路 

（３）変電設備 

ア 主要幹線の復旧に関する送電用変電所 
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イ 都市部に送電する系統の送電用変電所 

ウ 重要施設に供給する配電用変電所 

（４）通信設備 

ア 給電指令回線並びに制御・保護及び監視回線 

イ 保守用回線 

ウ 業務用回線 

（５）配電設備 

水道、新聞、放送、ガス、電鉄、官公庁、警察、消防、通信、広域避難場所、その他重要施設に

対しては、優先的に送電する。 

 

４ ガス施設 

 ガスの供給を停止した場合の復旧作業については、二次災害を防止するため、下記の手順により  

慎重に進める。 

 なお、復旧の順位として、人命にかかわる施設、対策の中枢である官公庁、避難場所等の施設に   

ついて優先的に復旧計画を立てるが、震災状況、施設復旧の難易度を勘案し、ガスの供給上復旧効果

の大きいものから復旧を行う。 

（１）被害状況の調査と復旧計画の作成 

 復旧計画の作成のため、次の設備について被害調査を行う。 

ア ガス製造設備 

イ 供給設備 

ウ 通信設備 

エ 需要家のガス施設 

 これらの調査結果に基づき、被災した製造・供給設備の修理復旧順位及び供給再開地区の優先順

位を定め、復旧計画を作成する。 

（２）復旧措置に関する広報 

 復旧措置に関して安全確保のため、付近住民及び関係機関等への広報に努める。 

（３）復旧作業 

ア 製造所における復旧作業 

 ガスの製造、供給を一時若しくは一部停止した場合は、所定の点検計画に基づき、施設の点検、

補修を行い、各設備の安全性確認の後、標準作業に基づいて、ガスの製造、供給を再開する。 

イ 整圧所における復旧作業 

 ガスの受入、送出を一時若しくは一部停止した場合は、所定の点検計画に基づき、施設の点検、

補修を行い、各設備の安全確認の後、標準作業に基づいて供給を再開する。 

ウ 高・中圧導管の復旧作業 

（ア）区間遮断 

（イ）気密試験（漏えい箇所の発見） 

（ウ）漏えい箇所の修理 

エ 低圧導管と需要家設備の復旧作業 

（ア）閉栓確認作業 

（イ）被災地域の復旧ブロック化 

（ウ）復旧ブロック内巡回点検作業 

（エ）復旧ブロック内の漏えい検査 

（オ）本支管・供内管漏えい箇所の修理 

（カ）本支管混入空気除去 

（キ）内管検査及び内管の修理 

（ク）点火・燃焼試験 

（ケ）開栓 
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（４）再供給時事故防止措置 

ア 製造施設 

 ガスの製造、供給を一時若しくは一部停止した場合は、所定の点検計画に基づき、各種施設の

点検を実施し、必要に応じ補修を行い各設備の安全性を確認した後、標準作業に基づいて、ガス

の製造、供給を再開する。 

イ 供給施設 

 ガス再供給時のガス漏えい等による二次災害を防止するため点検措置を行う。 

ウ 需要家のガス施設 

 各需要家の内管検査及びガスメーターの個別点検試験を実施し、ガスの燃焼状態が正常である

ことを確認した後、使用再開する。 
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５ 通信施設 

（１）東日本電信電話㈱における復旧の順位 

 震災により被災した通信回線の復旧については、予め定められた順位にしたがって実施する。 

 

回 線 の 復 旧 順 位 

順位 回 線 の 種 類 復 旧 す る 回 線 

第 

 

 

１ 

  

 

順 

 

 

位 

電 話 サ ー ビ ス 

・重要通信を確保する機関（第1順位）の加入電話回線各1回

線以上 

・交換局所前（無人局を含む）に公衆電話1個以上 

・ＺＣ以下の基幹回線の10％以上 

電 報 サ ー ビ ス ・電報中継回線1回線以上 

専 用 

サービス 

な ど 

専用サービス 

・重要通信を確保する機関（第1順位）の専用回線各1回線以

上 

・テレビジョン放送中継回線1回線（片方向）以上 

国 際 通 信 

事業者回線 
・対地別専用線の10％以上 

国 内 通 信 

事業者回線 
・対地別専用線10％以上 

社内専用線 ・第1順位復旧対象回線の復旧に必要な社内専用線 

パケット交換サービス 

 

・重要通信を確保する機関（第1順位）の当該回線各1回線以

上 

・第１順位復旧対象回線の復旧に必要な中継回線数 

総合ディジタル通信サービス 

・重要通信を確保する機関（第1順位）の各第1種、第2種双方

について、1契約回線以上。なお、システム利用のユーザ回

線については各事業所毎に１契約回線以上 

・ＺＣ以下の基幹回線の10％以上 

第 

 

 

２ 

 

 

順 

 

 

位 

電 話 サ ー ビ ス 

・重要通信を確保する機関（第2順位）の加入電話回線各1回

線以上 

・人口1千人当たり公衆電話1個以上 

専 用 線 サ ー ビ ス 等 
・重要通信を確保する機関（第2順位）の専用回線各1回線以

上 

パケット交換サービス 

 

・重要通信を確保する機関（第2順位）の当該回線各1回線以

上 

・第2順位復旧対象回線の復旧に必要な中継回線数 

総合ディジタル通信サービス 

・重要通信を確保する機関（第2順位）の各第1種、第2種双方

について、1契約回線以上。なお、システム利用のユーザー

回線については、各事業所ごとに1契約回線以上 

第 ３ 

順 位 
第1順位、第2順位に該当しないもの 
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 重要通信を確保する機関の順位 

 

６ 工業用水道施設（企業庁） 

 工業用水を常時、安定的に供給するという役割を担う工業用水道の重要性から次の点に留意し復旧

を行う。 

（１）復旧工程 

   復旧工事期間中においても受水企業が必要とする給水量を確保することを前提とし、企業の生産

設備の復旧状況を見極めながら、各事業地区相互の応援給水体制を確保し、実施する。 

（２）浄水場等の単独施設 

施設の被災状況を詳細に調査し、緊急度の高いものから更新、修繕を行う。 

（３）管路等施設 

管路は道路占用等により布設されており、道路管理者の復旧計画、他占用事業者の復旧計画との

調整、整合を図り実施する。 

 

７ 農林・水産業施設（農林水産部） 

（１）農業用施設 

 農業用施設管理者は、管理する施設が異常な自然現象により、被害を受けた場合は、被害状況を

速やかに調査し、応急復旧及び本復旧を行うものとする。特に公共性を含めた農業生産基盤上、  

緊急に復旧を行う必要のある対象は次のとおりである。 

ア 用水施設 

（ア）用水路等の破壊、決壊で、これを放置すると農業生産基盤に重大な影響を与えるもの。 

（イ）用水路護岸の破壊で、決壊のおそれのあるもの。 

イ た め 池 

（ア）堤体の決壊又はそのおそれがあり、ため池下流の地域住民及び農業生産基盤に重大な影響を

与えるもの。 

（イ）決壊したため池を放置すると著しい被害を生じるおそれのあるもの。 

ウ 道路施設 

道路、橋梁等が被害を受けた場合、地域住民及び農業生産基盤に重大な影響を与えるもの。 

エ 排水施設 

（ア）堤防の破壊、護岸の決壊で、地域住民及び農業生産基盤に重大な影響を与えるもの。 

（イ）護岸等の決壊で、破壊のおそれのあるもの。 

（ウ）被害を受けた排水施設について、放置すると著しい被害を生じるおそれのあるもの。 

オ 地すべり防止施設 

地すべり防止施設の被災、これを放置すると、人家、公共用及び農業用施設に被害を生じる  

おそれのあるもの、又はその他著しい被害を生じるおそれのあるもの。 

順 位 確保する機関（各社の契約約款に別の定めがある場合はその定めによる） 

第１順位 

 気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、防衛機関、輸送の確保に

直接関係のある機関、通信の確保に直接関係のある機関、電力の供給の確保に直接関係

のある機関 

第２順位 
 ガス・水道の供給の確保に直接関係のある機関、選挙管理機関、預貯金業務を行う  

金融機関、新聞社、通信社、放送事業者及び第１順位以外の国又は地方公共団体 

第３順位  第1順位、第2順位に該当しないもの 
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（２）林業用施設 

 林業用施設管理者は、管理する施設が異常な自然現象により被害を受けた場合は、被害状況を  

速やかに調査し、応急復旧及び本復旧を行うものとする。特に緊急に復旧を行う必要のあるものは

次のとおりである。 

ア 林道施設 

 林道施設の被災で、これを放置すると、林業生産基盤及び地域住民の生活用道路としての役割

に重大な影響を与えるもの 

イ 林地荒廃防止施設、地すべり防止施設（治山施設） 

  林地荒廃防止施設、地すべり防止施設（治山施設）の被災で、これを放置すると、人家、公共

用施設、道路等に被害を生じるおそれのあるもの、又はその他著しい被害を生じるおそれのある

もの 

（３）漁港施設 

 漁港用施設管理者は、管理する施設が地震等により被害を受けた場合は、被害状況を速やかに  

調査し、復旧を行うものとする。特に公共性があり漁業生産基盤上、緊急に復旧を行う必要のある

対象は次のとおりである。 

ア 海岸保全施設 

（ア）破堤 

（イ）堤防の破壊で破堤のおそれがあるもの 

（ウ）堤防の前面の砂浜における土砂の流出で、根固めをする必要があるもの 

（エ）護岸の全壊等で、これを放置すると著しい被害が生じるおそれのあるもの 

イ 漁港施設 

（ア）係留施設の破壊で、漁船の係留又は水揚げに重大な支障を与えているもの 

（イ）臨港交通施設の破壊で、これによって当該臨港交通施設による輸送が著しく困難であるもの

（他の施設による輸送が著しく困難でない場合を除く。） 

（ウ）漁港の埋そくで、漁船の航行又は停泊に重大な支障を与えているもの 

（エ）外かく施設の破壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれがあるもの 

 

８ 公共土木施設（県土整備部） 

（１）道路施設 

道路管理者は、道路、橋梁及び道路付属物が異常な自然現象により被害を受けた場合は、被害  

状況を速やかに調査し、復旧を行うこととする。 

復旧にあたっては、被害者の救護・救護活動や緊急物資の輸送に対処するため、「緊急輸送道路  

一次路線」を最優先に実施するものとする。 

復旧にあたっては、公益占用物件等の復旧計画と調整のうえ行うものとする。 

（２）河川、海岸、港湾、砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設 

 河川、海岸、港湾、砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設管理者は、管理する施設が異常

な自然現象により、被害を受けた場合は、被害状況を速やかに調査し、復旧を行うものとする。   

特に公共の安全確保上、緊急に復旧を行う必要のある対象は次のとおりである。 

ア 河川管理施設 

（ア）堤防の破壊、護岸、天然河岸の決壊で、住民の日常生活に重大な影響を与えているもの 

（イ）堤防護岸等の破壊で、破堤のおそれのあるもの 

（ウ）河川の堤防護岸等の脚部の深掘れで、根固めをする必要があるもの 

（エ）河川の埋そくで、流水の疎通を著しく阻害するもの 

（オ）護岸、床止、水門、ひ門、ひ管又は天然の河岸の全壊等で、これを放置すると著しい被害を

生じるおそれがあるもの 

イ 海岸保全施設 

（ア）堤防の破壊で、破堤のおそれがあるもの 
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（イ）堤防の前面の砂浜における土砂の流出で、根固めをする必要があるもの 

（ウ）護岸、水門及び排水機場等の全壊等で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれのある

もの 

ウ 港湾施設 

（ア）係留施設の破壊で船舶の係留又は荷役に重大な支障を与えているもの 

（イ）臨港交通施設の破壊で、これによって当該臨港施設による輸送が不可能又は著しく困難で  

あるもの（他の施設による輸送が著しく困難でない場合を除く。） 

（ウ）港湾の埋そくで、船舶の航行又は停泊に重大な支障を与えているもの 

（エ）外かくの施設の決壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれがあるもの 

エ 砂防施設 

（ア）砂防堰堤、床固工等の決壊又はそのおそれがあるもの。 

（イ）砂防堰堤、床固工、護岸工等の脚部の深掘れで、根固をする必要があるもの 

（ウ）護岸の破壊、天然河岸の著しい決壊で、これを放置すると著しい被害を生じるおそれのある

もの 

（エ）天然河道の埋没で砂防堰堤等の築造を必要とするもので、放置すれば下流の埋そく土砂が  

流下し、新たな被害の生じるおそれのあるもの 

オ 地すべり防止施設 

地すべり防止施設の被災で、これを放置すると、人家、公共施設等に被害を生じるおそれの  

あるもの、又はその他著しい被害を生じるおそれのあるもの 

カ 急傾斜地崩壊防止施設 

急傾斜地崩壊危険区域内の急傾斜地崩壊防止施設の被災で、これを放置すると、人家、公共  

施設等に被害を生じるおそれのあるもの、又はその他著しい被害を生じるおそれのあるもの 
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第４節 激甚災害の指定 

 

 

 県及び市町村は、激甚災害が発生した場合には、災害の状況を速やかに調査し、実情を把握して早期

に「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和37年9月6日法律第150号 以下 

「激甚法」という。）の指定が受けられるよう措置し、公共施設の災害復旧事業及び復興計画に基づく  

復興事業が迅速かつ円滑に実施できるよう措置するものとする。 

 

 

１ 激甚災害に関する調査（総務部、農林水産部、県土整備部） 

（１）県 

ア 県内に大規模な災害が発生した場合、知事は市町村の被害状況を検討の上、激甚災害及び局地

激甚災害の指定を受ける必要があると思われる事業について、関係部局に必要な調査を行わせる

ものとする。 

イ 前記アの各部局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額そのほか激甚法に定める  

必要な事項を速やかに調査し、総務部に提出するものとする。 

ウ 総務部長は、前記各部局の調査を取りまとめ、庁議に付議するものとする。 

エ 関係部局は、激甚法に定められた事業を実施する。 

（２）市 町 村 

 市町村長は、県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力するものとする。 

 

２ 特別財政援助額の交付手続き等（総務部、農林水産部、県土整備部） 

（１）県 

   激甚災害の指定を受けたときは、事業の種別毎に激甚法及び算定の基礎となる法令に基づき、  

関係部局は負担金を受けるための手続きその他を実施するものとする。 

（２）市 町 村 

 市町村長は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県各部局に提出し

なければならない。 
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第５節 災害復興 

 

１ 体制の整備(全庁) 

県は、県民の生活や地域（都市）の機能、文化・産業の再建を計る災害復興事業を速やかかつ計画 

的に実施するための臨時組織として、災害復旧・復興本部を設置する。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、本県において初めて災害復旧・復興本部を設置した。 

県は、東日本大震災の復旧復興に係る教訓等を踏まえ、災害復旧・復興本部の役割等について、  

研究する。 

 

２ 災害からの復興に関する基本的な考え方（全庁） 

  国、県、市町村などの行政の施策（公助）や自分の身は自ら守る（自助）も重要であるが、大規模

災害が発生し地域の復興を目指すためには、人と人との支え合い、地域の全ての主体が復興に向けて

連携する（共助）ことなど、地域住民・企業・団体等の相互の連携、「絆」が重要である。 

  平成２３年３月に発生した東日本大震災は、被害が甚大であったことから、単なる原状回復である

「復旧」にとどまらず、将来に向けて地域を活性化させる「復興」までを視野に取り組むこととし、

復興に係る基本的な考え方や今後の施策の方向性を取りまとめた「千葉県震災復旧及び復興に係る 

指針」を作成した。 

  県は、今後起こりうる首都直下地震などの大規模災害に対応するため、この指針を参考に、災害  

復興の理念、事業内容に関する研究に努めることとする。 

 

３ 想定される復興準備計画（全庁） 

 以下の復興計画を実効ある内容と住民の立場に立ったよりよいものにするためには、被災後の各方

面からの復興調査が重要になってくる。この復興調査についても検討が必要であり、平成２３年３月

に発生した東日本大震災では、津波により太平洋岸の地域が、液状化により東京湾岸の埋立地や河川

沿いの低地が大きな被害を受けるなど、地域の特性や被害の状況に応じた復興対策が重要となった。 

  また、各計画は、相互に関連しており、より効果的な復興を目指すためにも、事前に各方面からの

研究、検討を行い、実災害に対応できるよう備えておく。 

（１）くらしの復興 

  被災者の自立を尊重し、当面の生活資金の支援から生業支援、雇用対策などの被災者の生活再建

支援を中心とした施策を盛り込む。 

 また、被災者の心身の健康の回復は、全ての基礎となることから医師・保健師等の巡回診断、  

心的外傷やＰＴＳＤ等、被災者、被害者に対する心のケアの重要性の認識など健康・福祉面での  

きめ細かい支援を向上させる。 

（２）都市の復興 

   壊滅的な被害を受けた都市の復興については、生活の基礎地盤となる都市(地域)社会の継続の 

必要性と都市(地域)機能の回復の観点から、より質的向上を念頭に入れた、まちづくりを進める。

そのためには、迅速で将来を見越した被災地の建築制限、行政と県民とが協働した都市計画の策定

を目指す。 

   都市(地域)の特性、それぞれの歴史、文化を途絶えることなく継承するとともに、さらに、その

特性を考慮した対策をとり、より発展できるよう心がける。 

（３）住宅の復興 

   被災者が、生活の拠点となる住まいを確保すること、宅地及び住宅の復旧は、被災者の自立を  

促すこととなり、復興の礎となる。被災者が自力での住宅再建を支援することを中心に、民間住宅

の斡旋・補助、公的住宅の建設など多岐にわたり検討し、被災者の将来設計に合致した住まいの復

興を支援する。 
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（４）産業の復興 

   地域の産業は、基幹産業のみならず、すべてにおいて地域の中心であり、地域の活力の源である。

その産業(事業者)が被災し、操業(営業)の停止を余儀なくされた場合、融資制度の活用などによる

財政的な支援とともに、賃貸工場・店舗の提供などの措置を検討する。また、産業間を結ぶ流通、

通信の復興については、できるだけ迅速な復旧・復興を支援する。 

   県の重要な産業である観光、農業、漁業などにおいても復興を支援する観点からの積極的な情報

の発信、マイナスイメージを払拭するイベントの開催や宣伝など産業の復興を側面から支援する。 

 

４ 復興対策の研究、検討（全庁） 

  今後起こりうる大規模災害に対して、着実かつ円滑な復旧対策を実施するため、以下の東日本大震

災に係る政策課題ごとの復興施策の方向性を参考にし、震災後の対策や活動内容について事前に検討

し、定めておくものとする。 

（１）防災・危機管理体制の強化 

  ア 防災対策の充実・強化 

  イ 関係機関との連携強化 

  ウ 地域コミュニティの活性化 

（２）災害に備えた保健医療福祉分野の体制の強化・充実 

  ア 医療提供体制の整備 

  イ 福祉サービス提供体制の整備 

  ウ 健康の維持・増進、心のケア・地域支え合い体制の整備 

  エ 子育て支援サービスの提供体制の整備 

（３）教育分野における防災体制の充実 

  ア 教育施設の早期耐震化推進 

  イ 防災教育の一層の充実 

  ウ 学校における災害発生時の児童生徒等に対する支援の充実 

（４）農林水産業の再生と発展 

  ア 農林水産業の生産力の強化と担い手づくりの推進 

  イ 千葉県産農林水産物の魅力発信 

  ウ 緑豊かで活力ある農山漁村づくりの推進 

  エ 自然災害対策の推進 

（５）商工業・観光業等の再生の発展 

  ア 商工業の再生及び成長支援 

  イ 観光業の再生 

  ウ 就労支援及び雇用創出の推進 

（６）地震・津波・液状化等の災害に強いまちづくり 

  ア 安全なまちづくりの推進 

  イ 公共土木施設の防災機能の強化 

  ウ 交通ネットワークの機能強化 

  エ 上下水道施設等ライフラインの機能強化 


